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行政評価の取組結果 

 （平成２５年度実績） 

平成２６年８月 

北九州市総務企画局 
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１ 行政評価の概要 

本市では、市の基本構想・基本計画として「元気発進！北九州」プランを策定してお

り、プランを着実に推進する仕組みの一つとして、平成２２年度から「行政評価システ

ム」を導入している。これは、「計画(Plan)→ 実行(Do)→ 評価(Check)→ 改善

(Action)」のＰＤＣＡサイクルに沿って、行政自ら事業等を検証し、不断の見直しを

行うものである。

本報告書は、平成２５年度に実施した事業について、ＰＤＣＡサイクルに沿って評価

した結果を総括的に示している。なお、「元気発進！北九州」プランは昨年１２月に改訂

しており、これに合わせて評価対象となる主要事業も見直しを行っている。 

また、本報告書は「元気発進！北九州」プランの体系に沿って、施策の指標、評価、

評価理由等を取りまとめるとともに、プランの進捗状況も併せて示すものでもある。 

２ 事業評価、施策評価の対象 

「元気発進！北九州」プランに基づき、平成２５年度に実施した事業のうち「主要施

策」を構成する主な４２６事業について、事業を所管する担当課において事業の成果等

の検証を実施するとともに、プランに掲げる２１８の「主要施策」について、事業を所

管する局ごとに施策の評価を実施した。 

「元気発進！北九州」プラン

の柱 
大項目

取り組み

の方針 
主要施策 事 業 

Ⅰ 人を育てる ３ １０ ３７ ９２

Ⅱ きずなを結ぶ ３ １１ ４１  １０２

Ⅲ 暮らしを彩る ３ ９ ２９  ５６

Ⅳ いきいきと働く ４ １１ ３９  ６４

Ⅴ 街を支える ３ ９ ２４  ３９

Ⅵ 環境を未来に引き継ぐ ４ ９ ２８  ５１

Ⅶ アジアの中で成長する ３ ８ ２０  ２２

合 計 ２３ ６７ ２１８ ４２６

「元気発進！北九州」プラン

の政策体系

柱

７

大項目

２３

取組みの方針

６７

主要施策

２０１

主要施策を構成する

主な事業

４２６事業

２１８

取り組みの方針
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３ 評価の進め方 

（１）事業評価 

    プランを推進する主な事業について、各事業所管課が自己評価を行った。 

評価にあたっては、事業が目指すべき「成果」と、その成果を得るために行う「活

動」とに分け、それぞれの達成状況や進捗状況を評価するとともに、事業手法の「有

効性」や「経済性・効率性」を検証した。 

 ○ 事業の「成果」及び「活動」の評価 

事業ごとに、成果の実績、活動の実績を検証し、それぞれ評価を行った。 

○ 「成果の状況」「活動の状況」を踏まえた分析 

     事業の「成果」及び「活動」の実績等に基づき、事業手法の有効性や、事業に

対する外的要因の影響度合いなどを分析し、事業ごとに記述した。 

○ 「経済性」「効率性」の分析 

     事業の「成果」及び「活動」の実績等に基づき、経済性・効率性の分析（「同じ

成果をより低いコストで得られないか」または「同じコストでより高い成果を

得られないか」）や、民間活力導入による経済性・効率性の向上の可能性につい

ての分析を行い、事業ごとに記述した。 

（２）施策評価 

各局において、施策の成果指標の達成状況や構成事業の評価結果などを踏まえ、施

策の達成状況について４段階で自己評価を行い、施策の成果や進捗を示す指標、局施

策評価の主な理由、施策の構成事業などを一覧表として取りまとめ、評価結果一覧

(７ページ)として掲載した。 

（３）評価担当部署の内部チェック 

   各局の検証結果について、評価担当部署として内部チェックを行っている。 

施策を局ごとに下記の４段階で評価、記号で一覧表に表記

Ａ（大変順調） Ｂ（ 順調 ） Ｃ（やや遅れ） Ｄ（ 遅れ ） 

「成果の状況」及び「活動の状況」を、それぞれ４段階で評価 

   大変順調   順調   やや遅れ   遅れ 
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４ 事業・施策評価結果 

（１）事業（４２６事業）   

・成果の状況

評価 事業数 

大変順調 ６９事業 

順調 ３０１事業 

やや遅れ ２６事業 

遅れ ３事業 

評価なし ２７事業 

・活動の状況

評価 事業数 

大変順調 ７７事業 

順調 ３３６事業 

やや遅れ １１事業 

遅れ １事業 

評価なし １事業 

（２）主要施策（２１８施策 ※） 

 評価 施策数 

Ａ（大変順調） ６０施策 

Ｂ（ 順調 ） ２０５施策 

Ｃ（やや遅れ） １６施策 

Ｄ（ 遅れ ） ０施策 

※ プランに掲げる２１８の「主要施策」について、複数の局が所管する施策が一部あり、結果と

して２８１の評価となった。 

５ 評価結果等の公表 

事業評価結果については、本市のホームページに掲載している。 

＜北九州市ホームページ＞ トップページ > 市政情報 > 監査・行政評価 > 行政評価 



　６　評価結果一覧

柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

Ⅰ 人を育てる
１ 子育て・教育日本一を実感できる環境づくり

（１） 安心して子どもを生み育てることができる環境の整備

子育て中の労働者で仕事と生活の両立が図られてい
ると感じる人の割合

30.3％
（H23年度）

前年度比
向上

（H26年度）

前年度
（29.8％）

比増加
28.2%

放課後児童クラブに対する満足度（利用日、利用時
間）

78.8%
（H20年度）

前年度比
向上

（H26年度）

前年度
（77.8％）

比向上
80.0%

待機児童数（年度当初：4月）
0人

（H20年度）

待機児童0人を
維持

（H26年度）
0人 0人

待機児童数（年度中途：10月）
17人

（H20年度）

待機児童の
解消

（H26年度）
0人 220人

保育所に対する満足度（保育内容）
90.4％

（H20年度）

前年度比
向上

（H26年度）

前年度
（86.0％）

比向上
78.5%

保育所に対する満足度（保育内容）
90.4％

（H20年度）

前年度比
向上

（H26年度）

前年度
（86.0％）

比向上
78.5%

待機児童数（年度当初：4月）
0人

（H20年度）

待機児童0人を
維持

（H26年度）
0人 0人

待機児童数（年度中途：10月）
17人

（H20年度）

待機児童の
解消

（H26年度）
0人 220人

妊娠１１週までの妊娠届出者の割合
58.8％

（H20年度）
100％

（H26年度）

前年度
（91.9％）

比増加
93.4%

子育ての悩みや不安を感じる人の割合（就学前児童
の保護者）

53.9%
（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（27.7％）

比減少
30.5%

子育ての悩みや不安を感じる人の割合（小学生の保
護者）

64.3%
（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（39.6％）

比減少
31.6%

総合周産期母子医療センターにおける医療体制（２
４時間体制）の確保・充実

運営体制の確保
（H24年度）

医療体制の確
保・充実

（H26年度）

運営体制の確
保・充実

運営体制の確
保・充実

小児救急センターの医療体制（１次（初療）から３
次（重篤）までの小児救急医療の２４時間体制）の
確保・充実

運営体制の確保
（H24年度）

医療体制の確
保・充実

（H26年度）

運営体制の確
保・充実

運営体制の確
保・充実

B
子ども家庭
局

母子が健康
に生活でき
る環境づく
り

A病院局

仕事と子育
ての両立支
援

B
子ども家庭
局

年間を通じ
た待機児童
解消策の推
進など保育
の充実

B
子ども家庭
局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

ワーク・ライフ・バランス推進事業 順調 順調 子ども家庭局  1

放課後児童健全育成事業 順調 順調 子ども家庭局  2

保育所運営事業 順調 順調 子ども家庭局  3

特別保育事業補助 順調 順調 子ども家庭局  4

病児・病後児保育事業 順調 順調 子ども家庭局  5

保育所運営事業 順調 順調 子ども家庭局  6

母子健康診査 順調 順調 子ども家庭局  7

乳幼児等医療費支給事業 順調 順調 子ども家庭局  8

すくすく子育て支援事業 順調 順調 子ども家庭局  9

のびのび赤ちゃん訪問事業 順調 順調 子ども家庭局  10

総合周産期母子医療センター及び小児救急
センターの運営

順調 順調 病院局  1

　本施策では、妊娠・出産から、乳幼児の子育てまでを通じて、母子が健康
に生活できる環境づくりを進めています。
　妊娠中の母体の健康保持と胎児の健やかな発育を支援するため、妊婦に必
要な14回の健康診査の公費助成や、早期の妊婦届出や確実な受診の勧奨など
により、安全に安心して妊娠・出産できる環境づくりに着実に取組み、11週
までの妊娠届け出の割合は、平成24年度91.9％から平成25年度93.4％となり
ました。
　乳幼児等医療費支給制度では、乳幼児等の健康保持と健やかな育成を図る
ため、保険診療にかかる医療費の自己負担額を助成し、保護者の経済的負担
を軽減しました。
　また、子育ての孤立化を防ぐために、様々な不安や悩みを聞き、子育て支
援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対して適切
なサービス提供に結びつけるため、生後4ヶ月までの乳児がいる家庭を専門職
と地域支援者が協働して訪問した結果、出生数が減る中で、訪問件数は増加
となりました。面接できなかった家庭に対しても、その後の乳児健診での状
況を確認の上、訪問指導を行うなど、子育ての孤立化を防ぎ、地域での見守
り体制の充実を図りました。
　思春期の子どもの課題を共有し効果的な健康教育を推進するため、医療・
保健・教育等の思春期保健関係者による連絡会を開催するとともに、小・中
学校における思春期健康教室を、平成25年度には77回実施（対前年度比30回
増）するなど、着実に取組みを推進することができました。
　子育ての悩みや不安を感じる人の割合（就学前児童の保護者）は微増しま
したが、小学校の保護者は減少しており、また、母子が健康に生活できる環
境づくりを着実に進めることができたことから、総合的に判断して、順調と
判断しました。

　市立医療センターの総合周産期母子医療センターにおいて、ハイリスク分
娩患者の受け入れを行うとともに、必要な医師の確保や医療機器の更新を
行っています。
　また、八幡病院及び小児救急センターが市内の小児医療の拠点としての役
割を果たしております。

　本施策では、ワーク・ライフ・バランスの推進及び放課後児童クラブや保
育サービスといった社会的基盤の整備・充実を図ることにより、仕事と子育
ての両立支援を推進しています。
　ワーク・ライフ・バランスの推進では、「北九州市ワーク・ライフ・バラ
ンス推進協議会」を中心に企業向け講演会の開催やアドバイザーの派遣、11
月の推進キャンペーンを中心に市民や企業等へワーク・ライフ・バランスの
取組みを働きかけた結果、北九州市ワーク・ライフ・バランス表彰受賞者数
や推進アドバイザー派遣回数が増加しました。
　放課後児童クラブでは、開設時間の標準化・延長をはじめ、放課後児童ヘ
ルパーの活用など、運営の質の向上が図られました。また、受入が増加して
いる障害のある児童への対応として、クラブへ臨床心理士やアドバイザーを
派遣し、指導員に対して専門的な見地から助言等を行うなど、指導員の資質
の向上に取組み、結果として障害児への理解が進み、児童の受入が促進され
ました。
　保育サービスでは、保育カウンセラーの派遣や、体系的な研修を通じて、
保育の質の向上を図りました。
　以上のことから、総合的に判断して、順調と判断しました。

　本施策では、年間を通じた待機児童等の解消を図るため、保育所の受入児
童数の拡大を図るとともに、保護者の働き方や地域の実情に応じた多様な保
育を提供するため、延長保育や一時保育、障害児保育といった特別保育や、
病児・病後児保育の充実を図っています。
　保育所における平成25年度の待機児童数は、年度当初は0人でしたが、年度
当初だけでなく、年度中途の待機児童解消に向けて、増改築による定員増を
図りました。
　保育所に対する満足度は昨年度より減少していますが、依然として高い割
合で推移しています。延長保育や一時保育では、実施施設をともに4所増設し
たことに伴い、延長保育では述べ17,925人が、一時保育では述べ23,908人が
利用するなど、多様化する就労形態や育児リフレッシュ等の対応として、着
実に事業を進めることができました。障害児保育では、保育所において障害
のある子どもの積極的な受入が促進されるなど、障害児保育の充実を図るこ
とができました。
　病児・病後児保育についても、「病児・病後児保育のてびき」やポスター
の配布・設置、市ホームページや情報誌を通した情報提供の充実を図るな
ど、効果的なＰＲに努め、病児・病後児保育の利用促進に繋げることができ
ました。
　以上のことから、総合的に判断して、順調と判断しました。
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http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko01.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko02.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko03.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko04.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko05.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko06.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko07.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko08.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko09.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko10.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/byo01.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/byo01.pdf


柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

子育ての悩みや不安を感じる人の割合（就学前児童
の保護者）

53.9%
（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（27.7％）

比減少
30.5%

子育ての悩みや不安を感じる人の割合（小学生の保
護者）

64.3%
（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（39.6％）

比減少
31.6%

子育てが地域の人に支えられていると感じる人の割
合

52.0%
（H22年度）

前年度比
増加

（H26年度）

前年度
（59.7％）

比増加
57.9%

保健福祉局 新総合療育センターの基本計画 － － 基本計画の作成 基本計画の作成 A

母子福祉センターにおける講座等の受講者述べ人数
4,897人

（H20年度）
6,000人

（H26年度）
－ 4,871人

ひとり親家庭施策を知らない人の割合（母子福祉セ
ンター）

34.8％
（H23年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（67.9％）

比減少
62.1%

保育所に対する満足度（保育内容）
90.4％

（H20年度）

前年度比
向上

（H26年度）

前年度
（86.0％）

比向上
78.5%

児童虐待対応件数
374件

（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（346件）
比減少

380件

子育ての不
安や悩みを
軽減する環
境づくり

B
子ども家庭
局

特別な支援
を要する子
育て家庭へ
の対応

B
子ども家庭
局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

子育てに関する情報提供の充実・ＰＲ 順調 順調 子ども家庭局  11

親子ふれあいルーム運営事業 順調 順調 子ども家庭局  12

子ども・家庭相談コーナー運営事業 順調 順調 子ども家庭局  13

子育て支援総合コーディネーターの配置 順調 順調 子ども家庭局  14

　障害児・者の療育及び医療の中核施設である総合療育センターの建替えに
向けて、新総合療育センターの機能、規模等を具体化した基本計画を作成す
る等、大変順調に推移しました。
　今後も平成３０年度の開所に向けて、センターの再整備に計画的に取り組
みます。

総合療育センター再整備事業 - 大変順調 保健福祉局  1

母子福祉センター運営委託 順調 順調 子ども家庭局  15

児童養護施設等措置費 順調 順調 子ども家庭局  16

親子通園事業 順調 順調 子ども家庭局  17

児童虐待防止（子どもの人権擁護）推進事業 順調 順調 子ども家庭局  18

　本施策では、市民センターや親子ふれあいルーム等での子育て支援活動な
どを通して、子育ての不安や悩みを軽減する環境づくりを進めています。
　子育てに関する情報提供として、子育て中の人が、子どもの成長に応じた
情報をタイムリーに、かつ手軽に入手できるよう、情報誌やホームページを
通じた情報提供に努め、必要とされる子育てに関する情報を幅広く市民に提
供することができました。
　「親子ふれあいルーム」運営事業では、7区の区役所（または近接した公共
施設）において、親子が気軽に集い、交流、情報交換、育児相談等を行うと
ともに、平成25年度から新たに「地域の子育て力を高める取り組み」を推進
するなど、保護者の子育ての不安や悩みを軽減する取組みを着実に実施する
ことができました。
　子ども・家庭相談コーナーでは、子ども・家庭相談員が、子どもと家庭に
関するあらゆる相談（母子家庭の自立支援、ＤＶ被害者対応、児童虐待対応
等）を来所、電話、訪問、手帳など様々な形態による相談に応じるととも
に、子ども総合センターや警察等関係機関などとの連携を図り、総合的な相
談窓口としての役割を果たすことができました。
　また、「子育て支援サロン”ぴあちぇ～れ”」における、子育て支援総合
コーディネーターによる子育てに関する面接、電話、メール相談や関係機関
との連携、調整等の支援を通して、子育てに関する不安の軽減を図るととも
に、大学教授や小児科医などを講師とした育児講座等を開催するなど、子育
て支援の充実にも努めました。
　これらの取組みの結果、市民アンケートにおける「子育ての悩みや不安を
感じる人の割合」において、就学前児童の保護者は微増となったものの、小
学生の保護者では大きく減少するなど、一定の評価を得ているといえます。
　以上のことから、総合的に判断して、順調と判断しました。

　本施策では、社会的養護が必要な子どもや、障害のある子どもの成長と自
立の支援、ひとり親家庭に対する支援、児童虐待への対応など、特別な支援
を要する子育て家庭への支援等を進めています。
　ひとり親家庭への支援として、母子福祉センター等の認知度が低いことか
ら、「ひとり親家庭のための合同就職説明会」など様々な機会を通じて施設
のＰＲを行った結果、母子福祉センターにおける講座受講者が前年度より295
人増加するなど、一定の効果があったと言えます。併せて、「ひとり親家庭
のガイドブック（携帯版）」を児童扶養手当受給者全員に配布するなど、施
策の周知を図りました。また、就業による自立を促進するため、母子福祉セ
ンターでの就業支援に加え、看護師等の資格取得を支援する「高等技能訓練
促進費等給付金」の支給、母子家庭の母の主体的な能力開発の取組みを支援
する「自立支援教育訓練給付金」の支給、ひとり親家庭への就業の機会を提
供する「合同就職説明会」の開催、母子福祉センターの母子自立支援プログ
ラム策定員にキャリアカウンセラーを配置するなど、きめ細やかな自立・就
業支援を行ったことなどから、「ひとり親家庭施策を知らない人の割合」が
昨年度に比べ減少するなど、順調に成果をあげています。
　児童養護施設等においては、被虐待児童に対し、家庭的な環境の中で職員
との個別的な関係を重視したきめ細かなケアを提供する分園型小規模グルー
プケアを開始したところ、対象児童に落ち着きが見られるなど、家庭的養護
における一定の効果がでています。また、地域小規模保育児童養護施設の新
設に当たっては、各施設において、必要な人員配置や設備の検討を行うな
ど、計画的に進めています。自立援助ホームでは、児童7人が自立するなど、
一定の成果をあげています。
　障害のある子どもへの支援では、地域の保育所や幼稚園、学校、区役所、
専門機関などが連携しながら、障害のある子どもに応じた相談支援体制整備
に努めるとともに、市内２箇所の保育所に設置している「親子通園クラス」
において、217組の発達の気になる子どもを保護者とともに受け入れ、保育所
での遊びや体験、相談を通じた、継続的な支援を行っています。通園利用世
帯に対して実施したアンケートでは、満足度100％の評価を得るなど大変好評
です。また、次年度の移行先が決定した世帯も62％と、移行支援としても着
実な成果をあげています。
　児童虐待防止（子どもの人権擁護）推進事業では、関係機関職員を対象と
した「児童虐待対応リーダー養成研修」や市民や関係機関職員に対する「連
続講座」などを実施しました。この結果、児童虐待通告件数は、平成24年度
と比べ平成25年度は21％増加している一方、通告のうち、児童虐待と認めら
れた児童虐待対応件数は、平成24年度と比べ平成25年度は9.8％の増加に留ま
るなど、児童虐待の早期発見や早期対応といった、虐待が深刻化する前に適
切な支援ができる社会環境づくりを着実に進めることができました。
　以上のことから、総合的に判断して、順調と判断しました。
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http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko11.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko12.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko13.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko14.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho01.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko15.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko16.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko17.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko18.pdf


柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

子育てが地域の人に支えられていると感じる人の割
合

52.0%
（H22年度）

前年度比
増加

（H26年度）

前年度
（59.7％）

比増加
57.9%

子育ての悩みや不安を感じる人の割合（就学前児童
の保護者）

53.9%
（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（27.7％）

比減少
30.5%

建設局 地域に役立つ公園づくり事業による整備公園数 － － 35公園 38公園 B

（２） 子どもの可能性をひらく学校教育の充実

幼稚園における学校評価（自己評価）の実施園数
（単年度）

50園
（H20年度）

全園
（H25年度）

全園
(104園）

90園

保幼小連携事業を実施する保育所、幼稚園、小学校
の割合

83.1%
（H20年度）

95%
（H25年度）

95% 97.0%

勉強をして新しいことを知りたいと思う児童生徒の
割合（小学３年生）

82.7%
（H20年度）

93%
（H25年度）

93% 80.8%

勉強をして新しいことを知りたいと思う児童生徒の
割合（中学１年生）

56.7%
（H20年度）

66%
（H25年度）

66% 50.8%

授業以外（月～金）の学習時間が１時間以上の児童
生徒の割合（小学６年生）

42.3%
（H20年度）

57%
（H25年度）

57% 49.6%

授業以外（月～金）の学習時間が１時間以上の児童
生徒の割合（中学３年生）

55.9%
（H20年度）

66%
（H25年度）

66% 55.5%

平日（月～金）に家庭で全く読書をしない児童生徒
の割合（小学６年生）

24.4%
（H20年度）

20%
（H25年度）

20% 23.7%

平日（月～金）に家庭で全く読書をしない児童生徒
の割合（中学３年生）

48.0%
（H20年度）

37%
（H25年度）

37% 39.1%

全国学力・学習状況調査結果平均正答率全国比の経
年比較

対全国平均
95.0%

（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 95.8%

観点別到達度学力検査結果
対全国平均

98.9%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 93.7%

体育の授業以外で継続的な取組みをしている学校の
割合（小学校）

37.7%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100.0%

体育の授業以外で継続的な取組みをしている学校の
割合（中学校）

14.3%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100.0%

全国体力・運動能力の実技結果全国平均値以上の項
目の割合（小学５年：男子）

37.5%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 12.5%

全国体力・運動能力の実技結果全国平均値以上の項
目の割合（小学５年：女子）

0%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 0.0%

全国体力・運動能力の実技結果全国平均値以上の項
目の割合（中学２年：男子）

11.1%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 33.3%

全国体力・運動能力の実技結果全国平均値以上の項
目の割合（中学２年：女子）

0%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 0.0%

食に関する体験的活動を食に関する指導の全体計画
に位置付けている学校の割合（小学校）

93.8%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100%

食に関する体験的活動を食に関する指導の全体計画
に位置付けている学校の割合（中学校）

88.9%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100%

朝食を「ほぼ毎日」食べる児童生徒の割合（小学
生）

92.9%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% －

朝食を「ほぼ毎日」食べる児童生徒の割合（中学
生）

83.6%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 91.3%

確かな学力
と体力を向
上させる教
育の充実

B教育委員会

B
子ども家庭
局

地域などと
行政の連
携・協働に
よる子育て
支援の推進

幼児教育の
充実

B教育委員会
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

ほっと子育てふれあい事業 順調 順調 子ども家庭局  19

みんなの子育て・親育ち支援事業 順調 大変順調 子ども家庭局  20

赤ちゃんの駅登録事業 順調 大変順調 子ども家庭局  21

　まちづくり協議会を中心とする地域住民との協働による公園づくりを目指
すうえで、計画の段階から地域の声を聞き、地域提案型の公園計画を策定し
ます。
　本年度は、昨年度までに策定した計画に基づき、予定どおり38公園の再整
備を実施しました。また、予定どおり2校区で、ワークショップによる意見交
換や小学校児童への遊具アンケートなどを通し、計画を策定しました。
　事業は予定どおり進捗しているため、順調と判断しました。

地域に役立つ公園づくり事業 順調 順調 建設局  1

幼児教育の振興・子育て支援機能の充実 順調 順調 教育委員会  1

保育所、幼稚園、小学校の連携 順調 順調 教育委員会  2

35人以下学級編制の実施 順調 大変順調 教育委員会  3

北九州スタンダードの推進 順調 順調 教育委員会  4

家庭学習の支援 順調 順調 教育委員会  5

子どもの読書活動の推進 順調 順調 教育委員会  6

体力アップ推進事業 やや遅れ 順調 教育委員会  7

　全国学力・学習状況調査結果では、全国平均をやや下回ったものの、国語
や算数、数学などの一部では、前年度に比べ、今年度の方が全国との差が縮
まるなど、授業改善の効果が表れています。また、児童生徒の家庭学習で参
考になる取組みを「家庭学習マイスター賞」として表彰するとともに、家庭
学習の手引きとなる「家庭学習チャレンジハンドブック」を作成するなど、
家庭学習の定着に向けた取組みを推進しました。また、「学校における読書
活動推進モデル事業」として21中学校区に学校図書館職員を配置し、配置校
の学校図書館では、利用人数や貸出冊数が増加するなど、読書活動が推進さ
れています。
　全国体力・運動能力、運動習慣調査では、多くの項目が全国平均を下回り
ましたが、本市比較では前年度を上回る項目もあり、地道な取組みは一定の
成果をあげています。また、「北九州市キッズダンス」や「ダンスフォーザ
フューチャー」などを積極的に活用し、体育の授業以外での運動機会の増加
を図りました。
　以上のことから、順調と判断しました。

　本施策では、身近な地域社会における子育てを支えるネットワークづくり
や、市民啓発のキャンペーンの実施などを通して、地域社会全体で子育てを
支援する環境づくりを進めています。
　ほっと子育てふれあい事業では、仕事の都合や子どもの軽い病気の時に、
ボランティア組織「ほっと子育てふれあいセンター」の会員間の子どもの預
かりや送迎など、子育て支援サービスの充実を図っています。提供会員数
は、平成24年度2,556人から平成25年度2,745人に増加し、また事故も発生し
ておらず、安全で質の高いサービスが提供できています。
　乳幼児を抱える保護者の子育てを支援する取組みである「赤ちゃんの駅」
登録事業では、外出中に授乳やオムツ替えなどで立ち寄ることができる施設
が353施設となるなど、子育て家庭が安心して外出できる環境づくりを着実に
進めています。
　これらの取組みの結果、市民アンケートにおける「子育てが地域の人に支
えられていると感じる人の割合」が昨年度に比べ、僅かに減少したものの、
計画当初と比べ、増加が認められ、一定の評価を得ているといえます。
　以上のことから総合的に判断して、順調としました。

　子育て支援保育補助員制度の実施や園庭芝生化を4園(私立3園、市立1園）
で実施するなど、幼児教育環境の充実を図りました。
　幼稚園の学校評価に関しては、積極的に働きかけた結果、私立幼稚園にお
いて大幅に増加しました。しかしながら、全園実施には至っていません。
（市立は、H20年度から全園実施）
　保育所、幼稚園、小学校の連携については、幼児・児童の交流活動や職員
間の合同研修などの取組みを行い、連携に対する意識の向上を図り、保幼小
連携事業を実施する保育所、幼稚園、小学校の割合は、97%に達し、目標を達
成しました。
　以上のことから、順調と判断しました。
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http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko19.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko20.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko21.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kens01.pdf
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http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kyo04.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kyo05.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kyo06.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kyo07.pdf


柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

この学校が好きだと回答した児童生徒の割合（小学
３年生）

84.9%
（H19年度）

90%
（H25年度）

90% 84.1%

この学校が好きだと回答した児童生徒の割合（中学
１年生）

64.9%
（H19年度）

70%
（H25年度）

70% 71.4%

担任の先生はよいところを認めてくれると回答した
児童生徒の割合（小学３年生）

86.6%
（H19年度）

92%
（H25年度）

92% 86.2%

担任の先生はよいところを認めてくれると回答した
児童生徒の割合（中学１年生）

74.9%
（H19年度）

80%
（H25年度）

80% 80.4%

あいさつの取組みを学校評価に取り入れ、その改善
に努めている学校の割合（小学校）

41.2%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100.0%

あいさつの取組みを学校評価に取り入れ、その改善
に努めている学校の割合（中学校）

31.7%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100.0%

道徳に関する保護者・地域への授業公開の実施率
（小学校）

90.0%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100.0%

道徳に関する保護者・地域への授業公開の実施率
（中学校）

90.5%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 100.0%

学校のきまりを守っていると回答した児童生徒の割
合（小学６年生）

82.3%
（H20年度）

90%
（H25年度）

90% 87.2%

学校のきまりを守っていると回答した児童生徒の割
合（中学３年生）

85.4%
（H20年度）

90%
（H25年度）

90% 91.0%

ＣＯ2削減に向けたリサイクル等の環境活動の実施
学校数（単年度）

191校
（H20年度）

全小・中・特別
支援学校・園

210校
（H25年度）

全小・中・特別
支援学校・園

210校
207校

未来をひらく学校づくり支援事業における事業提案
校・園数（累計）

－
211校・園

（H25年度）
211校・園 165校・園

博物館セカンドスクール事業　学校団体誘致数
1,050団体

（H21年度）
1,000団体

（H25年度）
1,000団体 1,370団体

博物館セカンドスクール事業　学校関係入館者数
76,550人

（H22年度）
70,000人

（H25年度）
70,000人 92,760人

文学館　企画展の入館者数
10,741人

（H23年度）
13,000人

（H25年度）
13,000人 13,211人

ＣＯ2削減に向けたリサイクル等の環境活動の実施
学校数（単年度）

191校
（H20年度）

全小・中・特別
支援学校・園

210校
（H25年度）

全小・中・特別
支援学校・園

210校
207校

職場体験実施校数（中学校）（単年度）
60校

（H20年度）
全中学校62校
（H25年度）

全中学校62校 62校

部活動の開設部数（単年度）
730部

（H20年度）
730部

（H25年度）
730部 741部

勉強をして新しいことを知りたいと思う児童生徒の
割合（小学３年生）

82.7%
（H19年度）

93%
（H25年度）

93% 80.8%

勉強をして新しいことを知りたいと思う児童生徒の
割合（中学１年生）

56.7%
（H19年度）

66%
（H25年度）

66% 50.8%

（仮称）特別支援相談室の設置校数(累計) 0校
3校

（H25年度）
3校 0校

特別支援学級の整備状況（単年度）
73校

（H20年度）
120校

（H25年度）
120校 129校

通級指導教室の整備状況（単年度）
5区

（H20年度）
7区

（H25年度）
7区 7区

特別支援教育コーディネーター養成研修終了者数
（中級）（累計）

121人
（H20年度）

220人
（H25年度）

220人 217人

特別支援教育コーディネーター養成研修終了者数
（上級）（累計）

0人
（H20年度）

50人
（H25年度）

50人 25人

個別の教育支援計画を作成した幼稚園、小・中学校
等の割合

42.4%
（H20年度）

70%
（H25年度）

70% 60.0%

教育委員会

特別支援教
育の充実

B教育委員会

北九州市の
特性を活か
した教育の
充実

B教育委員会

B
市民文化ス
ポーツ局

子どもの特
性を伸ばす
教育の充実

B

心の教育の
推進

B教育委員会
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

心の教育推進事業 順調 順調 教育委員会  8

人権教育推進事業 順調 順調 教育委員会  9

環境教育推進事業 順調 順調 教育委員会  10

博物館セカンドスクール事業 大変順調 大変順調 市民文化スポーツ局  1

文学館普及研究費 順調 順調 市民文化スポーツ局  2

英語教育の充実 順調 順調 教育委員会  11

情報教育の推進 順調 順調 教育委員会  12

部活動振興事業 順調 順調 教育委員会  13

特別支援教育を推進する全市的な相談支援
体制の整備

順調 大変順調 教育委員会  14

特別支援教育を行う場の整備 順調 大変順調 教育委員会  15

特別支援教育を推進する人の配置（就労支
援を含む）

順調 順調 教育委員会  16

教職員の専門性の向上 順調 順調 教育委員会  17

　特別な支援が必要な児童生徒の増加に対応するため、特別支援学級の設置
ついては、必要に応じ、適切に設置し、平成25年度は、前年度より15校増加
し、129校となりました。また、東部地域の門司区における新設特別支援学校
の整備については、計画通り、基本設計・実施設計を行いました。
　特別支援教育コーディネーター養成研修修了者数（中級）については、平
成25年度は21人の修了者となり累計217人で98.6％の達成率でした。修了者
は、各学校で校内の特別支援教育の推進役として機能しています。
　以上のことから、順調と判断しました。

　環境教育推進事業では、昨年度も実施した「環境体験科」を引き続き小学4
年生で実施しました。さらに、「北九州市環境キャラバン」を実施し、環境
未来都市北九州市を担う子ども環境リーダーの育成に取り組みました。一般
市民を含む参加者数が多い「環境首都！サミット」を開催したことで学校の
みならず、家庭や地域の人々に環境に対する関心や意識を高めることができ
ました。
　また、未来をひらく学校づくり支援事業では、実施学校数（累計）は、目
標に達していませんが、各学校園の実情や地域の特性を活かしながら、教育
プランに掲げている様々な分野での提案がなされ、特色ある学校づくりにつ
ながりました。
　以上のことから、順調と判断しました。

　施策の成果指標のうち、博物館セカンドスクール事業の「学校団体誘致
数」及び「学校関係入館者数」は、前年度実績や目標値を大幅に上回り飛躍
的に伸びています。これは、修学旅行の誘致活動等の他都市へのＰＲ活動を
積極的に行った成果と考えます。
　「文学館企画展の入館者数」についても、前年度のような集客力がある
パッケージ展の開催がなかったにもかかわらず、目標値を上回る入館者を維
持することができ、順調です。
　今後も、大人から子どもまでが博物館等の施設に来館し、新しい発見や感
動を体験することで、教育文化の向上に努めるとともに、学校教育機関等と
の連携したＰＲ活動を行っていく必要があると考えます。

　H25年度の部活動開設部数は、741（運動部520、文化部221）で、昨年度よ
り増加しました。また、部活動参加生徒数についても昨年度より増加し、部
活動のさらなる活性化が図られました。
　キャリア教育においては、全中学校で職場体験を実施するなど、子どもの
特性を伸ばす教育を推進しました。
　小学校低中学年の授業に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、英語や外国
人に慣れ親しむ活動を推進しました。
　以上のことから、順調と判断しました。

　教育活動全体を通じた道徳教育の充実や人権教育、学校をあげてのあいさ
つ運動に取り組んでおり、「道徳に関する保護者・地域への授業公開の実施
率」、「あいさつの取組みを学校評価に取り入れその改善に努めている学校
の割合」ともに小中学校100％を達成しました。これらの指標を始め、多くの
項目が目標を上まわり、目標に達成していない項目においても、改善傾向に
あります。
　また、人権教育推進事業では、人権教育ハンドブックを活用することによ
り、全ての学校で校内研修の充実が図られました。
　以上のことから、順調と判断しました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

先生たちは子どもをよく指導してくれると回答した
保護者の割合（小学３年生）

88.8%
（H19年度）

94%
（H25年度）

94% 87.3%

先生たちは子どもをよく指導してくれると回答した
保護者の割合（中学１年生）

74.3%
（H19年度）

79%
（H25年度）

79% 79.3%

教師になってよかったと回答した教員の割合（小学
校）

91.8%
（H19年度）

94%
（H25年度）

94% 95.8%

教師になってよかったと回答した教員の割合（中学
校）

91.3%
（H19年度）

94%
（H25年度）

94% 95.0%

学校支援のための教員（市費講師等）の配置状況
（単年度）

145人
（H20年度）

200人
（H25年度）

200人 211人

教職員研修参加者数（単年度）
13,774人

（H21年度）
14,000人

（H25年度）
14,000人 16,171人

教職員自主講座参加者数（単年度）
769人

（H20年度）
900人

（H25年度）
900人 941人

耐震化の優先度が高い学校の耐震診断実施校数（累
計）

90校
（H22年度）

90校
（H22年度）

完了済 完了済

耐震化の優先度が高い学校のうち Ｉｓ値0.3未満の
棟の耐震工事実施率

100%
（H24年度）

100%
（H24年度）

100% 100%

（３） 家庭・地域・企業の力を活かした教育環境の整備

スクールヘルパー延べ活動人数（単年度）
94,644人

（H20年度）
115,000人

（H25年度）
115,000人 122,056人

提携大学からの学生ボランティア数（単年度）
12人

（H20年度）
70人

（H25年度）
70人 190人

授業参観に行くと回答した保護者の割合（小学３年
生）

92.1%
（H19年度）

95%
（H25年度）

95% 95.5%

授業参観に行くと回答した保護者の割合（中学１年
生）

79.8%
（H19年度）

85%
（H25年度）

85% 89.7%

家庭教育学級参加者数（単年度）
37,386人

（H20年度）
43,000人

（H25年度）
43,000人 38,054人

朝食を「ほぼ毎日」食べる児童生徒の割合（小学
生）

92.9%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% －

朝食を「ほぼ毎日」食べる児童生徒の割合（中学
生）

83.6%
（H20年度）

100%
（H25年度）

100% 91.3%

午前７時より前に起床する児童生徒の割合（小学６
年生）

60.1%
（H20年度）

75%
（H25年度）

75% 65.4%

午前７時より前に起床する児童生徒の割合（中学３
年生）

44.7%
（H20年度）

66%
（H25年度）

66% 51.6%

授業以外（月～金）の学習時間が１時間以上の児童
生徒の割合（小学６年生）

42.3%
（H20年度）

57%
（H25年度）

57% 49.6%

授業以外（月～金）の学習時間が１時間以上の児童
生徒の割合（中学３年生）

55.9%
（H20年度）

66%
（H25年度）

66% 55.5%

子育てサポーター登録者数
　827人

（H21年度）
1,000人

（H26年度）
1,000人 1,272人

市民センターでの子ども交流事業や体験活動事業へ
の参加者数（単年度）

57,572人
（H20年度）

62,000人
（H25年度）

62,000人 59,775人

地域の行事に参加するという児童生徒の割合（小学
６年生）

43.6%
（H20年度）

60%
（H25年度）

60% 44.1%

地域の行事に参加するという児童生徒の割合（中学
３年生）

25.1%
（H20年度）

40%
（H25年度）

40% 27.1%

スクールヘルパー延べ活動人数（単年度）
94,644人

（H20年度）
115,000人

（H25年度）
115,000人 122,056人

家庭教育支
援の充実

B教育委員会

地域全体が
教育を支え
る社会の実
現

B教育委員会

教育環境の
充実

B教育委員会

学校の力の
発揮

A教育委員会

信頼される
学校・園経
営の推進

B教育委員会
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

35人以下学級編制の実施 順調 大変順調 教育委員会  18

学校における事務処理の効率化・負担の軽
減

順調 順調 教育委員会  19

教職員研修の充実 順調 順調 教育委員会  20

小中一貫・連携教育の推進 順調 順調 教育委員会  21

学校施設耐震補強事業 大変順調 大変順調 教育委員会  22

スクールヘルパーの配置 順調 順調 教育委員会  23

学校支援地域本部事業 順調 大変順調 教育委員会  24

経済界との連携による学校支援事業 大変順調 大変順調 教育委員会  25

家庭・地域への啓発事業 順調 順調 教育委員会  26

子育てネットワークの充実 大変順調 大変順調 教育委員会  27

家庭・地域・学校の連携推進 順調 順調 教育委員会  28

有害情報から子どもを守る事業 順調 順調 教育委員会  29

スクールヘルパーの配置 順調 順調 教育委員会  30

経済界との連携による学校支援事業 大変順調 大変順調 教育委員会  31

　家庭教育学級は、すべての市立幼稚園、小、中、特別支援学校で実施した
ほか、私立幼稚園・私立保育所（市立指定管理保育所含む）での実施箇所数
も増加し、参加者数も昨年度から増加しました。また、「早寝・早起き・朝
ごはん・読書カード」事業においても、昨年度より参加者が増加し、夏休み
の読書活動の定着や生活習慣の定着を図ることができました。さらに、「子
育てサポーター」が1,272人に達し、市民センターのフリースペースや育児
サークルなどで親子の居場所づくりや親同士の仲間づくりに力を発揮するな
ど保護者の子育てに対する不安軽減に寄与しました。
　以上のことから順調と判断しました。

　学校施設開放事業では、地域スポーツの振興及び児童の安全な遊び場とし
て活用されており、少年少女の団体スポーツも盛んに行われ、青少年の健全
育成に貢献しています。
　市民センターで実施する「地域・子ども交流事業」等の参加人数は昨年度
より減少しましたが、子どもたちに様々な体験活動の機会を提供でき、地域
全体で子どもの健全育成に取り組むことができました。
　スクールヘルパーに関しては、学校支援地域本部やブックヘルパーなどの
活動校数の拡大を進めた結果、延べ活動人数は、122,056人と地域の多くの
方々に協力をいただいています。
　以上のことから、順調と判断しました。

　東日本大震災を踏まえ、学校施設のH27年度耐震化完了を目指すため、従来
の耐震補強計画を大幅に前倒しすることとしました。これに伴い、学校の大
規模改修工事は、H27年度までの間は実施規模を縮小することとなりました。
　また、夏の暑さ対策として普通教室等扇風機設置モデル事業を実施し、中
学校１・2年生の普通教室等に扇風機を設置しました。
　以上のことから順調と判断しました。

　スクールヘルパーに関しては、学校支援地域本部やブックヘルパーなどの
活動校数の拡大を進めた結果、延べ活動人数は、122,056人と地域の多くの
方々に協力をいただいています。また、「学校支援地域本部事業」を14校か
ら18校、「学習支援型アフタースクール事業」を7校から10校にそれぞれ拡大
して実施しました。さらに、経済界と連携した学校支援モデル事業を13校で
実施し、実施校からも「子どもたちの興味関心が高く視覚的にもわかりやす
かった」「子どもたちの学習意欲を高めることができた」などの意見が寄せ
られ、成果が上がっています。また、学生ボランティアの登録者数も、前年
度126人から大幅に増え、190人となり、学生が授業や課外活動、休み時間な
どの教育活動に参加することにより、学校の活性化につながっています。
　以上のことから、大変順調と判断した。

　「小１プロブレム」や「中１ギャップ」といった課題に対応するととも
に、教職員の負担軽減に繫がる35人以下学級編制を小学校１・２・３年生及
び中学校１年生において引き続き実施しました。
　校務支援システムについては、寄せられた要望や障害に対応したシステム
改修等を行い、子どもと向き合う時間の確保に寄与しました。
　教職員研修については、参加者数は目標に達し、基本研修、専門研修等の
充実が図られ、教員の資質や能力の向上につなげることができました。受講
後のアンケートでも「研修で学んだことが自己研修へのきっかけとなった」
との評価も多く、研修の内容、方法ともほとんどの受講者から高評価を得ま
した。また、小中一貫・連携教育をＨ25年度から全中学校区において取組み
を実施しました。中学校区で小中合同で行う地域清掃活動や保護者や地域の
方の協力を得て行う防災訓練等を実施している学校もあり、交流を深める機
会となるなど、開かれた学校づくりが推進されました。
　以上のことから、順調と判断しました。
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大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（４） 子どもや若者の健やかな成長と自立を支える仕組みの整備

ボランティア体験活動者数（延べ人数）
1,952人

（H20年度）
3,200人

（H26年度）
3,000人 6,342人

青少年への社会体験活動等の機会や場の提供 －

青少年のニーズ
を把握し、機会
や場の提供に努

めます。

青少年のニーズ
を把握し、機会
や場の提供に努

めます。

21件

若者による自主企画事業の数 －
自主企画事業が
できるよう支援

します。

自主企画事業が
できるよう支援

します。
3件

シンナー等乱用少年の検挙補導者数
37人

（H20年度）
撲滅

（H26年度）
撲滅 0人

刑法犯少年の検挙補導者数
1,879人

（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（1,136人）

比減少
977人

学校のきまりを守っていると回答した児童生徒の割
合（小学６年生）

82.3%
（H20年度）

90%
（H25年度）

90% 87.20%

学校のきまりを守っていると回答した児童生徒の割
合（中学３年生）

85.4%
（H20年度）

90%
（H25年度）

90% 91.00%

暴力行為発生件数（単年度）
766件

（H20年度）
610件

（H25年度）
610件

H26年9月
公表予定

不登校児童生徒数（単年度）
834人

（H20年度）
750人

（H25年度）
750人

H26年9月
公表予定

いじめ実態調査件数（単年度）
150件

（H20年度）
120件

（H25年度）
120件

H26年9月
公表予定

スクールソーシャルワーカー配置状況
2人

（H20年度）
8人

（H25年度）
8人 7人

社会生活を円滑に営む上での困難を抱えている若者
の割合

7.37％
（H22年度）

H22年度
（7.37％）

比減少
（H26年度）

－ 5.36%

産業経済局 就職決定者数
1,049人

（H23年度）
1,200人

（H27年度）
1,200人 1,185人 A

２ アジアをリードする頭脳拠点の形成
（１） 国際水準の知的基盤の強化

共同利用施設稼働率
32.6％

（H19年度）
40％

（H25年度）
40% 35%

北九州学術研究都市の研究施設の利用者の満足度
9割

（H19年度）
6割以上

（H25年度）
6割以上 9.6割

北九州学術
研究都市の
機能の充実

A産業経済局

いじめや不
登校などの
問題を抱え
た子どもへ
の支援

B教育委員会

B
子ども家庭
局

若者の自立
支援

A
子ども家庭
局

青少年の健
全育成・非
行を生まな
い地域づく
り

B教育委員会
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

青少年ボランティアステーション推進事業 大変順調 順調 子ども家庭局  22

「ユースステーション」運営費 順調 順調 子ども家庭局  23

子ども・若者応援センター「YELL」の運営 順調 順調 子ども家庭局  24

「北九州市『青少年の非行を生まない地域づ
くり』推進本部」運営事業

順調 順調 子ども家庭局  25

非行防止活動の推進 順調 順調 教育委員会  32

不登校対策の充実 順調 順調 教育委員会  33

いじめ対策の充実 順調 順調 教育委員会  34

スクールソーシャルワーカー活用事業 順調 順調 教育委員会  35

若者のための応援環境づくり推進事業 順調 順調 子ども家庭局  26

子ども・若者応援センター「YELL」の運営 順調 順調 子ども家庭局  27

　本施策では、概ね40歳までの若年求職者の地元企業への就職促進を目指し
て、カウンセリングや職業紹介などの取組みを進めています。
　就職決定者数は目標を若干下回りましたが、前年度より増加するなど概ね
予定どおりとなっており、大変順調であると考えています。

若者ワークプラザ北九州運営事業 順調 順調 産業経済局  1

学術研究都市管理運営事業 順調 順調 産業経済局  2
　本施策では、北九州学術研究都市の学術研究施設を一体的に管理運営する
ことで、アジアの中核的学術拠点の形成と本市の産業振興拠点としての機能
を高めることを目指して、指定管理者制度を活用し、サービス向上及び施設
の利用促進とより効率的な管理・運営を進めています。
　共同施設の稼働率を上げるため、学会や研究会の誘致、セミナーの実施な
どを行ったほか、キャンパス運営委員会、大学連携部会などの開催を通じ、
具体的な連携策や課題について協議を行った結果、利用者の満足度は目標値
を上回り、施設の稼働率は目標に届いていないものの、前年以上の水準を維
持しています。これらのことから、大変順調であると考えています。

　「いじめに関する実態調査（アンケート・面談）」を昨年に引き続き全市
一斉に実施し、より丁寧な把握に努めるとともに、その調査で認知されたい
じめについて、児童・生徒に対する指導や保護者を含めた話し合い等によ
り、解消又は、一定の解消を図ることができました。
　不登校対策推進協議会において、中１ギャップ解消のための施策等につい
て協議、検討し、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連
携して取り組んだ結果、不登校児童生徒数は減少傾向にあります。
　スクールソーシャルワーカーはＨ25年度に1名増員して７名配置し、不登校
や虐待の問題のある児童生徒393人に対応し（学校訪問・家庭訪問回数9,525
回（前年度比：3,624回増）、そのうち159人が解決・好転となりました。
　以上のことから、順調と判断しました。

　本施策では、不安定な雇用やニート（若年無業者）、不登校やひきこもり
等、社会生活を円滑に営む上で困難を抱えている若者に対し、自立を支援す
る環境づくりを進めています。
　情報発信ツールとして若者向けホームページの運営や、関係機関との連携
を図る「北九州市子ども・若者支援地域協議会」の運営、ユースアドバイ
ザー養成講習会の開催など、若者の応援環境づくりを推進しています。ホー
ムページを通じた若者にとって有益な情報の追加・改善や、子ども・若者支
援地域協議会の開催による若者支援機関の連携強化、ユースアドバイザー養
成講習会実施による支援者のスキル向上などを図り、困難を抱える若者への
支援に一定の効果があったと考えています。
　様々な困難を抱える子どもや若者を総合的にサポート（コーディネート）
していく総合相談窓口『子ども・若者応援センター「ＹＥＬＬ」』では、平
成25年度において、年間延べ2,366件の相談に加え、一定の新規来所相談があ
るなど、多くの相談者に対して、自立支援をすることができました。
　以上のことから、総合的に判断して順調としました。

　本施策では、青少年施設等を活用した野外活動や集団生活、ボランティア
体験をはじめとした社会体験活動、子ども会等の地域活動など、多様で豊富
な体験活動の機会と場を提供し、子どもや若者が豊かな社会性を身に付け、
自立できる力を育むための環境づくりを進めています。併せて、少年補導委
員による補導活動や、インターネット、携帯電話・スマートフォンなどの情
報メディアを利用した犯罪被害の未然防止、違法ドラッグ等の薬物乱用対
策、就労支援の仕組みづくりなど、地域や関係機関との連携による非行を生
まない地域づくりに取り組み、社会全体で青少年を健やかに育む環境づくり
を進めています。
　青少年ボランティアステーション推進事業では、年間を通じてボランティ
ア活動情報の提供や活動調整、活動支援に努めました。夏休み期間中におい
ては、市内の小・中学生や高校生等を対象とした「夏休みの青少年ボラン
ティア体験」を実施したところ、平成25年度の参加延べ人数は、平成24年度
と比べ656人増加し2,157人となるなど、大変好評でした。
　平成25年4月に中学生・高校生を中心とした若者の活動拠点として開設した
「ユースステーション」では、若者による運営委員会方式の企画や、各分野
のボランティア、北九州ひとみらいプレイス関係機関等とのネットワークを
活用することで、各種事業の数や質の向上を図った結果、平成25年度来場者
数が63,794人に達するなど、多くの若者が利用しました。
　以上のことから総合的に判断して、順調としました。

　少年サポートチームと教育委員会の区担当指導主事が連携し、学校の生徒
指導体制の援助や、学校や地域の対応だけでは解決が困難で深刻な問題を繰
り返す児童生徒やその保護者へ対応することなどにより、児童生徒の態様、
学級や学校の荒れが沈静化し、改善されました。
　以上のことから、非行などから子どもを守る環境づくりが図られたので順
調と判断しました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

市地方独立行政法人評価委員会における各事業年度
に係る業務に対する評価

－
Ａ

（計画どおり）
各評価年度

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法人評価委員会における中期目標期
間に係る業務に対する評価

－
評価：良好
（H28年度）

単年度目標設定
なし

－

調査研究助成金の助成実績
9件

（H24年度）
－ 9件 9件

大学連携促進助成金の助成実績
3件

（H24年度）
－ 2件 3件

最先端の研
究開発を担
う人材の確
保・育成

産業経済局
学研都市の取り組み評価（学研都市内の大学や入居
企業・研究機関の評価）

87％
（H23年度）

単年度60％以上 60% 95% A

研究受託等の件数
8件

（H21年度）
10件

（H26年度）
10件 11件

収入に対する研究受託収入の比率
5.3%

（H21年度）
10％

（H26年度）
10% 4.9%

市地方独立行政法人評価委員会における各事業年度
に係る業務に対する評価

－
Ａ

（計画どおり）
各評価年度

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法人評価委員会における中期目標期
間に係る業務に対する評価

－
評価：良好
（H28年度）

単年度目標設定
なし

－

（２） 地域活性化のための人材育成の強化

成長産業を
支える高度
人材の育成

産業経済局 インターンシップ参加者の地元就職率
累計32.1％
（H24年度）

累計25％
（H24～H28年度

の5年間）
累計25％ 累計22.2％ B

地域企業の
中核となる
人材の育成

産業経済局 受講者アンケート（役立ち度）の結果
92％

（H23年度）
95％

（毎年度）
95% 93.1% B

市地方独立行政法人評価委員会における各事業年度
に係る業務に対する評価

－
Ａ

（計画どおり）
各評価年度

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法人評価委員会における中期目標期
間に係る業務に対する評価

－
評価：良好
（H28年度）

単年度目標設定
なし

－

（３） 技術・技能の継承

中小企業の
後継者育成
の支援

産業経済局 受講者アンケート（役立ち度）の結果
92％

（H23年度）
95％

（毎年度）
95% 93.1% B

マイスターおよび技の達人認定者の累計（隔年で認
定）

97名
（H25年度）

110名
（H28年度）

96名 97名

技能伝承講座等への参加人数（年度毎の合計）
30,690人

（H21年度）
40,000人

（H25年度）
40,000人 48,377人

アジアとの
架け橋とな
る人材の育
成

B産業経済局

技術・技能
を継承する
人材の育成

A産業経済局

C総務企画局

シンクタン
クを活用し
た調査・研
究機能の強
化

B産業経済局

大学などの
教育研究機
能の充実

B産業経済局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

公立大学法人北九州市立大学運営事業 順調 順調 産業経済局  3

学術・研究振興事業 順調 順調 産業経済局  4

　本施策では、北九州学術研究都市の研究開発拠点としての機能を高め、地
域における産業技術の高度化と新たな産業の創出を図ることを目指して、大
学間連携事業や産学連携、半導体技術拠点形成、技術移転実施に対する支援
などを進めています。
　大学間連携事業のほか、産学連携フェアやひびきのサロン等の産学連携事
業を実施し、研究者や進出企業の連携支援・知的基盤の充実が図られたほ
か、ひびきの祭の開催等、地域連携にも取り組み、市民や地域の企業に有効
に活用されています。FAISによるこれらの取り組みについて、利用者である
入居企業・研究機関、大学関係者から高い評価を得ていることから、大変順
調であると考えています。

学術研究拠点推進事業 順調 順調 産業経済局  5

（公財）国際東アジア研究センター補助金 やや遅れ 順調 総務企画局  1

公立大学法人北九州市立大学運営事業 順調 順調 産業経済局  6

　本施策では、地域の理工系学生の地元定着や、地域企業の技術系人材の確
保・育成と技術力・経営力の向上を目指して、産学官で構成する「北九州地
域産業人材育成フォーラム」に参画し、地域連携型インターンシップ等の事
業を進めています。
　インターンシップの実施企業数、参加人数ともに前年度実績を上回ってお
り、インターンシップ実施生の地元定着率は、地域理工系学生全体（例年
10％前後）と比較すると、よい結果になっていることから、順調であると考
えています。

地域産業人材育成事業 順調 順調 産業経済局  7

　本施策では、市内中小企業の経営革新に大きな役割を担う中核人材の創
出・育成を目指して、必要な専門講座をテーマ別、階層別に実施し、中小企
業者の受講を促すことを進めています。
　セミナーの「役立ち度」に関する受講者アンケート結果は、93.1％と、当
初目標にほぼ等しい成果を達成しています。その他、講師やカリキュラムに
ついても、良好な評価を受けていることから、順調であると考えています。

経営リーダー育成支援事業 順調 順調 産業経済局  8

公立大学法人北九州市立大学運営事業 順調 順調 産業経済局  9

　本施策では、市内中小企業の経営革新に大きな役割を担う中核人材の創
出・育成を目指して、必要な専門講座をテーマ別、階層別に実施し、中小企
業者の受講を促すことを進めています。
　セミナーの「役立ち度」に関する受講者アンケート結果は、93.1％と、当
初目標にほぼ等しい成果を達成しています。その他、講師やカリキュラムに
ついても、良好な評価を受けていることから、順調であると考えています。

経営リーダー育成支援事業 順調 順調 産業経済局  10

北九州技能伝承推進事業 大変順調 大変順調 産業経済局  11

　本施策では、公立大学法人北九州市立大学が地域の産業、文化等の発展に
貢献する大学となることを目指して、北九州市立大学が行う第二期中期計画
に関する各種事業の着実な取組みの支援を進めています。
　平成25年度事業に係る、市地方独立行政法人評価委員会の評価結果は全分
野においてＡ（計画どおり）の評価を得ていることから、順調であると考え
ています。

　本施策では、本市における技能尊重機運の更なる醸成と地域産業の活性化
に資することを目指して、ものづくり企業等の高度技能者の認定・表彰や技
能継承活動を進めています。
　マイスターや技の達人の認定は、積極的に募集活動を行った結果、認定数
を増やしています。また、技能伝承講座への参加人数累計も目標を達成して
います。これらのことから大変順調であると考えています。

「研究受託等の件数」は前年度実績を上回ったものの、「収入に対する研究
受託収入の比率」は前年度に比べて減少しているため、やや遅れと判断しま
した。

　本施策では、公立大学法人北九州市立大学が地域の産業、文化等の発展に
貢献する大学となることを目指して、北九州市立大学が行う第二期中期計画
に関する各種事業の着実な取組みの支援を進めています。
　平成25年度事業に係る、市地方独立行政法人評価委員会の評価結果は全分
野においてＡ（計画どおり）の評価を得ていることから、順調であると考え
ています。

　本施策では、公立大学法人北九州市立大学をはじめとする市内の大学の高
度化・活性化を促すことで、北九州市の知的基盤の強化を目指して、大学が
行う調査研究や大学間連携に対して助成金を交付するほか、北九州市立大学
が行う第二期中期計画に関する各種事業の着実な取組みの支援を進めていま
す。
　助成実績は、目標を達成しており、研究成果について客観的な評価を行
い、市の関連部署にもその成果を公開しています。また、平成25年度事業に
係る、市地方独立行政法人評価委員会の評価結果は全分野においてＡ（計画
どおり）の評価を得ていることから、順調であると考えています。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

３ まちづくりを支える人材の育成
（１） 市民がいきいきと学び合える環境の整備

生涯学習推進コーディネーターの配置数
78館

（H21年度）
130館

（H27年度）
130館 73館

生涯学習市民講座参加者数（単年度）
98,326人

（H21年度）
106,000人

（H27年度）
103,400人 93,589人

教育関係施
設の連携に
よる人材育
成

建設局
「市民環境力」を高め、環境保全に対する意識が高
まった状態にします

－

「市民環境力」
を高め、環境保
全に対する意識
が高まった状態

「市民環境力」
を高め、環境保
全に対する意識
が高まった状態

－ B

（２） 地域活動を推進する人材の育成

北九州市民カレッジの受講者（単年度）
651人

（H22年度）
750人

（H27年度）
690人 767人

地域活動をリードする人材が増加していると感じる
人の割合

39.4％
（H21年度）

50％
（H27年度）

45% 36.7%

新規設立ＮＰＯ法人数（累計）
18法人

（H24年度）
75法人

（H28年度）
30法人 31法人

市民活動サポートセンター利用者数（単年度）
18,362人

（H20年度）
24,000人

（H28年度）
21,000人 22,935人

ボランティア大学校の研修の受講者数（単年度）
2,179人

（H22年度）
2,400人/年間
（H26年度）

2,400人 3,404人

市民後見人養成数（累計）
47人

（H21年度）
130人

（H26年度）
前年度(94人)比

増加
106人

年長者研修大学校の延べ利用者数
77,289人
(H22年度)

－
前年度(73,898

人)比増加
74,568人

団塊の世代
の活用

B保健福祉局

B
市民文化ス
ポーツ局

地域を支え
るボラン
ティアの育
成

B保健福祉局

多様な学習
機会や学習
情報、学び
の場の提供

B教育委員会

地域活動を
リードする
人材の育成

B教育委員会
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

生涯学習活動促進事業 順調 順調 教育委員会  36

生涯学習推進コーディネーター配置事業 やや遅れ 順調 教育委員会  37

　到津の森公園が市内の教育関係施設と連携し、市内の小学生等を対象に、
動物や自然とのふれあいを通して命の大切さや自然環境の保護の必要性を学
ぶプログラムを提供しています。
　「市民環境力」を高め、環境保全に対する意識が高まった状態であること
を数値で表すことは困難ですが、学習プログラムを学校活動に取り入れる学
校数も増加しており、本事業の活動内容は着実に浸透していると判断しまし
た。各学校の希望に合わせてプログラムを提供したり、受け入れ対象を広げ
たりするなど、事業目的を達成する工夫を毎年加えていることで効果が上
がっています。

北九州市民カレッジ事業 大変順調 大変順調 教育委員会  38

地域デビュー支援事業 順調 大変順調 教育委員会  39

ＮＰＯ・ボランティア活動促進事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  3

ボランティア活動促進事業 順調 順調 保健福祉局  2

社会福祉ボランティア大学校運営委託 順調 順調 保健福祉局  3

権利擁護・市民後見促進事業 順調 順調 保健福祉局  4

年長者研修大学校及び北九州穴生ドーム運
営事業

順調 順調 保健福祉局  5

　市民後見人養成数は順調に推移しており、また同養成研修の受講者が、実
際に成年後見制度の実務の担い手として活動しています。今後も、認知症高
齢者の増加に伴い成年後見制度の利用者が増加することが予想されるため、
引き続き事業を推進していきます。
　年長者研修大学校は、地域づくりのリーダーとして活躍できる人材を養成
するコース等を設定しており、カリキュラムの見直しや募集PRに努めた結
果、延べ利用者数・ボランティア活動者数を増加させることができました。
今後もこうした工夫を重ねながら、地域活動を推進する人材の育成を進めて
いきます。

　施策の成果指標のうち「新規設立NPO法人数」は、目標値を上回り、新たに
13団体が設立されました。「市民活動サポートセンター利用者数」について
も、目標を上回る達成状況です。例年実施しているＮＰＯ入門セミナーに加
えて、法人運営に関する基礎知識習得のためのＮＰＯ法人入門説明会を開催
したことにより、既存法人の組織や活動の強化に繋がっていると考えます。
　施策を構成する事業の活動・成果状況は、市民活動に携わりたい方々への
啓発や、既に取り組んでいる団体への活動支援を充実させるため、市民から
要望があった対象を絞り込んだ講座を追加開催する等、目標を上回る数の講
座を開催しました。
　今後も、市民が自発的・主体的に公益活動に参画する市民自治の形成に向
けて、まちづくりの重要な担い手であるＮＰＯやボランティア団体等の活動
を促進していくことが必要だと考えます。

  社会福祉ボランティア大学校における研修の受講者が、その研修成果を地
域での福祉活動で発揮しているという例もあり、当施策が有効に機能してい
ると考えられます。
　また、ボランティア・市民活動センターが行うボランティア団体のネット
ワーク構築やボランティアに関する普及啓発等を支援しており、地域福祉活
動を行う人材の育成は着実に進んでいます。
　地域の福祉活動を担う人材の育成は、福祉施策を推進する上でも重要なも
のと考えており、引き続きボランティア活動に関する支援を行うほか、より
多くの方がボランティア活動に参加し、住民主体の地域活動が行えるよう、
社会福祉ボランティア大学校の研修等の充実を図っていきます。

　生涯学習市民講座においては、市民センターごとに地域の特色を生かした
講座など、市民の学びのニーズに合った講座を企画・実施し、多様な学習機
会を提供することができました。
　多様化・高度化する市民の学習要求に応え、生涯学習事業の充実及び生涯
学習の促進を図ることを目的に配置する生涯学習推進コーディネーターにつ
いては、全館配置を目指し市民センター館長等を通じて広く地域の人材への
声かけを行い、配置館が前年度より１館増え、73館となりました。また、研
修会を実施し、コーディネーターのスキルアップに取り組みました。
　以上のことから、順調と判断しました。

　市民カレッジ事業は、受講者は目標数値を達成し、受講者の満足度は94％
高く、また、講座数についても38講座を開催することができました。
　子育てサポーターは、目標を上回る1,272名に達し、市民センターを拠点
に、フリースペースや育児サークル等で支援活動を行っており、保護者の子
育ての不安軽減に寄与しています。また、サポーター同士をつないだり関係
機関との連携を図る子育てサポーターリーダーの養成も行いました。
　地域デビュー支援事業においては、新たに市民センター18館から実施希望
があり、希望した館全てで事業実施しました。また、事業を実施した市民セ
ンターから、実際に地域活動に参加する受講者もおり、着実に効果が現れて
います。
　以上のことから順調と判断しました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（３） 優れた環境人材の育成

北九州環境
みらい学習
システムの
推進

環境局 行動変革を実行する市民環境力を醸成・向上させる
73.1%

（H24年度）
80%

（H26年度）
75% 70.9% B

環境学習サポーターによる出張ミュージアム回数
（単年度）

97回
（H21～23年度

の平均）

累計485回
（H24～28年

度）
97回 83回

北九州市環境首都検定の受検者数（単年度）
2,024人

（H24年度）
5,500人

（H28年度）
3,000人 2,141人

市民のESD活動の認識の向上と活動の普及 －
認識の向上と活

動の普及
認識の向上と活

動の普及
－

アンケート調査におけるＥＳＤ認知度
4.5%

（H24年度）
20.0%

（H26年度）
10.0% 5.1%

Ⅱ きずなを結ぶ
１ 信頼のきずなによる安全で安心できるまちづくり

（１） 支え合いのネットワークの充実・強化

いのちをつなぐネットワーク推進会議の参加団体数
26団体

（H23年度）
－

対前年度（30団
体）比増加

47団体

消費生活センターの認知度
92％

（H23年度）
90％以上 90% 88%

消費者トラブルを解決した市民の割合
68％

（H23年度）
前年度を

上回る程度

前年度（74％）
を

上回る程度
57%

市民の消費
生活の安定
と向上

B
市民文化ス
ポーツ局

ＥＳＤ（持
続可能な開
発のための
教育）の推
進

B環境局

地域で安心
して暮らせ
る仕組みづ
くり

B保健福祉局

環境人材の
スキルアッ
プと活用

B環境局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　本施策では、ライフスタイルの見直しなど行動変革を起こすことのできる
人材を育成するため、市内の環境学習施設や自然フィールドを結びつけ、エ
コツアーなどまち全体で楽しく環境学習を行える仕組みづくりを進めていま
す。
　行動変革を起こす人材といえるエコライフステージの企画運営参加者数
は、目標には達していませんが、エコツアーへの参加者は、目標を大幅に超
える6,358人の参加があり、環境学習への関心・意欲の高さが伺えます。さら
に、平成２３年度から試行的に実施した観光案内所を活用した環境情報案内
所運営業務の実績やニーズをふまえ、平成２５年度から業務内容等を大きく
見直し、効率的な運営・実施を図りました。そしてエコツアーについては、
ノウハウをもつ民間事業者やNPOによる実施を促進・支援するなど、効率的・
効果的な企画・運営を行いました。
　施策の成果指標である「毎日の暮らしの中で環境活動を実施している人の
割合」では、前年の73.1%から70.9%に減少したものの全体の７割は超えてい
ます。
　以上の点から総合的に判断し、行動変革を起こす人材の育成につながって
いるといえることから、順調としました。

北九州環境みらい学習システム推進事業 順調 順調 環境局  1

環境ミュージアム及び北九州エコハウス維持
管理業務

順調 順調 環境局  2

環境人財育成事業 やや遅れ 順調 環境局  3

ＥＳＤ活動支援事業 順調 順調 環境局  4

いのちをつなぐネットワーク事業 順調 大変順調 保健福祉局  6

北九州市保健福祉オンブズパーソン事業 順調 順調 保健福祉局  7

生活保護受給者に対する自立支援事業 順調 順調 保健福祉局  8

民生委員活動支援事業 順調 順調 保健福祉局  9

消費者啓発の推進 順調 順調 市民文化スポーツ局  4

　消費生活センターの認知度については、わずかに目標を下回りましたが、
この数年、目標値前後の達成率で推移しています。
　消費者トラブルを解決した市民の割合については、悪質商法、詐欺等の手
口が悪質化・巧妙化していることなどもあり、前年を下回っていますが、過
去一年間に被害・トラブルを経験した人の割合は、全国では８％であるのに
対し、本市においては啓発等に努めた結果、３％台で推移しています。
　施策の活動指標については、啓発講座の積極的な周知により、市民への啓
発活動の年間実施回数、消費者トラブル法律無料相談会の実施回数ともに目
標を上回ることができました。
　今後は、より効果的・効率的な啓発活動に努め、成果指標の向上に努める
とともに、消費者教育の充実により、被害防止にも取り組んでいく必要があ
ると考えます。

　本施策では、「持続可能な社会づくり」を担う人財を育むため、世界共通
の課題である持続可能性の視点を持ちながら、身近な地域等のさまざまな課
題に取り組むESD活動の全市的な普及拡大を目指します。
　アジア太平洋RCE地域会議の開催を通じ、本市の取組みを世界に発信すると
ともに、国内外のRCEとの交流・パートナーシップの強化をはじめ、市民にお
けるESD活動の活発化への大きな後押しとなりました。さらに、市内10大学連
携により平成25年3月にオープンした「まなびとESDステーション」における
地域と協働の学生の取組みや、ESD活動の普及を担うつなぎ役・まとめ役たる
「ESDコーディネーター」の育成等を通じ、これまでESDを認知していなかっ
た市民が新たに認識し、活動に参加しやすい基盤が整えられました。成果指
標であるESDの認知度についても、目標には届きませんでしたが、昨年度より
増加しており、今後も多くの市民に対してＥＳＤ活動の効果的な普及啓発を
進めていきます。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

  いのちをつなぐネットワーク事業では、支援を必要とする人が孤立するこ
とがないよう、地域の見守り体制づくりに取り組んでいます。
　民生委員や福祉協力員をはじめ、地域から心配な方に関する相談を受けた
場合には、出前主義で早期発見・早期対応に努め、適切な保健福祉サービス
の提供につなげています。地域福祉の中心的役割を担う民生委員からは、活
動しやすくなったと高い評価を得ています。
　生活保護については、就労等による自立を支援するためのプログラムの活
用が進み、就職者数や効果額も前年度以上の成果があがっています。
　また、保健福祉オンブズパーソン事業については、市民からの苦情相談等
に適切に対応しました。
　これらの取組みを通じて、地域で安心して暮らせる仕組みづくりを進めて
います。

　本施策では、あらゆる世代の環境意識を高めるとともに、地域における環
境活動の牽引役となる人材や実践的な知見を身につけた人材の育成を進めて
います。
　環境学習サポーターは、成果指標については目標及び昨年度を下回ってい
るものの、活動拠点である環境ミュージアムで新たに企画されたイベントを
はじめ、北九州エコマンスの一環として開催されたESD（持続可能な開発のた
めの教育）のアジア太平洋地域の国際会議におけるパートナーシップ及び会
場におけるワークショップの実施など、市民をはじめ、国内外へ本市の環境
力を発信する大きな実績を残しました。また、活動指標としている活動拠点
の環境ミュージアムにおける活動は目標を上回っています。
　北九州市環境首都検定の受験者数は目標には届きませんでしたが、学校関
係を中心に啓発やＰＲ活動を行い、小学校の受検数が増え、総受検者数も前
年に比べ増加しました。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

子育て・高
齢世帯など
が混在する
コミュニ
ティづくり

建築都市局 市営住宅のバリアフリー住戸の供給率（累計） -
32％

（H27年度）
30% 30% B

市営住宅のバリアフリー住戸の供給率（累計） -
32％

（H27年度）
30% 30%

高齢者対策：ふれあい巡回員の活動 - -
単年度目標設定

なし
21,074件

訪問

特優賃及び高優賃の入居率 -
通年入居率

80％以上を維持
86% 85.80%

（２） 医療・衛生管理体制の充実

救急医療体制の維持

夜間・休日にお
ける

救急医療体制の
提供

夜間・休日にお
ける

救急医療体制の
提供

維持 維持

産婦人科、小児科医師の確保 － － 確保支援 確保支援

消防局 応急手当講習の受講者数 － － 30,000人 41,776人 A

総合周産期母子医療センターにおける医療体制（２
４時間体制）の確保・充実

運営体制の確保
（H24年度）

医療体制の確
保・充実

（H26年度）

運営体制の確
保・充実

運営体制の確
保・充実

小児救急センターの医療体制（１次（初療）から３
次（重篤）までの小児救急医療の２４時間体制）の
確保・充実

運営体制の確保
（H24年度）

医療体制の確
保・充実

（H26年度）

運営体制の確
保・充実

運営体制の確
保・充実

感染症予防研修会参加施設数（単年度）
160施設

（H21年度）
－ 240施設 358施設

食品衛生講習等参加者数
6,882人

（H21年度）
7,500人

（H25年度）
7,500人 7,971人

消費者への食品安全に関する正しい知識・情報の提
供

－

消費者へ食品安
全に関する正し
い知識・情報を

提供する

消費者へ食品安
全に関する正し
い知識・情報を

提供する

衛生講習会や
リーフレットの
配布等を行いま

した

食品等事業者の衛生意識の向上 －
食品等事業者の
衛生意識の向上

を図る

食品等事業者の
衛生意識の向上

を図る

衛生講習会や監
視指導を行いま

した

健康危機管
理体制の充
実

A保健福祉局

食の安全・
安心の確保

A保健福祉局

A保健福祉局

医療・救急
体制の充実

A病院局

居住支援の
充実

B建築都市局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　建替事業については、地元調整が難航したこと、既存住宅の住戸改善につ
いては、入居者からの希望が予想を下回ったことが原因で、目標を下回りま
した。しかしながら、市営住宅全体のバリアフリー化率については、25年度
までの目標値である30％は達成することができたので、順調と考えていま
す。

市営住宅整備事業 順調 やや遅れ 建築都市局  1

市営住宅整備・管理事業 順調 やや遅れ 建築都市局  2

優良賃貸住宅供給支援事業 順調 順調 建築都市局  3

救急医療体制の維持・確保 大変順調 大変順調 保健福祉局  10

小児医療先進都市づくり事業 大変順調 大変順調 保健福祉局  11

産婦人科・小児科臨床研修医等支援事業 大変順調 大変順調 保健福祉局  12

　応急手当普及啓発については、当初計画を上回る市民が受講しており、直
接に救命効果は計れないものの、奏功事例により尊い命が助かるケースもあ
り、市民の救急に対する意識や救急事案に対する協力体制は着実に高まって
いると考えられます。
　　突然の病気や怪我等により傷病者が発生した場合に、そばにいる市民が
適切な応急手当を行うことで救命効果は向上します。AEDの取り扱いを含め、
多くの市民に啓発が行われている状況といえます。

応急手当の普及啓発活動の推進 大変順調 大変順調 消防局  1

総合周産期母子医療センター及び小児救急
センターの運営

順調 順調 病院局  2

八幡病院の移転・建て替えの推進 - - 病院局  3

感染症対策推進事業 大変順調 大変順調 保健福祉局  13

新型インフルエンザ対策事業 順調 順調 保健福祉局  14

食の安全安心確保推進事業 大変順調 大変順調 保健福祉局  15

食中毒予防総合対策事業 順調 順調 保健福祉局  16

　感染症予防研修参加施設数は当初目標を達成して着実に増加しています。
今後も引き続き事業を推進し、参加施設の増加に留まらず、研修内容の向上
や研修範囲の拡充などに尽力していきます。
　また、新型インフルエンザ対策については、　国の新型インフルエンザ行
動計画の改定を踏まえ、所管となる危機管理室と連携しながら「北九州市新
型インフルエンザ等対策行動計画」の策定を行いました。また、新型インフ
ルエンザ等医療対策専門部会や保健所・各区役所との検討会を開催し、現在
の体制や現場からの率直な意見を把握することができました。これらを参考
に、現状に即した医療体制の再整備及び本市マニュアル（医療対応編）の改
定に向けて検討を行っています。
　あわせて、ホームページや市政だより等による市民への情報提供及び感染
予防啓発を行うなど、健康危機管理の体制づくりは着実に進んでいるといえ
ます。今後も新型インフルエンザの市民への感染を抑えるとともに適切な対
応を期すために、着実な取組みを進めていきます。

　食品衛生監視指導計画のもと、市民・事業者への食品衛生講習等の実施に
より食の安全・安心に関する情報提供及び意見交換を行い、講習参加者数に
ついては当初計画を上回っており、順調に推移しています。今後も引き続き
事業を推進していきます。
　また、日ごろより事業者への監視指導を徹底していますが、市内で食中毒
の疑いがある事件が発生した場合等は、速やかに危害の発生状況等の調査を
行い、必要に応じて営業停止等の行政処分、施設の清掃・消毒指示、従業員
に対する衛生教育等を行ったほか、市民からの食品関係営業施設に対する苦
情や異物混入、変質等不良食品に関する苦情があった場合等は、速やかに調
査を行い、必要な措置を講じるなど、迅速かつ的確な原因究明を行い、食の
安全・安心を確保しました。
　また、当施策においては、食品衛生法に基づき食品衛生監視指導計画を毎
年度策定・実施することが重要であり、計画案及び結果公表時に募集する市
民意見を踏まえ、より多くの市民・事業者への情報提供に努めます。

　全国的な医師不足が続く中、医師会等関係機関と連携しながら、救急医療
体制の維持・確保に引き続き努めました。救急医療に関する情報提供のため
設置しているテレフォンセンターにおいて、24時間体制で市民の問い合わせ
に応じ、医療機関の紹介等を行っているほか、東西2箇所の夜間・休日急患セ
ンターで初期救急医療を実施しています。特に、小児救急については、24時
間365日対応の医療機関が市内に4箇所あり、全国的に見ても質の高い救急医
療体制を維持しています。
　母子が健康に生活できる環境を実現するためには、救急医療体制の維持が
必要であり、今後も引き続き、医療関係機関との連携や適正受診等の啓発に
努めていきます。

　市立医療センターの総合周産期母子医療センターにおいて、ハイリスク分
娩患者の受け入れを行うとともに、必要な医師の確保や医療機器の更新を
行っています。
　また、八幡病院及び小児救急センターが市内の小児医療の拠点としての役
割を果たしております。

　建替事業については、地元調整が難航したこと、既存住宅のバリアフリー
化については、入居者からの希望が予想を下回ったことが原因で、H25年度の
バリアフリー住戸の供給戸数は目標を下回りました。しかしながら、市営住
宅全体のバリアフリー化率については、25年度迄の目標値である30％は達成
することができました。居住する高齢者より直接、居住の安定に必要な情報
を聞き、その情報を関係先へ提出するため、65歳以上単身高齢者を対象とし
た、ふれあい巡回員による訪問を行いました。25年度は、対象者8,032人に対
して、延べ21,074回訪問し、30,812件の相談等に応じました。これらについ
て、概ね当初計画どおり事業を実施しました。
　また、特優賃及び高優賃の入居率もほほ目標どおり達成したので、順調と
考えています。
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方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（３） 安全・安心を実感できるまちづくり

「(仮称)北
九州市安
全・安心条
例」の制定
と安全・安
心に関わる
施策の推進

街頭犯罪件数
6,771件

（H23年度）

件数減
（前年比較）
（H28年度）

件数減
（前年比較）

5,212件
（233件減）

市民が感じる治安状況（体感治安）
65％

（H23年度）
対前年度増
（H28年度）

80% 77%

刑法犯認知件数
16,713件

（H21年度）

件数減
（前年比較）
（H28年度）

件数減
（前年比較）

12,372件
（37件減）

繁華街における犯罪発生件数 －
件数減

（前年比較）
（H25年度）

件数減
（前年比較）

小倉中央小学校
区

　・・・31件増
（3％増）

黒崎中央小学校
区

　・・・43件減
（12％減）

計・・・12件減
（1％減）

暴追対策に対する市民の評価
45％

（H23年度）

安全・安心を実
感できるまちの
実現、社会経済
活動の健全な発
展が暴力団を意
識せずに感じら
れる状態を目指

します。

対前年度
（52％）増

48%

企業における暴力団排除条項の規定割合
53.8％

（H23年度）

安全・安心を実
感できるまちの
実現、社会経済
活動の健全な発
展が暴力団を意
識せずに感じら
れる状態を目指

します。

対前回
（53.8％）

実施増
55.8%

交通事故発生件数　 (警察統計のため暦年でカウン
ト)

8,701件
（H21年）

8,000件以下
（H27年）

件数減
（前年比較）

8,949件
（2件減）

交通事故死亡者数　 (警察統計のため暦年でカウン
ト)

32人
（H21年）

22人以下
（H27年）

件数減
（前年比較）

22人
（1人減）

自転車関連事故の発生件数 (警察統計のため暦年で
カウント)

1,167件
（H23年）

件数減
（前年比較）
（H28年）

件数減
（前年比較）

1,069件
（67件減）

街頭犯罪件数
6,771件

（H23年度）

件数減
（前年比較）
（H28年度）

件数減
（前年比較）

5,212件
（233件減）

市民が感じる治安状況（体感治安）
65％

（H23年度）
対前年度増
（H28年度）

80% 77%

非行者率
12.7人

（H24年）

前年比
減少

（H30年）

前年（12.7人）
比減少

11.0人

再犯者率
39.3％

（H24年）

前年比
減少

（H30年）

前年（39.3％）
比減少

38.1%

子ども家庭
局

交通安全の
推進

B
市民文化ス
ポーツ局

B
市民文化ス
ポーツ局

非行や犯罪
を生まない
地域づくり

B

防犯活動の
強化

B
市民文化ス
ポーツ局

暴力団追放
運動の推進

B
市民文化ス
ポーツ局

平成26年度開始施策 
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

地域防犯対策事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  5

防犯灯設置事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  6

防犯カメラ運用事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  7

暴力追放の推進 順調 順調 市民文化スポーツ局  8

民事介入暴力相談事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  9

交通安全推進事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  10

交通安全センター管理運営 順調 大変順調 市民文化スポーツ局  11

地域防犯対策事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  12

「北九州市『青少年の非行を生まない地域づ
くり』推進本部」運営事業

順調 順調 子ども家庭局  28

　施策の成果指標については、交通事故発生件数及び死亡者数がいずれも前
年より減少しており、死者数は、平成16年以降、毎年着実に減少し、過去最
少となっています。また、自転車関連事故の発生件数についても、前年に比
べて67件減少しています。
　施策を構成する事業についても、各種交通安全教室等による交通ルールの
周知・遵守やマナーの改善につながる活動を実施するなど順調です。
　交通事故の防止は、行政の取り組みだけで解決できるものではありません
が、今後とも、地域、警察、行政が一丸となって、市民が安全と感じられる
まちにするための環境づくりなど、安全・安心なまちづくりに向けて、交通
安全運動に取り組んでいく必要があると考えます。

　成果指標のうち、街頭犯罪件数は、年間２００件以上減少しました。
「市民が感じる治安状況」については、目標値をやや下回りましたが、前年
度実績より向上しています。
　また、施策を構成する事業についても、生活安全パトロール隊による活動
の参加人数、実施回数ともに大幅に増加しており順調です。
　犯罪の防止は、行政の取り組みだけで解決できるものではありませんが、
今後も市民の防犯意識を高めて、地域住民の自主防犯活動を促進し、地域、
警察、行政が一丸となって犯罪の起きない環境づくりなど、安全・安心なま
ちづくりに向けて施策を展開していく必要があります。

　本施策では、地域や関係機関との連携による、非行を生まない地域づくり
に取り組むとともに、法を犯した人の立ち直り支援に取り組み、社会全体で
犯罪のないまちづくりを目指しています。
　「北九州市『青少年の非行を生まない地域づくり』推進本部」運営事業で
は、非行防止等に取り組む関係機関、団体の連携を図り、青少年が非行や犯
罪を犯すことなく、また、加害者にも被害者にもならない地域づくりを進め
るとともに、非行や犯罪を犯しても、早期に立ち直ることができるような環
境づくりに取り組んでいます。「北九州市青少年の非行を生まない地域づく
り」推進本部の立ち上げにより、関係行政機関、団体の連携が図られ、各種
施策を計画どおりに進めることができました。また、深夜はいかいを繰り返
す青少年の立ち直りを支援する北九州市青少年支援拠点「ドロップイン・セ
ンター」を開設し、1,300人を超える青少年に声かけを行うなど、継続的な立
ち直り支援に取り組んでいます。このほか、非行歴を有する少年の就労を支
援する見舞金制度を創設し、非行歴のある青少年が就労しやすい環境づくり
を進めるなど、成果を期待できる新たな取組みを展開することができまし
た。
　以上のことから総合的に判断して、順調としました。

　件数削減を目指す成果指標では、街頭犯罪件数・刑法犯認知件数・繁華街
における犯罪発生件数ともに減少しました。
　「市民が感じる治安状況」については、目標値をやや下回りましたが、前
年度実績より向上しています。
　また、施策を構成する事業についても、生活安全パトロール隊による活動
は参加人数、実施回数ともに大幅に増加しており、防犯灯数の維持やＬＥＤ
化も順調に進んでいます。
　犯罪の防止は、行政の取り組みだけで解決できるものではありませんが、
今後も市民の防犯意識を高めて、地域住民の自主防犯活動を促進し、地域、
警察、行政が一丸となって犯罪の起きない環境づくりなど、安全・安心なま
ちづくりに向けて施策を展開していく必要があります。

　施策の成果指標のうち、「市民の評価」については、前年度実績をやや下
回りましたが、約半数近くの市民が、本市の暴力追放対策が以前と比べて進
んでいると感じています。
　また、隔年で実施する「企業における暴力団排除条項の規程割合」につい
ては、前回調査時より「規程している（する予定）」の割合が増加してお
り、施策を構成する事業についても、活動、成果指標ともに順調に推移して
います。
　平成２５年度の市民意識調査では「防犯・暴力追放運動の推進」に対する
市民要望が２位であり、さらなる取り組みの充実が求められます。
　今後も、市民が安全に、安心して暮らせる社会の確保に向けて警察など関
係機関と連携した暴追活動をはじめ、暴力追放意識の高揚と暴排気運の情勢
を図っていく必要があります。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（４） 災害などに強いまちづくり

防災・災害対策に対する市民評価
39.8%

（H25年度）

前年度以上を維
持

（毎年度）
－ 39.8%

防災訓練参加人数 －
地域住民等の防
災意識の向上

2,240人 3,471人

市民の防災意識
57.1%

（H25年度）

前年度以上を維
持

（毎年度）
－ 57.1%

防災に関する情報の市民の認知度 51.2%
（H25年度）

前年度以上を維
持

（毎年度）
－ 51.2%

「みんな de Bousai まちづくり車座集会」の参加
人数

－ － 700人 794人

同報系防災行政無線整備工事の実施 －
整備工事

完了
（H26年度）

整備工事着手 工事着手

地域防災力の向上 －
地域防災力の向

上
地域防災力の向

上
地域防災力の向

上

住宅用火災警報器の普及率
78.7%

（H22年度）
全国水準を上回

る普及率
全国水準を上回

る普及率

87.5%
（全国水準）
（79.8%）

消防団施設整備による地域防災力の向上 －
地域防災力の向

上
地域防災力の向

上
-

八幡東区の消防機能の強化 －
開署

（H28年度）
実施設計

実施設計
終了

門司区の消防機能の強化 －
開署

（H31年度）
候補地選定
予算要求

候補地選定
予算要求

建設局 河川整備率
80%

（H24年度）
100%

（H40年度）
81% 81% B

新門司北地区北護岸　整備延長 －
総延長1,270m
（H29年度）

346m 346m

白野江護岸　整備延長 －
総延長
430m

（H28年度）
131m 131m

上下水道局 雨水整備率
69％

（H21年度）
71％

（H26年度）
70.7% 70.7% B

民間建築物を対象とした耐震改修費等補助実施件数 -
50件

（通年）
50件 17件

市有の特定建築物（学校、住宅を除く）の耐震化率 -
100％

（H27年度）
単年度目標設定

なし
84.30%

市有の特定建築物（学校、住宅を除く）の耐震補強
工事実施設計の完了率

- -
単年度目標設定

なし
80.20%

港湾空港局 新門司南地区の耐震強化岸壁の整備（2バース目） －
100%

（H26年度）
85% 96% A

耐震補強対象施設整備率（水道） －
13箇所の
耐震化

（H27年度）
61.5% 61.5%

耐震補強対象施設整備率（下水道） －
13箇所の
耐震化

（H26年度）
61.5% 61.5%

耐震化の優先度が高い学校の耐震診断実施校数（累
計）

90校
（H22年度）

90校
（H22年度）

完了済 完了済

耐震化の優先度が高い学校のうち Ｉｓ値0.3未満の
棟の耐震工事実施率

100%
（H24年度）

100%
（H24年度）

100% 100%

公共施設な
どの耐震化
の推進

A教育委員会

B建築都市局

B上下水道局

総合的な消
防防災体制
の構築

A消防局

B港湾空港局

総合的な災
害対策の推
進

危機管理対
応能力の向
上

B危機管理室

災害に関す
る情報提供
と自助、共
助の意識づ
くり

B危機管理室
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

防災訓練の実施 大変順調 大変順調 危機管理室  1

防災行政無線高度化事業 - 順調 危機管理室  2

みんな de Bousai まちづくり推進事業 大変順調 大変順調 危機管理室  3

自主防災活動の推進 順調 大変順調 消防局  2

住宅防火対策の推進 大変順調 大変順調 消防局  3

消防団施設整備 順調 順調 消防局  4

消防署所の適正配置 - 大変順調 消防局  5

　頻発する局地的豪雨などによる浸水被害を抑制するため、治水事業の根幹
となる河川改修を推進します。
　指標である河川整備率は予定どおりの進捗であるため、順調と判断しまし
た。

河川改修事業の推進 - 順調 建設局  2

海岸（高潮）事業 - 順調 港湾空港局  1

　浸水箇所の雨水整備は計画どおりに進んでいますので、順調としました。 浸水対策事業 順調 順調 上下水道局  1

民間建築物耐震改修費等補助事業 遅れ 順調 建築都市局  4

市有建築物耐震化推進事業 順調 順調 建築都市局  5

　H23年度より開始した新門司南地区の耐震強化岸壁の整備事業が計画以上に
進んでいるため、大変順調としました。

国直轄事業負担金（耐震岸壁整備） - 順調 港湾空港局  2

地震対策事業（水道施設） 順調 順調 上下水道局  2

地震対策事業（下水道施設） 順調 順調 上下水道局  3

学校施設耐震補強事業 大変順調 大変順調 教育委員会  40
　東日本大震災を踏まえ、学校施設のH27年度耐震化完了を目指すため、従来
の耐震補強計画を大幅に前倒しして実施しています。
　以上のことから大変順調と判断しました。

　平成25年度の補助実施件数は、目標を下回りましたが、普及・啓発活動に
積極的に取り組んだ結果、問い合わせ・相談回数は目標を大きく上回り、市
民等の関心が非常に高まっていると考えます。
特に、耐震改修促進法の改正が施行された平成25年11月以降は、耐震化に向
けた具体的な相談も増加しており、平成26年度以降、補助の実施件数につな
がっていくと考えています。
　また、市有建築物については、成果、活動状況とも計画どおり推進してお
り、全体として、順調と考えています。

　上下水道ともに重要施設の耐震化は計画どおりに進んでいますので、順調
としました。

　全195の市民防災会が、防災訓練・防災講演会などの市民防災行事に参加す
る（年１回以上）ことで地域防災力の向上が図られており、計画的に事業が
推進されているといえます。　また、「住宅用火災警報器の普及率」につい
ては、87.5%と政令市の中でも高い数値となっており、住宅火災での被害軽減
につながるものと考えます。
　消防署所及び消防団の施設整備については、地域の防災拠点として、市民
の安全・安心を守るために必要な事業ですが、庁舎の建築年数や耐震性等を
基に合理的・計画的に取り組まれており、大変順調であると考えます。

　H25年度から、新たに新門司北地区北側及び白野江地区において、護岸整備
を開始しました。
　H25年度は、事業が計画通りの進捗であったため、順調としました。

　各種防災訓練を実施することで、防災意識の高揚につながりました。特に
宿泊型避難所体験訓練は参加住民の防災意識の向上に有効でした。
　なお、Ｈ25年度より市民アンケートを実施し、新たな指標として「市の防
災・災害対策に対する市民評価」を設けることとしました。約40%の市民が
「進んでいる」「少し進んでいる」と評価しており、一方、「進んでいな
い」とする市民は5%程度であり、市の防災・災害対策について一定の評価が
得られていると考えます。

　地域防災力の向上を目的として「みんな de Bousai まちづくり推進事業」
に取り組んでおり、H25年度は、「みんな de Bousai まちづくり懇話会」を
３回開催するとともに、市内全７区において「みんな de Bousai まちづくり
車座集会」を開催し、地域活動の中心的な担い手である自治会役員や民生委
員、災害時に配慮が必要となる高齢者、障害者、外国人、新たな担い手とし
て期待される地域の企業、ＰＴＡ、大学生など、多様な市民が参加し、地域
防災の課題や取り組みについて意見交換を行いました。
　また、防災スピーカーの整備については、H25年度において予定どおり進ん
でおり、H26年度の運用開始を目指しています。
　なお、Ｈ25年度より市民アンケートを実施し、新たな指標として「市民の
防災意識」「防災に関する情報の市民の認知度」を設けることとしました。
地震や台風等の自然災害に備えた事前の準備や想定をしている市民が約60
パーセントと判明したため、今後、市民の防災意識をさらに高めるための事
業を推進していきます。
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局施策
評価

２ 誰もが元気で安心して地域で生活できるまちづくり
（１） 高齢者の支援

生涯現役型
社会の環境
づくりの推
進

保健福祉局 年長者研修大学校の延べ利用者数
77,289人
(H22年度)

－
前年度(73,898

人)比増加
74,568人 B

地域包括支援センターの利用時の職員対応に満足し
ている在宅高齢者の割合

74.6%
（H22年度）

80％以上
（H26年度）

81.1% 81.1%

在宅サービスの利用人数
29,070人

（H23年度）
31,018人

（H26年度）
30,477人 31,693人

特別養護老人ホーム等の整備数
8,866床

（H23年度末
整備数)

10,200床
（H26年度末整

備数）

H23年度末の整
備数から増加

10,056床
（平成25年度末

整備数）
※公募選定分

を含む

高齢者住宅等あんしん確保事業対象戸数
232戸

（H19年度）
322戸

（H26年度）
前年度（322

戸）水準を維持
322戸

高齢者等の安全な生活の実現 -
高齢者等の安

全・安心な生活
の実現

高齢者等の安
全・安心な生活

の実現
-

火災や重大事故の未然防止 -
火災や重大事故

の未然防止
火災や重大事故

の未然防止
-

認知症サポーター養成講座受講者数
26,522人
(累計)

（H22年度）

40,000人
(累計)

（H26年度）

H23年度（4,871
人）の水準を維

持
5,882人

認知症コールセンター相談件数
419件

（Ｈ22年度）
420件

（H26年度）

H26年度の目標
値(420件)に向

けて増加
311件

認知症予防の話と脳の健康度テスト参加者数
162人

（Ｈ22年度）
500人

（H26年度）

H24年度（176
人）の水準より

増加
588人

（２） 障害のある人の日常生活又は社会生活を営むための支援

障害者基幹相談支援センターの相談件数
12,188件
(H22年度)

43,699件(H29年
度)

H24年度
（21,112件）の
水準より増加

23,484件

発達障害者支援センターの相談件数
748人

(H22年度)
1,200件

(H29年度)
H24年度の水準

より増加
962人

障害者しごとサポートセンター利用者の就職人数
81人

（H22年度）
  90人

(H29年度)

H24年度（88
人）の水準より

増加
90人

福祉施設から一般就労への移行人数
35人

（H22年度）
 58人

(H29年度)

H24年度（76
人）の水準より

増加
110人

入所施設からの地域生活への移行者数
187人

（H22年度）
330人

（H26年度）

H24年度（252
人）の水準より

増加
263人

地域におい
て日常生活
を送るため
の基盤整備

B保健福祉局

総合的な認
知症対策

B保健福祉局

生涯を通じ
一貫した支
援体制の構
築

B保健福祉局

B保健福祉局

住み慣れた
地域での生
活支援

A消防局

総合的な地
域ケアの充
実

B保健福祉局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　高齢者の学びの場である年長者研修大学校の入学者数や生涯現役夢追塾の
卒塾生の卒塾後に夢を実現した人または実現に向け準備をしている人は前年
度より増加しており、生涯現役で活躍する人材の発掘と育成は着実に進んで
います。今後も、講座内容等を適宜見直していくなどしてカリキュラムの充
実を図っていきます。

年長者研修大学校及び北九州穴生ドーム運
営事業

順調 順調 保健福祉局  17

権利擁護・市民後見促進事業 順調 順調 保健福祉局  18

地域包括支援センター運営事業 順調 順調 保健福祉局  19

高齢者住宅等安心確保事業 順調 順調 保健福祉局  20

介護サービス等給付費（介護保険サービス
の提供（在宅サービスの提供））

順調 順調 保健福祉局  21

民間老人福祉施設整備補助事業（特別養護
老人ホーム等の整備）

順調 順調 保健福祉局  22

緊急通報システム 大変順調 大変順調 消防局  6

いきいき安心訪問 大変順調 大変順調 消防局  7

認知症対策普及・相談・支援事業 大変順調 順調 保健福祉局  23

認知症啓発・早期発見推進事業 順調 順調 保健福祉局  24

認知症高齢者等安全確保事業 順調 順調 保健福祉局  25

障害者相談支援事業 順調 順調 保健福祉局  26

地域生活移行促進事業 順調 順調 保健福祉局  27

発達障害者総合支援事業 順調 順調 保健福祉局  28

総合療育センター再整備事業 - 大変順調 保健福祉局  29

障害者就労支援事業 大変順調 順調 保健福祉局  30

地域生活移行促進事業 順調 順調 保健福祉局  31

　就労支援については職場開拓・職域開拓に重点を置いた結果、福祉施設か
ら一般就労への移行件数、障害者しごとサポートセンター利用者の就職件数
とも前年度を上回る実績をあげることができました。また、入所施設からグ
ループホーム・ケアホーム等地域での生活に移行した人の数も増加してお
り、地域で自立して生活できる基盤整備は着実に進んでいると考えていま
す。
　今後もさらに、就労支援や精神障害のある人の円滑な地域生活移行支援な
ど、障害のある方の自立支援に向けて取り組んでいきます。

　認知症高齢者対策については、認知症サポーターの養成などに取り組み、
実績を上げています。また「ものわすれ外来」を始めとする早期発見・早期
対応の促進、認知症コールセンターでの家族等の相談支援を行ったほか、平
成２５年度から徘徊高齢者の早期発見へ向けたメール配信システムを本格稼
動させました。また認知症予防の話と脳の健康度テストについても、健康度
テスト、街頭啓発とも参加者数が増加しています。
　これらの取組により、支援が必要な高齢者を地域で支える体制は充実して
きていると考えています。今後とも、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮
らせるよう、身近な相談から在宅生活の支援まで、総合的な対策のさらなる
推進に努めていきます。

　障害者基幹相談支援センターについては、広報活動や各種研修会を通して
知名度を上げることができ、相談件数は前年度より大きく増加しました。こ
れにより多くの障害者及び家族等の悩みなどに対応することができたと考え
ます。また発達障害者支援センターの相談件数も年々増加しています。
　今後とも、障害のある人が、一人の市民として地域社会の中で安心して生
活を送ることができるように、相談・支援の充実に努めます。

　介護保険の在宅サービス利用人数はほぼ計画どおりに推移するとともに、
特別養護老人ホーム等の整備についても計画どおり進捗しています。
　その他、在宅生活を支援する様々なサービスを充実させており、住み慣れ
た地域で安心して生活を継続できる仕組みづくりは順調に進んでいるといえ
ます。今後も、介護保険事業計画及び老人福祉計画を含む高齢者支援計画に
基づき事業を推進しています。
　なお、住み慣れた地域での生活支援を行っていくためには、サービスの量
のみならず、サービスの質の向上や、利用に至る前の相談体制の充実等が重
要であり、引き続き事業を展開していきます。

　「緊急通報システム」では、緊急通報ボタンや火災センサーなどを各家庭
へ設置し、24時間体制の監視により、救急車等の出動や近隣の協力員の駆け
つけ要請など、本事業を通して緊急時の迅速な対応体制が構築されていま
す。なお、機器を介して、職員の直接指示による緊急事態回避や被害軽減等
の奏功事例も多く、住み慣れた家庭での安全で安心な生活を支援する事業と
しての有効性は高いといえます。
　また、「いきいき安心訪問事業」については、実員数（150名）で訪問可能
な数（2,400名）を達成しているため、大変順調な活動であるといえます。

　高齢者の保健・医療・福祉の総合相談窓口である地域包括支援センターに
ついては、25年度も年間約18万件の相談に対応しました。またセンターで把
握している介護予防の必要な高齢者には運動教室等をマネジメントし、QOLを
維持改善させる成果をあげています。
　市民後見人養成数は順調に推移しており、また同養成研修の受講者が、実
際に成年後見制度の実務の担い手として活動しています。今後も、認知症高
齢者の増加に伴い成年後見制度の利用者が増加することが予想されるため、
引き続き事業を推進していきます。
　これらの取組により、支援が必要な高齢者を地域で支える体制は充実して
きていると考えています。今後とも、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮
らせるよう、身近な相談から在宅生活の支援まで、総合的な対策のさらなる
推進に努めていきます。
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北九州市障害者スポーツ大会参加者数
542人

（H22年度）
638人

（H26年度）
H24年度(534人)
の水準より増加

542人

障害者芸術祭来場者数
1,755人

（H22年度）
－

H24年度（640
人）の水準より

増加
1,172人

（３） 健康づくり

高血圧症該当者(重度)の減少
1.0%

（H23年度）
0.8%

（H29年度）
割合の減少（対
前年度0.86%）

0.90%

血糖コントロール不良者(重度)の減少
1.3%

（H23年度）
1.2%

（H29年度）
割合の減少（対
前年度1.21％）

1.17%

75歳未満のがんの年齢調整死亡率の減少
92.6人

（H22年度）
74.4人

（H29年度）
92.2人未満 94.5人

３歳児でむし歯のない者の割合
68.5％

（H23年度）
－

H24年度
（70.3％）の水

準より増加
72.9%

食育に関心を持っている人の割合
75.3％

（H24年度）
90%

（H30年度）
96％

H29年度
調査予定

健康づくりや介護予防のために取り組んでいること
があると答えた高齢者の割合

80.0％
（H22年度）

基準年度の割合
（H22年度；

80％）
より増加

（H26年度）

基準年度の割合
（H22年度；

80％）
より増加

75.7%

二次予防事業に参加した後の生活機能評価で、維
持・改善した人の割合

94.2％
（H21年度）

94.7％
（H26年度）

94.7% 95.0%

自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者数）
24.6人

（H17年度）
19.7人

（H28年度）
21.1人以下（対

前年比減）
H26年9月
公表予定

養成したゲートキーパーの人数
0人

（H17年度）
1,000人

（H28年度）
1,000人 2,274人

健康マイレージ事業参加者数
7,040人

（H22年度）
20,000人

（H26年度）
前年度（15,544
人）より増加

20,560人

健康づくりや介護予防のために取り組んでいること
があると答えた高齢者の割合

80.0％
（H22年度）

基準年度の割合
（H22年度；

80％）
より増加

（H26年度）

基準年度の割合
（H22年度；

80％）
より増加

75.7%

「地域でＧＯ！ＧＯ！健康づくり」の実施まちづく
り協議会数

97団体
（H23年度）

136団体
(H29年度）

114団体 111団体

介護支援ボランティアの登録者数 －
1,000人

（H26年度）
500人 1,102人

建設局 高齢者に配慮した健康遊具の設置公園数 －
30公園

（H35年度）
2公園 2公園 B

豊かな社会
生活を営む
ためのここ
ろと体の健
康づくり

B保健福祉局

B保健福祉局

個人の健康
づくりを支
える環境の
整備

生活習慣病
の予防・重
症化予防

B保健福祉局

食育及び歯
と口の健康
づくりの推
進

B保健福祉局

社会参加の
促進

B保健福祉局
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チェックシート
番号

障害者スポーツ振興事業 順調 順調 保健福祉局  32

障害者芸術文化活動等推進事業 順調 順調 保健福祉局  33

健康診査・健康診査受診促進事業 順調 順調 保健福祉局  34

保健事業（特定健診・特定保健指導） 順調 順調 保健福祉局  35

歯科保健の推進 順調 順調 保健福祉局  36

食育の推進 順調 大変順調 保健福祉局  37

介護予防事業（通所型・訪問型） 順調 やや遅れ 保健福祉局  38

百万人の介護予防事業 順調 順調 保健福祉局  39

自殺対策事業 順調 順調 保健福祉局  40

健康マイレージ事業 順調 大変順調 保健福祉局  41

市民センターを拠点とした健康づくり事業 順調 順調 保健福祉局  42

介護支援ボランティア事業 大変順調 大変順調 保健福祉局  43

　公園に健康遊具を設置するなど、健康づくりを推進する環境整備に取り組
みます。
　本年度は２公園で健康遊具の設置が完了しており、健康づくりを推進する
環境整備が予定どおり進んでいるため、順調と判断しました。

健康づくりを支援する公園等整備事業 順調 順調 建設局  3

　平成25年度に行った高齢者等実態調査によると、健康づくりや介護予防に
取り組んだことがあると答えた高齢者の割合は75.7％と高い水準であり、二
次予防事業に参加した後の生活機能評価で維持・改善した人の割合は計画値
を達成しています。運動器の機能強化については、百万人の介護予防事業普
及教室の参加者数はやや前年を下回りましたが、普及員の登録者数は増加し
ており、「きたきゅう体操」や「ひまわりタイチー」を通じ、多くの方に介
護予防の普及啓発を図ることができました。
　次に自殺対策について、25年度はいのちとこころの支援センターを設置
し、ゲートキーパー（うつ状態にある人や自殺の危険性の高い人の早期発
見・早期治療・早期対応など、より早く自殺の危険性を示すサインの把握や
適切な対応について中心的役割を担う人材）の養成数も計画値を大きく上回
りました。ここ数年の状況を見ると、中高年の自殺は減少傾向にあります
が、若い世代では男女ともに増加傾向にあります。このため今後も関係機関
との連携を強化しながら、総合的な対策を推進していきます。

　市民センターを拠点とした健康づくり事業（通称：地域でGO!GO!健康づく
り）を実施している団体数は前年度実績からさらに増加となっています。健
康マイレージ事業については、市民センターを中心にＰＲを実施し、各種団
体･企業にも浸透を図った結果、参加者数は前年度の約1.3倍増となり、目標
値を上回りました｡これらの事業は、市民の健康意識を高め、自主的な健康づ
くりの取り組みにつなげるための重要な事業であり、今後も引き続き推進し
ていきます。
　介護支援ボランティアについては、平成25年度から事業を開始したばかり
ですが、多くの方に介護支援ボランティアの登録をしていただき、当初の目
標を大きく上回る成果をあげることができました。今後とも、高齢者の社会
参加や健康増進、生きがいづくりにつなげることを促進するために事業を実
施していきます。

　国民健康保険における特定健診について、受診率は前年度と同水準です
が、血糖コントロール不良者(重度)の割合は減少しています。
　がん検診については、「がん検診無料クーポン券」の配布や企業・ＮＰＯ
と連携した受診勧奨を実施し、子宮頸がん、肺がんについては減少しました
が、胃がん、大腸がん、乳がんの受診者数は増加しました。75歳未満のがん
の年齢調整死亡率は、市のがん検診の受診対象者である20歳以上の死亡者数
は横ばいです。
　市民一人ひとりが健康でいきいきとした生活を送るためには、生活習慣病
の予防は不可欠です。また、生活習慣病の有病者は増加しており、北九州市
国民健康保険の一人あたりの医療費は政令指定都市の中でも高い水準にあ
り、年々増加する医療費の適正化のためにも生活習慣病予防は重要です。こ
のため、早期発見・早期治療につなげる各種検診の受診促進が重要であり、
今後は受診勧奨事業を継続して実施するとともに、受診後の適切なフォロー
体制を充実させ、生活習慣病予防・重症化予防を推進します。

　食育については、食育推進懇話会及び食育推進ネットワークにより、食育
に関する普及啓発を行い、地域食育講座の開催数を増やし、より多くの市民
が参加できる機会を提供しました。歯と口の健康づくりについては、むし歯
予防等の歯科保健指導や歯科保健に関する普及啓発を行いました。歯科健診
は１歳6ヶ月児、３、４、５歳児、成人、妊産婦等へ実施し、受診者数の拡大
に努めました。また、むし歯の予防の早期発見・早期対応をはじめとした歯
と口の健康づくりに効果的な、乳幼児期のむし歯を減らすための事業に親子
で取り組みました。これらの取組みにより、食育及び歯と口の健康づくりの
推進は着実に進んでいると考えています。
　今後も、食育については主に地域食育講座でのＰＲの拡大と講座内容の充
実に努め、より多くの市民へ参加を促して、普及啓発を図ります。歯と口の
健康づくりについては、引き続き歯科保健事業を推進するほか、歯科健診の
受診者の拡大を図るためＰＲに努めていきます。

　障害者スポーツ教室参加者数は昨年を上回る実績をあげました。また障害
者スポーツ大会の参加者数についても昨年以上の実績をあげることができ、
順調に推移していると考えます。
　また障害のある方の芸術・文化活動の発表の場として障害者芸術祭を開催
し、来場者数も前年度から増加しています。
　今後とも、これらの取り組みを通して障害者スポーツや芸術・文化活動の
振興を図ります。
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施策の「成果の検証」や「進捗の管理」
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現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

３ すべての市民が人権を尊重され自分らしく暮らせるまちづくり
（１） 人権の尊重

すべての市民の人権が尊重される社会の実現 －
すべての市民の
人権が尊重され
る社会の実現

「人権文化のま
ちづくり」の推

進

「人権文化のま
ちづくり」の推

進

「人権文化のまちづくり」の推進 －
「人権文化のま
ちづくり」の推

進

「人権文化のま
ちづくり」の推

進

「人権文化のま
ちづくり」の推

進

講演会、研修等参加人数
8,950人

（H23年度）
－ 10,000人 9,748人

人権の約束事運動参加登録団体数
73団体

（H21年度）
1,000団体

（H26年度）
720団体 842団体

市民の人権意識 - - － －

参加者の満足度 - - 80% 96.0%

成年後見制度相談件数
615件

（H22年度）
－

前年度水準
（561件）を維

持
508件

市民後見人の養成件数（累計）
47人

（H21年度）
130人

（H26年度）
前年度(94人)比

増加
106人

認知症サポーター養成講座受講者数
26,522人
(累計)

（H22年度）

40,000人
(累計)

（H26年度）

H23年度の水準
（4,871人）を

維持

5,882人
（43,698人(累

計)）

障害のある
人の人権の
尊重

保健福祉局 市民後見人の養成件数（累計）
47人

（H21年度）
130人

（H26年度）
前年度(94人)比

増加
106人 B

児童虐待対応件数
374件

（H20年度）

前年度比
減少

（H26年度）

前年度
（346件）
比減少

380件

高齢者の人
権の尊重

B保健福祉局

子どもの人
権の尊重

B
子ども家庭
局

B保健福祉局

すべての市
民の人権の
尊重

B教育委員会

32



各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

市民への人権啓発の推進 順調 順調 保健福祉局  44

人権の約束事運動の推進 順調 順調 保健福祉局  45

人権学習講座 順調 順調 教育委員会  41

権利擁護・市民後見促進事業 順調 順調 保健福祉局  46

認知症啓発・早期発見推進事業 順調 順調 保健福祉局  47

認知症対策普及・相談・支援事業 大変順調 順調 保健福祉局  48

高齢者の虐待防止事業 順調 順調 保健福祉局  49

　市民後見人養成数は順調に推移しており、また同養成研修の受講者が、実
際に成年後見制度の実務の担い手として活動しています。今後も引き続き事
業を推進し、障害のある人の権利擁護の推進を図ります。

権利擁護・市民後見促進事業 順調 順調 保健福祉局  50

児童虐待防止（子どもの人権擁護）推進事業 順調 順調 子ども家庭局  29

子ども・家庭相談コーナー運営事業 順調 順調 子ども家庭局  30

　成年後見制度は高齢化に伴い利用者が増加することが予想されるため、相
談窓口の設置や本人・親族からの申立てが困難な方に市長申立てを行うな
ど、制度の利用促進を図っています。
　市民後見人養成数は順調に推移しており、また同養成研修の受講者が、実
際に成年後見制度の実務の担い手として活動しています。
　また、認知症サポーターの養成については、引き続き多くの団体等の参加
を得て実施し、認知症に関する知識や理解が深まりました。これらの取組み
により、高齢者の人権を守る仕組みづくりは順調に進んでいると考えていま
す。

　本施策では、「子どもの権利条約」などに示されている子どもの基本的人
権を尊重し、児童虐待やいじめ問題などの発生予防と早期発見・早期対応を
推進するとともに、地域での見守り体制の構築と関連施設や相談機関の充
実・強化を図っています。
　4ヶ月訪問や保育カウンセラーの訪問により児童虐待の疑いや、気になる子
どもの対応など、支援が必要な家庭に対して適切な指導や支援に結びつける
など、児童虐待等の早期発見・早期対応に努めました。
　また、関係機関職員を対象とした「児童虐待対応リーダー養成研修」や市
民や関係機関職員に対する「連続講座」などの実施を通じて、児童虐待の早
期発見や早期対応など、虐待が深刻化する前に適切な支援ができる社会環境
づくりを着実に進めています。
　児童虐待に関する相談では、子ども総合センターと区役所の子ども・家庭
相談コーナーが緊密な連携を図ることで、効率的・効果的な虐待防止対策を
推進しました。また、子ども・家庭相談コーナーでは、子ども・家庭相談員
が、子どもと家庭に関するあらゆる相談（母子家庭の自立支援、ＤＶ被害者
対応、児童虐待対応等）を来所、電話、訪問、手帳など様々な形態による相
談に応じるなど、総合的な相談窓口としての役割を果たすことができまし
た。
　児童虐待通告件数は、平成24年度452件から平成25年度547件と21％増加し
ています。これに対して、通告のうち児童虐待と認められた児童虐待対応件
数は、平成24年度に比べ9.8％の増加に留まっています。また、対応件数が一
昨年より増加したのは、昨年9月から対象児のきょうだい児もフォローするよ
うになったためです。このことからも、児童虐待の早期発見や早期対応な
ど、虐待が深刻化する前に適切な支援ができる社会環境づくりが進んでいる
と考えられることから、順調であると考えています。

　人権行政指針のもと、人権教育・人権啓発や人権の約束事運動を推進し、
人権講演・研修等参加者数については目標には達しませんでしたが、高い水
準で推移しています。また人権の約束事運動参加登録団体数は、目標を大き
く上回りました。
　また、人権推進センターでは『ラジオ番組「明日への伝言板」の制作・放
送』や人権を考える祭典「ふれあいフェスタ」の開催などを行うなど、人権
意識の高揚に寄与しました。
　当施策においては、地道ながらも着実かつ間断のない事業の実施が重要で
す。今後も、啓発事業等で人権尊重の精神を身に付け、「人権の約束事運
動」を市民運動として発展させることを目指します。

　人権問題について正しい認識と理解を促進するため、地域における人権教
育の指導者を対象とした「人権文化のまちづくり講演会」を実施し、参加者
の96％の方から概ね満足とのアンケート結果を得られました。
　また、中学校に外部講師を招いての「特別人権授業」を実施しました。
　さらに、企業研修として、講演会「人権を考える企業のつどい」を実施
し、参加者の80％の方から、概ね満足とのアンケート結果を得られました。
また、「公正採用選考人権啓発推進員研修」を実施（５回）しました。
　これらの取組みにより、市民の人権問題についての正しい認識と理解を促
進することができました。
　以上のことから、順調と判断しました。

33

http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho44.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho45.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kyo41.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho46.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho47.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho48.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho49.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ho50.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko29.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/ko30.pdf


柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
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局施策
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（２） 男女共同参画社会の形成

女性役職者(係長級以上）比率
12.1％

（H20年度）
20％

（H30年度）
単年度目標設定

なし
16.1％

女性管理職(課長級以上）比率
6.2％

（H20年度）
15％

（H30年度）
単年度目標設定

なし
12.8％

男女共同参画社会という言葉の認知度
68.9%

（H23年度）
80%

（H30年度）

H23年度
(68.9％)の水準

より増加

H28年度調査予
定

性別による固定的役割分担意識に肯定的な人の割合
38.7%

（H23年度）

H23年度
（38.7%）の水
準より減少
（H30年度）

H23年度
(38.7％)の水準

より減少

H28年度調査予
定

ワーク・ライフ・バランスが取れていると感じる職
員の割合

69.4％
（H19年度）

85％
（H26年度）

単年度目標設定
なし

71.6％

市役所における男性職員の育児休業、部分休業、短
時間勤務制度取得率

2.5％
（H20年度）

10％
（H26年度）

単年度目標設定
なし

5.6％

子ども家庭
局

子育て中の労働者で仕事と生活の両立が図られてい
ると感じる人の割合

30.3％
（H23年度）

前年度比
増加

前年度
（29.8％）

比増加
28.2% B

性別による
人権侵害行
為の根絶

子ども家庭
局

配偶者等との間における「平手で打つ」について、
暴力と認識する人の割合

55.2％
（H23年度）

70.0％
（H30年度）

70.0%
H28年度調査予

定
B

女性役職者(係長級以上）比率
12.1％

（H20年度）
20％

（H30年度）
単年度目標設定

なし
16.1％

女性管理職(課長級以上）比率
6.2％

（H20年度）
15％

（H30年度）
単年度目標設定

なし
12.8％

男女共同参画社会という言葉の認知度
68.9%

（H23年度）
80%

（H30年度）

H23年度
(68.9％)の水準

より増加

H28年度調査予
定

性別による固定的役割分担意識に肯定的な人の割合
38.7%

（H23年度）

H23年度
（38.7%）の水
準より減少
（H30年度）

H23年度
(38.7％)の水準

より減少

H28年度調査予
定

（３） 多文化共生の推進

多文化共生
社会の実現
に向けた体
制の構築

総務企画局 市民の「多文化共生」という言葉の認知度
26％

（H22年度）
50％

（H27年度）
40% 43% B

外国人市民の生活環境の向上（外国人市民にとって
情報不足等による生活の困難が軽減された状態）

－ －
単年度目標設定

なし
－

市民の「多文化共生」という言葉の認知度
26％

（H22年度）
50％

（H27年度）
40% 43%

子ども家庭
局

外国人市民
の生活環境
の充実

B総務企画局

市民の国際
理解の促進

B総務企画局

B総務企画局

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス（仕事
と生活の調
和）の推進

B総務企画局

女性の活躍
推進

B

B総務企画局

政策・方針
決定過程へ
の男女共同
参画の推進

B
子ども家庭
局
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局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

「女性活躍推進アクションプラン」実施及び市
職員次世代育成支援事業

順調 順調 総務企画局  2

男女共同参画センター及び勤労婦人セン
ター管理運営事業【男女共同参画広報・啓発
事業】

順調 順調 子ども家庭局  31

地域における男女共同参画推進啓発事業 順調 順調 子ども家庭局  32

「女性活躍推進アクションプラン」実施及び市
職員次世代育成支援事業

順調 順調 総務企画局  3

　本施策では、市民や企業に対して、啓発事業等を通してワーク・ライフ・
バランスの理解促進を図っています。
　「北九州市ワーク・ライフ・バランス推進協議会」を中心に企業向け講演
会の開催やアドバイザーの派遣、11月の推進キャンペーンを中心に、市民や
企業等へワーク・ライフ・バランスの取組みを働きかけた結果、北九州市
ワーク・ライフ・バランス表彰受賞者数や推進アドバイザー派遣回数が増加
したことから、順調としました。

ワーク・ライフ・バランス推進事業 順調 順調 子ども家庭局  33

　本施策では、男女がそれぞれの人権を尊重し暴力を容認しない意識を醸成
するため、家族、地域、学校、職場などで、広報啓発活動を、継続的に取り
組んでいます。
　ＤＶ相談窓口紹介カード等の公共施設等への配付や、ＮＰＯ等と連携した
地域や学校における出前講演の開催など、ＤＶ対策啓発事業を実施しまし
た。デートＤＶについては、若者だけではなく、幅広い世代に周知してもら
うよう、新聞広告などを通じて啓発に努めました。また、ＤＶ被害者支援の
ため、警察など関係機関との連絡会議を開催して情報を共有するとともに、
相互に連携を図りながらＤＶ対策業務を行うなど、概ね計画通りに実施でき
ていることから、順調としました。

男女共同参画基本計画推進事業【配偶者等
からの暴力対策事業】

順調 順調 子ども家庭局  34

「女性活躍推進アクションプラン」実施及び市
職員次世代育成支援事業

順調 順調 総務企画局  4

男女共同参画センター及び勤労婦人セン
ター管理運営事業【女性活躍推進事業】

順調 順調 子ども家庭局  35

　外国人市民懇話会の開催などにより、多文化共生への理解、周知を図った
結果、市民の「多文化共生」という言葉の認知度は目標を上回っていること
から、評価は順調と判断しました。

多文化共生推進事業 順調 順調 総務企画局  5

（公財）北九州国際交流協会補助金 順調 大変順調 総務企画局  6

多文化共生推進事業 順調 大変順調 総務企画局  7

（公財）北九州国際交流協会補助金 順調 大変順調 総務企画局  8

多文化共生推進事業 順調 順調 総務企画局  9

　指標に対して、単年度の目標はありませんが、行政通訳の派遣件数の増加
や外国人向け無料一般相談において、外国人インフォメーションセンターと
して、八幡西区（コムシティ内）と小倉北区（区役所内）の２拠点体制とな
り、利便性が向上し、目標を大きく超えたため、評価は順調と判断しまし
た。

　国際交流協会がコムシティへ移転し、新たな多文化共生推進の拠点がで
き、多文化共生推進月間には、ひとみらいプレイスでのイベントとして、ベ
トナム留学生との交流会も行いました。
　そのような取り組みの結果、市民の「多文化共生」という言葉の認知度は
目標を上回っていることから、評価は順調と判断しました。

　毎年11月に行うワーク・ライフ・バランス推進月間の取組みの一環とし
て、役職者(係長級以上）を対象としたワーク・ライフ・バランス研修を実施
しました。また、男性職員への仕事と子育ての両立支援を図る研修や子育て
支援制度等の情報提供を行いました。
　これらの取り組みにより、市役所における男性職員の育児休業などの取得
率は25年度には前年度をやや下回ったものの、ワーク・ライフ・バランスが
取れていると感じる職員の割合は、目標設定した平成19年度（69.4％）に比
べ増加しており、評価は順調としました。

　女性職員の意欲・能力向上を図るための研修としてメンター制度を実施し
たほか、キャリアアップ研修を実施しました。
　これらの取組みの結果、女性役職者比率及び女性管理職者比率は、いずれ
も昨年度実績を上回っているため、順調と判断しました。

　本施策では、女性の活躍は本市の経済成長の原動力になるため、女性が活
躍できる経済社会の実現に努めています。
　平成25年度には、新たに共働きをしながら子育てをする夫婦を支援する講
座を開催するとともに、男女共同参画に関する講座等を実施し、多くの方に
参加いただきました。また、講座内容を、女性の就業・キャリアアップ支援
に重点を置いたものとするなど、より効果的に実施することができました。
　以上のことから、総合的に判断し、順調としました。

　女性職員の意欲・能力向上を図るための研修としてメンター制度を実施し
たほか、キャリアアップ研修を実施しました。これらの取組みの結果、女性
役職者比率及び女性管理職者比率は、いずれも昨年度実績を上回っているた
め、順調と判断しました。

　本施策では、政策・方針決定過程への女性の参画の拡大や、男女共同参画
社会の実現を目指して地域における男女共同参画に関する広報・啓発に取り
組んでいます。
　平成25年度には、新たに共働きをしながら子育てをする夫婦を支援する講
座を開催するとともに、男女共同参画に関する講座等を実施し、多くの方に
参加いただきました。また、講座内容を、女性の就業・キャリアアップ支援
に重点を置いたものとするなど、より効果的に実施することができました。
　市内一円で行う男女共同参画に関する広報啓発事業や、若年層を対象に新
たな視点で男女共同参画をテーマにした講座の開催など、概ね計画どおり実
施できていることより、順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（４） 平和への取組の推進

総務企画局 市民が平和の尊さを理解すること －
市民が平和の尊
さを理解するこ

と

単年度目標設定
なし

－ B

市民文化ス
ポーツ局

戦時資料展示コーナー見学者数
3,271人

（H20年度）
4,000人

（H28年度）
4,000人 3,602人 B

保健福祉局
すべての市民が戦没者や原爆の犠牲者に対する追悼
の心を持ち、また援護していく必要性を感じ、併せ
て平和の尊さを理解し、共有すること。

－

市民の戦争に関
する記憶が風化
することなく、
また慰霊の心

や、援護に対す
る理解を持つ。

市民の戦争に関
する記憶が風化
することなく、
また慰霊の心

や、援護に対す
る理解を持つ。

－ B

戦略的環境国際協力事業の件数（単年度）
4件

（H24年度）
6件

（H28年度）
4件 5件

アジアの環境人材育成のための研修員等の受講者数
（単年度）

900人
（H24年度）

　累計2,200人
（H24～H28年

度）

430人 993人

消防局 アジア地域からの研修員受け入れ継続
6人

（H21年度）

アジア地域から
の研修員受け入

れ

アジア地域から
の研修員受け入

れ
1人 B

海外水道技術研修員の受入数（単年度）
66人

（H19年度）
80人

（毎年度）
80人 75人

海外下水道技術研修員の受入数（単年度）
512人

（H21年度）
200人

（毎年度）
200人 277人

Ⅲ 暮らしを彩る
１ 快適に暮らせる身近な生活空間づくり

（１） 彩りのあるまちづくり

地域協働による買い物支援の取り組みの推進 －
地域協働による
買い物支援の取
り組みの推進

地域協働による
買い物支援の取
り組みの推進

地域協働による
買い物支援の取
り組みの推進

モデル地区におけるワークショップ、買い物支援活
動の立ち上げ支援

－ － 7地区 7地区

狭あい道路拡幅整備事業の年間実施件数 - - 15件 28件

老朽危険家屋の所有者に対する指導等の強化 - -
老朽家屋管理台

帳の電子化
実施

空き家対策のあり方の検討 - -
空き家対策のあ

り方検討
空き家等対策基
本指針の作成

老朽家屋等除却促進事業の年間実施件数 - - 50件 25件

B保健福祉局

快適な住環
境の形成

B建築都市局

平和の尊さ
への理解の
促進

A環境局

国際協力・
交流の推進

A上下水道局
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局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　市役所や各区役所、全市民センター等への宣言文パネル等を設置し、ま
た、「嘉代子桜・親子桜」を全市立小学校へ植樹したことにより、市民が宣
言を知る機会が増え、若い世代においても身近で戦争の悲惨さ、平和の尊さ
を学ぶ機会が増え、市民が平和の尊さを理解するための活動がされているこ
とから、評価は順調と判断します。

北九州市非核平和都市宣言推進事業 順調 順調 総務企画局  10

　小学校へのチラシ配布など、広報活動の強化に取り組んでから、子どもの
入場者数は大幅に増加していますが、ここ２ヵ年は、民間企業が行った
ウォーキングコースに戦時資料展示コーナーが組み込まれなかったため、入
場者数全体は減少し、施策の成果指標の「見学者数」は、9割の達成率となり
ました。
　今後は、民間企業に対するウォーキングコース設定の働きかけやチラシ配
布先の拡充等、様々な機会を捉えて、入場者増加に取り組んでいきます。

戦時資料展示コーナー管理運営事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  13

　戦没者追悼式の開催（市内5ヶ所）や、海外における福岡県出身戦没者慰霊
巡拝への職員派遣を行いました。追悼式には多くの方々が参加され、戦争体
験者にとってはかけがえのない行事となっており、若い世代にとっても平和
の尊さを理解・共有する機会になっていると考えられます。
　さらに、原爆犠牲者慰霊平和祈念式典を開催するなど、これらの取組みを
継続して実施していくことで、平和意識が醸成されていくものと考えていま
す。
　北九州市非核平和都市宣言で謳われたとおり、戦争の悲惨さ、平和の尊さ
を、次の世代に伝え、核兵器のない、戦争のない、平和な世界を築いていく
ため、引き続き戦没者等を慰霊する事業を推進していきます。

戦没者等慰霊事業 順調 順調 保健福祉局  51

環境国際協力推進事業 大変順調 大変順調 環境局  5

アジアの環境人材育成拠点形成事業 大変順調 大変順調 環境局  6

　H25年度は、ＪＩＣＡ研修生を8名受け入れました。そのうち、1人がアジア
地域からの研修員でした。
　本研修「消火技術」は、ＪＩＣＡから世界各国に参加を呼びかけているも
ので、毎年７～８名の研修生受け入れを継続しており、目標基準としている
「アジア地域からの受け入れ」も達成できています。
　施策の実現に向け、引き続き、継続的な研修員の受け入れができるよう、
今後ともアジア地域への研修参加の呼びかけ等、積極的にＪＩＣＡへ求めて
いく必要があるといえます。

上下水道技術の国際協力 大変順調 大変順調 上下水道局  4

地域協働による買い物支援モデル事業 順調 順調 保健福祉局  52

狭あい道路拡幅整備事業 順調 順調 建築都市局  6

老朽危険家屋対策推進事業 順調 順調 建築都市局  7

老朽家屋等除却促進事業 やや遅れ 順調 建築都市局  8

　平成25年度は市内の高齢者の人口分布や徒歩での行動範囲、生鮮食料品を
扱う商業施設の分布状況などの情報を集約、分析し、買い物環境マップなど
を作成しましたが、市内の高齢者の買い物環境について把握するために有効
な資料になったと考えます。次に、各区にモデル地区を選定して地域コー
ディネーターを派遣し、住民参加のワークショップを行う中で、地域住民や
事業者との連携が進み、買い物支援活動の立ち上げに向けた準備を進めるこ
とが出来ました。
　また買い物応援ネットワーク会議においては、買い物支援に関心のある事
業者や地域の方の多くの参加により、有意義な意見交換や展示、交流を行う
ことができました。
　今後も、事業者と地域をつなぐ体制を更に強化し、高齢者などが安心して
買い物できる地域づくりを進めます。

　狭あい道路拡幅整備事業については、市のホームページやフリーペーパー
などへの掲載、ポスター、リーフレットの区役所等での配布に加え、指定確
認機関や住宅事業者等への積極的な広報活動のを実施や補助要件の緩和によ
り、28件と協定を締結することができ、大幅な実績増につながりました。
　老朽家屋対策については、助成の利用実績は、25件（目標の50%）に留まり
ましたが、ＰＲ活動を積極的に行った結果、問合せ・相談件数は平成24年度
の128件に対し、平成25年度は242件と大幅に増加し、一定の制度周知が図ら
れたと考えています。また、老朽家屋台帳の電子化や空き家等対策基本指針
の作成を行いました。
　以上のことにより、順調と考えています。

　本施策では、本市の公害克服の経験を活かした環境国際協力を通じて、ア
ジア諸都市の発展に寄与するものです。
　環境国際協力の推進及びアジア地域からの研修員受け入れは、いずれも目
標を達成しており、現地での廃棄物管理の技術指導や環境改善のキーパーソ
ンとなる人材育成は順調に進んでいます。
　特に研修員受入数は目標である430名を大きく超えており、環境未来都市、
グリーンアジア国際戦略総合特区やOECDグリーンシティ・プログラムのグ
リーン成長都市への選定などにより、本市の環境に対する取組が国内外から
注目を集めたことや、誘致活動を積極的に実施した結果と考えます。
　以上の点を総合的に判断し、大変順調としました。

　国際協力機構（ＪＩＣＡ）や北九州国際技術協力協会（ＫＩＴＡ）からの
依頼によるアジアを中心とする各国からの技術研修員の受け入れを継続して
実施しており、平成25年度は上下水道合わせて352人を受け入れ、各国の技術
向上に寄与できたと考えますので大変順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

定住促進や
地域活性化
のための環
境づくり

建築都市局
北九州市定住促進支援事業による市外から本市への
転入世帯数

-
年間100世帯
（通年）

100世帯 74世帯 B

まち美化ボランティア清掃参加者数（単年度）
122,152人

（H24年度）
125,000人

（H26年度）
125,000人 124,185人

アンケート調査における地域でのまち美化清掃実行
の割合

58%
（H24年度）

60%
（H26年度）

60% 54%

道路サポーター加入団体数
135団体

（H21年度）
220団体

（H25年度）
220団体 196団体

公園愛護会団体数
1140団体

（H21年度）
1160団体

（H25年度）
1,160団体 1,158団体

河川愛護団体数
68団体

（H21年度）
72団体

（H30年度）
71団体 67団体

モラルマナーアップ関連条例に基づく過料適用件数
の削減（小倉都心地区、黒崎副都心地区）

過料適用当初

小倉3.9件/1日
(H21年度）

黒崎1.9件/1日
(H23年度)

小倉都心地区
30％削減

黒崎副都心地区
20％削減

（H26年度）

単年度目標
設定なし

小倉
41％削減

黒崎
10.5％増

路上喫煙率（歩行者に占める喫煙者の割合）

過料適用前

小倉0.99/100人
（H20年度）

黒崎1.21/100人
（H21年度）

前年比減
（H25年度）

前年比減

小倉
0.17/100人

(0.05/100人減)
黒崎

0.26/100人
(0.11/100人減)

（２） うるおいのある空間づくり

公共花壇及び市民花壇の面積
44,587㎡

（H21年度）
46,587㎡

（H27年度）
45,987㎡ 44,693㎡

特別緑地保全地区の買収面積 － － 2,400㎡ 2,572㎡

地域に役立つ公園づくり事業による整備公園数 － － 35公園 38公園

風格のある
都市景観づ
くり

建築都市局 個性的で魅力的な都市景観の向上 - -

今後の指標の一
つとして、市民
アンケート調査
の実施を検討し

ます。

- B

建設局 環境に配慮した護岸整備延長
30,600m

（H21年度）
32,900m

（H25年度）
32,900m 34,700m A

市民が、北九州市の海辺や港について満足している
割合

35.6%
（H23年度）

75%
（H32年度）

H24年度
（37.5%）より

増加
33.6%

新門司東緑地　緑地整備延長 －
総延長1,710m
（H26年度）

92m 92m

響灘南緑地　緑地整備延長 －
総延長2,200m
（H28年度）

479m 479m

市民に親し
まれる水際
線・農山村
風景づくり

C港湾空港局

市民のモラ
ル・マナー
の向上

B
市民文化ス
ポーツ局

魅力ある生
活空間づく
り

B建設局

B環境局

まち美化活
動の拡充

B建設局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　東京や市内のイベント会場などで積極的にＰＲを行いましたが、市外転入
者にとって誘引力のある住宅団地が減少したことや、市全体として市外転入
者数が減少したことなどの外的要因により、認定戸数が７４世帯にとどまり
ましたが、市外からの転入者のうち１８歳未満の若年層の人数は前年度比１
０２％と増加しており、若年層の人口増加に寄与していると考ているので、
順調と考えています。

北九州市定住促進支援事業 順調 順調 建築都市局  9

まち美化等啓発事業 順調 順調 環境局  7

ボランティアネットワークの推進（道路サポー
ター）

順調 順調 建設局  4

ボランティアネットワークの推進（公園愛護
会）

順調 順調 建設局  5

ボランティアネットワークの推進（河川愛護団
体）

順調 順調 建設局  6

モラル・マナーアップ関連条例推進事業 順調 大変順調 市民文化スポーツ局  14

「花やみどり」による彩りと潤いのあるまちづ
くり

順調 順調 建設局  7

地域に役立つ公園づくり事業 順調 順調 建設局  8

　景観アドバイザー協議件数は、前年度に目標件数に達したことを受けて、
民間事業の協議対象を一定規模以上の建築物や重点エリア内の計画を主体と
し、量より質を重視した協議制度へと変更を行いました。その結果、協議の
件数は目標に達しませんでしたが、内容的には意義のある充実した協議と
なっています。景観アドバイザー地域派遣制度は、参加者の延べ人数も増え
ており、また、ホームページの充実などを行うことで問い合わせがあるな
ど、少しずつ成果が現れています。さらに、本市技術職員を対象とした現地
を歩きながらの景観配慮研修内容は、特に景観配慮が必要なエリアの整備で
活かされているので、順調と考えています。

魅力ある街並み形成 順調 順調 建築都市局  10

　市民が自然環境とふれ合える親水空間づくりとして、水際の植生や自然な
流れの復元などにより、生物の生息・生育環境に配慮した河川整備を進めま
す。
　指標である環境に配慮した護岸整備延長は目標以上に進捗しているため、
大変順調と判断しました。

身近に自然を感じる河川整備事業 順調 大変順調 建設局  9

新・海辺のマスタープラン推進事業 やや遅れ 順調 港湾空港局  3

港湾施設整備事業（緑地整備） - 順調 港湾空港局  4

　市民が、北九州市の海辺や港について満足している割合については、モニ
タリング結果によると、海辺や港について満足と答えた割合（33.6%）が前年
度の割合（37.5%）より減少しましたが、H17年度から整備を開始した新門司
東緑地及び、H23年度から整備を開始した響灘南緑地の整備については、計画
どおり進んでいます。
　以上のことから、やや遅れとしました。

　施策の成果指標のうち過料適用件数の削減については、小倉都心地区では
目標を達成しましたが、黒崎副都心地区では若干ではありますが、増加して
います。
　しかし、路上喫煙率は、過料適用前と比べ、小倉、黒崎ともに大幅に減
少、その後も低い水準で推移しているなど、重点地区内での巡視、広報、環
境整備の取り組みが十分に浸透してきていると考えます。
　また、施策を構成する事業についても、活動指標は概ね順調です。
　モラル・マナーアップは、市民一人ひとりに、その遵守意識を浸透させて
いく息の長い活動が重要です。
　今後とも、地域・行政が連携を深めながら粘り強く啓発・広報活動などの
施策を推進していく必要があると考えます。

　子育て、健康づくり、地域などのニーズに応じた魅力ある公園づくりを進
めます。
　公共花壇及び市民花壇の面積は目標に届きませんでしたが、一方で、地域
住民とのワークショップを通じて策定した計画に基づいて、予定どおり３８
公園の再整備を実施しました。
　魅力ある生活空間づくりは、順調に進捗していると判断しました。

　本施策では、美しいまちづくりには、「自分たちのまちは自分たちの手
で」という気持ちが大切であり、市民、事業者、ボランティア団体等と連携
し、継続的なＰＲを通じてまち美化に対する意識の高揚と定着を図っていま
す。
　指標であるアンケート調査におけるまち美化清掃実行の割合は前年より若
干減少しましたが、まち美化ボランティア清掃参加数は、年々増加し、ほぼ
目標値を達成しています。
　また、まち美化キャンペーン（春）のボランティア団体への呼びかけ数や
チラシ作成枚数については、ともに目標値を達成しており、まち美化活動が
市民参加型の行事として定着し、市民の意識向上につながっているといえま
す。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

　ボランティア活動を活性化させ、道路、公園、河川の美化活動を広げてい
きます。
　指標である団体数は若干目標に届いていませんが、高齢化等を理由に解散
する団体も多いなかで新たに加入する団体もあるため、前年度に比べると増
加しています。
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大項
目

取組
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方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（３） 生活基盤の充実

「上下水道モニター事業」における水道に関する意
識調査結果（安全な水）

69.5%
（H20年度）

－
単年度目標設定

なし
80.0%

「上下水道モニター事業」における水道に関する意
識調査結果（おいしい水）

41.3%
（H20年度）

－
単年度目標設定

なし
62.9%

配水管更新延長 － － 62㎞ 56.2㎞

学校直結化率 －
81%

（H27年度）
74% 70%

主要駅周辺地区の主要経路のバリアフリー整備率
88%

（H25年度）
100%

（H32年度）
88% 88%

通学路の危険箇所における対策完了箇所数 － － － 165箇所

快適で良質
な生活環境
をつくる下
水道の整備

上下水道局 合流改善率
19％

（H21年度）
35％

（H26年度）
31.8% 31.8% B

全庁ＧＩＳの安定運用 －
継続的な安定運

用
（H29年度）

安定運用 安定運用

全庁ＧＩＳに搭載する主題図数 －
80主題図数
（H29年度）

庁内向けＧＩＳ
Ｈ25：40

地域情報ポータ
ルサイト
Ｈ25：40

庁内向けＧＩ
Ｓ：46

地域情報ポータ
ルサイト：48

２ 生活に根づき、誇れる文化・スポーツの振興
（１） 地域文化の保存・継承

近代化遺産
などの文化
財の保存・
継承

総務企画局 世界遺産への登録 －
世界遺産への登

録
（H27年度）

単年度目標設定
なし

－ B

地域におけ
る伝統文化
の発掘・継
承

市民文化ス
ポーツ局

指定無形民俗文化財保存支援団体数
15団体

（H21年度）
17団体

（H26年度）
17団体 16団体 B

（２） 文化芸術の振興

北九州芸術劇場・自主事業入場率
95％

（H21年度）
80％

（H26年度）
80% 88%

響ホール・自主事業入場率
56％

（H21年度）
65％

（H26年度）
65% 82%

北九州国際音楽祭の満足度の割合
83％

（H21年度）
85％

（H26年度）
85% 99%

発信力の高
い文化芸術
の振興

A
市民文化ス
ポーツ局

安心して通
行できる身
近な道路の
整備

B建設局

高度情報社
会への対応

B総務企画局

安全で安定
しておいし
く飲める水
道の整備

B上下水道局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

配水管更新事業 順調 順調 上下水道局  5

アクアフレッシュ事業（学校の直結式給水の
推進）

順調 順調 上下水道局  6

バリアフリーのまちづくり 順調 順調 建設局  10

通学路の安全対策 順調 順調 建設局  11

　合流式下水道の改善は計画どおりに進んでいますので、順調としました。 合流式下水道改善事業 順調 順調 上下水道局  7

全庁ＧＩＳ（統合型ＧＩＳ）構築運用事業 順調 順調 総務企画局  11

　平成２７年の世界遺産登録に向けて平成２５年４月に国へ推薦書案を提出
し、９月に国内推薦候補に決定しました。その後、推薦書や管理保全計画の
修正・調整を経て２６年１月に日本国政府からユネスコへ推薦書が提出され
ました。
　また、世界遺産に関する広報・啓発活動として、広報物の作成・配布や本
庁舎への世界遺産PRコーナー設置、勝山公園懸垂幕設置、市民講座や出前講
演の実施等に取り組みました。
　これらのことから、最短で平成２７年の登録に向けて順調に進んでいると
考えます。

世界遺産登録推進経費 順調 順調 総務企画局  12

　施策の成果指標の目標値には達しませんでしたが、保存団体への周知と適
切な協議を行いながら、順調に事業を進めています。
　また、施策を構成する事業の活動・成果状況も順調で、保存団体の活動状
況や課題の把握も進んでいます。
　伝統文化の継承・保存については、保存団体が行う伝承者の養成や文化財
の公開のほか、用具の購入や修理など、団体活動に即した支援が必要です。
保存団体の伝承活動に対する市の補助金は、文化財の保存・継承のため、有
益な手段となっており、今後も継続する必要があります。

文化財保存補助 順調 順調 市民文化スポーツ局  15

芸術文化活性化事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  16

北九州国際音楽祭 大変順調 順調 市民文化スポーツ局  17

　「北九州芸術劇場事業」「響ホール事業」については、目標値を大きく上
回り、高レベルの舞台芸術及び音楽文化を発信することができました。「北
九州国際音楽祭の満足度」は、99％の満足度を達成し、入場者数も増加する
など、本市の文化振興の推進に寄与したものと評価できます。
　また、施策を構成する事業の活動・成果状況も順調です。
　特に、劇場・自主事業では、創造する劇場として質の高い作品制作力を市
内外に強く情報発信しました。響ホール事業では、コンサートの質、プログ
ラムの先進性・オリジナル性などについて高い評価を受けました。
　今後も適正な事業規模や実施方法などの効率性も検討し、全国への情報発
信、まちの魅力づくりに効果的な事業となるように取り組んでいく必要があ
ると考えます。

　日常生活の中で、高齢者、障害者、子どもなどが安心して通行できるよ
う、道路のバリアフリー化や通学路の安全対策を行います。
　本年度は、指標である主要駅周辺地区の主要経路のバリアフリー整備率は
予定どおり進捗しています。また、通学路の危険箇所における対策において
も、要望箇所に対して対策を実施しています。
　以上のことから、順調と判断しました。

　全庁GISは、システム障害を起こすことなく、安定して稼動をしています。
また、主題図数は、庁内向けGIS及び地域情報ポータルサイトに搭載する主題
図数ともに目標値を上回っているため、評価は順調と判断しました。

　「上下水道モニター事業」での水道に関する意識調査において、６割以上
の方から水道水は安全でおいしい水と評価されています。構成事業の配水管
更新事業もアクアフレッシュ事業も順調で、「安定給水」、「安全な水の供
給」に寄与できたと考えますので順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

各種文化事業数
16事業

（H23年度）
16事業

（H25年度）
16事業 16事業

北九州市文化振興基金奨励事業の補助件数
27件

（H21年度）
20件

（H26年度）
25件 21件

防火・防災普及啓発 -
防火・防災普及

啓発
- -

消防音楽隊出演回数
150回

（毎年度）
150回

（毎年度）
150回 147回

美術館の入館者数
428,783人

（H22年度）
300,000人

（H25年度）
300,000人 363,190人

美術館　コレクション展の観覧者数
31,579人

（H22年度）
50,000人

（H26年度）
50,000人 48,010人

博物館総入館者数
375,590人

（H22年度）
350,000人

（H25年度）
350,000人 622,701人

子ども文化ふれあいフェスタ参加者の満足度
96％

（H23年度）
90％

（H26年度）
90% 94%

リサーチプログラムの受講者数
6人

（H23年度）
6人程度

（H26年度）
6人 5人

CCA北九州事業参加者数
2,122人

（H23年度）
2,200人

（H26年度）
2,200人 1,920人

北九州市子どもノンフィクション文学賞への市内か
らの応募割合

35％
（H24年度）

50％
（H26年度）

50% 39%

北九州市子どもノンフィクション文学賞応募全国ブ
ロック数

12ブロック
（H23年度）

17ブロック
（H26年度）

17ブロック 10ブロック

文化芸術に
よるまちづ
くり

市民文化ス
ポーツ局

来館者年間10万人 －
100,000人

（H26年度）
100,000人 102,547人 B

（３） スポーツの振興

市民体育祭参加者数
55,288人

（H21年度）
58,000人

（H25年度）
58,000人 57,499人

各区におけるニュースポーツ及びファミリースポー
ツ大会等の参加人数

12,600人
（H22年度）

12,600人
（H30年度）

12,600人 12,549人

総合型地域スポーツクラブの会員数
1,380人

（H21年度）
4,000人

（H32年度）
2,300人 2,320人

障害者スポーツ教室等参加者数
2,811人

（H22年度）
11,600人

（H26年度）

H24年度(4,108
人)の水準より

増加
4,822人

北九州市障害者スポーツ大会参加者数
542人

（H22年度）
638人

（H26年度）
H24年度(534人)
の水準より増加

542人

B
市民文化ス
ポーツ局

誰もが気軽
にスポーツ
に親しめる
環境づくり

B保健福祉局

消防局

市民が文化
芸術に接す
る機会の拡
大

A
市民文化ス
ポーツ局

文化芸術の
担い手の育
成

C
市民文化ス
ポーツ局

B
市民文化ス
ポーツ局

市民の文化
芸術活動の
促進

A
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

芸術文化育成負担金・補助金 順調 順調 市民文化スポーツ局  18

北九州市文化振興基金 順調 順調 市民文化スポーツ局  19

消防音楽隊による文化活動 大変順調 順調 消防局  8

美術館企画展充実事業 大変順調 大変順調 市民文化スポーツ局  20

博物館企画展・特別展充実事業 大変順調 大変順調 市民文化スポーツ局  21

芸術文化体験事業 大変順調 大変順調 市民文化スポーツ局  22

現代美術センター・ＣＣＡ北九州支援事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  23

北九州市子どもノンフィクション文学賞 やや遅れ 順調 市民文化スポーツ局  24

　成果指標である来館者数は、目標値としている年間10万人を達成し、順調
です。
　施策を構成する活動・成果状況も、他都市類似施設との連携による企画展
やワークショップを多数開催する等、順調に推移しています。
　今後も、年間１０万人を達成するペースの来館者数を維持し、常設展示の
充実や企画展・イベント等の開催を通じて漫画文化の普及を図りつつ、小倉
駅新幹線口のにぎわいづくりに寄与していきます。

北九州市漫画ミュージアム普及事業 順調 大変順調 市民文化スポーツ局  25

市民体育祭 順調 順調 市民文化スポーツ局  26

生涯スポーツ振興事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  27

総合型地域スポーツクラブ育成・支援事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  28

障害者スポーツ振興事業 順調 順調 保健福祉局  53

　施策の成果指標である市民体育祭などのスポーツ大会等参加人数について
は、一部事業が雨天等で中止となりましたが、ほぼ目標どおりの人数が参加
し、概ね順調に推移しています。前年度に比べて参加人数も増加しており順
調です。
　また、施策を構成する各事業の活動・成果状況も、イベントでの競技数や
各種大会開催数の確保・増加に努め、多くの市民が参加し、スポーツに対す
る興味・関心を高めてもらえる機会を確保しました。また、総合型地域ス
ポーツクラブの会員数増加のため、広報・ＰＲ強化に加え、交流事業や勉強
会を定期的に開催する等、人材育成による指導者の充実にも努めました。
　今後も、事業効果は維持しつつ、経費削減の可能性について検討を続け、
効率的で効果的な運営を行っていきます。

　障害者スポーツ教室参加者数は昨年を上回る実績をあげました。また障害
者スポーツ大会の参加者についても、昨年以上の実績をあげることができ、
順調に推移していると考えます。
　今後も、スポーツに親しめる環境づくりとともに、障害者の体力の維持・
向上や機能回復、社会参加の促進を図っていくため、継続して事業を推進し
ていきます。

　美術館のコレクション展の観覧者数はやや目標を下回ったものの、入館者
数は目標人数を２割上回り、博物館については、目標人数を７割以上上回る
など、目標値を大幅に超える実績を達成することができ、大変順調です。
　施策を構成する事業の活動状況も、美術館、博物館ともに誘客力の高い展
覧会（企画展・特別展）の開催や展示演出が効果的であったと考えられま
す。
　今後も、魅力ある企画展や特別展の開催等により一層の入館者数の確保を
目指すとともに、美術・文化の振興、学術文化の発展を推進していく必要が
あると考えます。

　施策の成果指標のうち「ふれあいフェスタ参加者の満足度」は極めて高
く、文化体験を通してこどもの豊かな情操を養うことができたと考えます。
「CCA北九州事業参加者数」は、目標値を下回ってはいますが、１回あたりの
参加者では増加しています。
　今後も、地域文化団体やこれまで培ってきたアーティスト等との連携を図
りつつ、交流事業や育成事業、普及事業、教育事業を実施することで芸術文
化を広く市民に浸透させていきます。
　なお、「ノンフィクション文学賞」については、市内からの応募割合は前
年度に比べて上がってはいるものの、学校単位での応募の減少や全国規模で
の応募ブロック数の減少等により、目標に達しませんでした。
　しかし、全国各地の子どもたちから、９００編近い作品をご応募いただ
き、応募作品の質が向上しており、審査員からも高い評価を受けています。
　「子どもノンフィクション文学賞」の成果指標については、市内の応募数
の増加を図るとともに全国への周知にも努めていくという事業の方向性と連
動したものを設定する必要があり、今後、再検討する必要があると考えま
す。
　今後も、全国の子どもたちへ、この文学賞を広く発信していくことで、文
化の担い手の育成に大きく貢献していきます。

　成果指標のうち「イベントの実施」については、定期演奏会等のコンサー
トを実施し、文化水準の向上や個性ある地域文化の振興、市民の文化芸術活
動促進を図ることができました。補助事業の件数としては減少しています
が、限られた予算の中で、市民の自主的な活動に対して効果的な助成を行う
ことができたと考えます。
　また、施策を構成する事業の活動・成果状況も順調で、今後も引き続き効
果的な広報に努めていきます。
　これらの助成制度は、積極的に文化活動を展開している文化団体等の、市
民レベルでの芸術・文化活動を支えているため、文化水準の向上や個性ある
地域文化の振興のためにも、今後とも継続することが必要だと考えます。

　H25年度の出演回数は147回で、ほぼ目標どおりの数値であり、観覧者から
も高評価を得ています。また、音楽隊ホームページのアクセス件数は29,009
件であり、ここ数年30,000件前後で推移しており、音楽隊の活動に対する市
民の関心は、引き続き高いものと判断できます。また、警察音楽隊との合同
演奏についても目標回数を達成しており、順調に事業が推進しているといえ
ます。
　市主催の式典や消防の各種行事に出演することで市民参加向上の役割を担
うとともに、音楽隊の演奏やカラーガード隊の演技を通じて、市のＰＲ活動
や防火・防災啓発活動が大変順調に行われている状況です。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

国際・全国大会等の開催数
19回

（H21年度）
19回

（H25年度）
19回 30回

大型スポーツイベント（自主事業）の参加人数
4,644人

（H22年度）
3,000人

（H28年度）
3,000人 3,222人

ギラヴァンツ北九州の市民認知度
88％

（H24年度）
90％以上

（H28年度）
90% 89%

ギラヴァンツ北九州主催試合の平均入場者数
4,051人

（H23年度）
6,500人以上
（H28年度）

4,000人 3,175人

スポーツ観戦率
19％

（H24年度）
40％以上

（H32年度）
25% 24%

年間利用者数
140,000人

（H24年度）
190,000人

（H30年度）
－ －

戸畑Ｄ街区スポーツ施設整備事業の進捗率
0.1％

（H23年度）
100％

（H30年度）
6.0% 6.0%

３ 活発な市民活動を促進する環境づくり
（１） 地域活動の促進

地域総括補助金を導入したまちづくり協議会数
120団体

（H23年度）
136団体

（H30年度）
129団体 128団体

住民主体の新たな地域づくりが活発に行われている
状態

－ － － －

市民センター１館あたりの利用者数
38,000人

（H20年度）
41,000人

（H25年度）
41,000人 40,000人

市民センターにおけるコミュニティ活動の参加人数
（延べ）

1,570千人
（H20年度）

1,774千人
（H25年度）

1,774千人 1,935千人

地域づくり活動へ肯定的な考えの市民の割合（意
識）

75.4％
（H23年度）

85％
（H27年度）

80% 80.1%

地域づくり活動への参加者の割合（行動）
40.5％

（H23年度）
46％

（H27年度）
43% 42.0%

（２） ＮＰＯ・ボランティア活動の促進

新規設立ＮＰＯ法人数（累計）
18法人

（H24年度）
75法人

（H28年度）
30法人 31法人

市民活動サポートセンター利用者数（単年度）
18,362人

（H20年度）
24,000人

（H28年度）
21,000人 22,935人

ＮＰＯ公益活動支援事業補助金の交付件数（累計）
15件

（H21年度）
60件

（H28年度）
42件 52件

成果発表会の参加人数（累計）
26人

（H22年度）
330人

（H28年度）
180人 199人

ＮＰＯ、企
業、研究機
関などとの
連携の構築

市民文化ス
ポーツ局

市民活動団体等に対する補助金交付件数（累計）
38件

（H21年度）
273件

（H28年度）
183件 182件 B

自治会・町
内会への加
入促進

B
市民文化ス
ポーツ局

ＮＰＯ・ボ
ランティア
活動の支援

B
市民文化ス
ポーツ局

市民主体の
地域づくり
の促進

B
市民文化ス
ポーツ局

地域コミュ
ニティ施設
の活用・運
営

B
市民文化ス
ポーツ局

スポーツを
通したにぎ
わいづくり

C
市民文化ス
ポーツ局

スポーツ施
設の整備

B
市民文化ス
ポーツ局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

国際大会・全国大会等スポーツ開催 順調 順調 市民文化スポーツ局  29

ギラヴァンツ北九州支援事業 やや遅れ 順調 市民文化スポーツ局  30

ホームタウン推進事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  31

戸畑D街区スポーツ施設整備事業 - 順調 市民文化スポーツ局  32

地域総括補助金 順調 順調 市民文化スポーツ局  33

住民主体の地域づくりの促進 順調 順調 市民文化スポーツ局  34

市民センターの充実 順調 順調 市民文化スポーツ局  35

自治会･町内会活性化の促進 順調 順調 市民文化スポーツ局  36

ＮＰＯ・ボランティア活動促進事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  37

ＮＰＯ公益活動支援事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  38

　施策の成果指標は、ほぼ達成しました。幅広い分野からの活動補助申請が
あり、地域課題の解決につながる公益性の高い事業が全市的に実施されてい
ると考えます。
　また、施策を構成する事業の活動・成果状況も、地域に密着した市民活動
団体等への補助や成果の公開・広報ともに順調です。
　今後も、地域住民相互の交流促進や地域の特性を活かした活動等、市民主
体の新たなまちづくりを支援していきます。

まちづくりステップアップ事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  39

　地域活動への参加意識や活動への参加者の割合は概ね目標に達しています
が、前年度と比べ数値が減少しています。引き続き、北九州市自治会総連合
会と連携しながら、自治会活動の広報や子ども、現役世代等、世代に応じた
働きかけを行うとともに、加入促進活動に取り組む単位自治会への補助等、
地域の実情に応じた支援を行い、自治会･町内会の加入促進や活性化を図りま
す。

　施策の成果指標のうち「新規設立NPO法人数」は、目標値を上回り、新たに
13団体が設立されました。「市民活動サポートセンター利用者数」について
も、目標を上回る達成状況です。また、「NPO公益活動支援事業補助金」につ
いては、NPOの専門性や先駆性が活かされた、地域の課題解決につながる公益
性の高い事業を採択し、市民福祉の向上にも成果をあげることができまし
た。
　施策を構成する事業の活動・成果状況も、積極的な広報活動により、補助
申請件数が増加するなど、市民活動の活性化に大きく寄与しています。
　今後も、市民活動のさらなる促進を図るため、NPOが専門性を発揮して行
う、意欲的で先進的な取り組みや、NPO等と市の協働による様々な地域課題解
決の取り組みを支援していく必要があると考えます。

　まちづくり協議会において、地域総括補助金の導入や、地域の課題解決の
取組みである地域カルテづくり事業の実施は順調に進んでいます。また、ま
ちづくり協議会の事例報告会への参加の働きかけなどにより、まちづくり協
議会を中心にした地域活動の取り組みの気運を高めています。
　今後も、区役所コミュニティ支援課と連携しながら、地域の実情に応じた
働きかけを継続的に行い、新たな地域課題解決に向けた取り組みを支援する
等、住民主体の地域づくりを促進します。

　市民センター１館あたりの利用者数は、前年度実績をやや下回りました
が、年間約4万人の方に利用いただいています。また、コミュニティ活動への
参加人数は目標値を上回っており、地域活動は活発に行われています。
　さらに、市民センターの整備についても、地元調整に十分時間をかけなが
ら改修工事を行っており、概ね順調に進んでいます。
　今後も、老朽化対策やバリアフリー化やアセットメネジメントを踏まえた
ハード面の整備とともに、タイムリーな情報発信や館長の資質向上などソフ
ト面の充実を図り、住民にとって使いやすい市民センターづくりに努めてま
いります。

　施策の成果指標のうち、昨年度は市制50周年ということもあり西日本産業
貿易コンベンション協会・各競技団体の協力を得ることで全国大会等のス
ポーツ大会開催数は増加しました。特に、市制50周年記念事業である全国高
校総体など大規模な大会が実施できました。
　また、ギラヴァンツ北九州の市民認知度とスポーツ観戦率については、わ
ずかに目標値を下回りましたが、前年度実績を上回ることができ、目標達成
に向けて着実に進んでいます。
　しかし、ギラヴァンツ北九州主催試合の平均入場者数は、最終目標数とそ
の年度を考慮すれば、若干遅れている状況であると考えます。
　施策を構成する各事業については、活動状況は概ね良好ですが、引き続
き、主に「みる」分野での活動に力を入れていく必要があると考えます。
　今後も、この状況をふまえ、多くの市民がスポーツを「みる」機会を整
え、スポーツに親しむきっかけづくりに継続的に取り組んでいく必要がある
と考えます。

　施策の成果指標として設定している、施設完成後の利用者数については、
現時点では整備途中であるため評価できません。
　戸畑Ｄ街区スポーツ施設整備事業の進捗率は、実施設計の策定と、敷地内
の建物の解体を予定どおり完了しました。H26年度からの建築工事着手、H28
年度の完成を目指し順調に進捗しています。
　戸畑区内に点在し、老朽化したスポーツ施設を集約することで、効率的な
運営を進めるとともに、スポーツ環境の充実を目指し、市民の観光増進や地
域の活性化を図っていきます。
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(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（３） 多様な地域主体と行政との協働促進

広報室
意見交換、アンケート等による市民の意見の把握及
び市民の市政への参画意識の向上

－

意見交換、アン
ケート等による
市民の意見の把
握及び市民の市
政への参画意識

の向上

単年度目標設定
なし

－ B

総務企画局 市民が主役の自治（市民自治）の確立 －
市民が主役の自
治（市民自治）

の確立

単年度目標設定
なし

－ B

市民文化ス
ポーツ局

NPOとの協働についての研修への参加者数（累計）
203人

（H22年度）
700人

（H28年度）
400人 536人 B

新規設立ＮＰＯ法人数（累計）
18法人

（H24年度）
75法人

（H28年度）
30法人 31法人

市民活動サポートセンター利用者数（単年度）
18,362人

（H20年度）
24,000人

（H28年度）
21,000人 22,935人

NPOとの協働についての研修への参加者数（累計）
203人

（H22年度）
700人

（H28年度）
400人 536人

市の入札参加資格業者（物品等供給業者）に対する
評価の対象となった事業者の割合

－ 前年度以上
前年度（23％）

以上
22%

市の入札参加資格業者（建設工事業者）に対する評
価の対象となった事業者の割合

－ 前年度以上
前年度（30％）

以上
34%

子ども家庭
局

子育て中の労働者で仕事と生活の両立が図られてい
ると感じる人の割合

30.3％
（H23年度）

前年度比
増加

前年度
（29.8％）

比増加
28.2% B

Ⅳ いきいきと働く
１ 高付加価値産業の創出

（１） 地域企業が元気に活動し続ける環境整備

地域企業の
ビジネス展
開を推進す
る組織横断
的な体制の
整備

産業経済局
地域企業のビジネス展開を推進する組織横断的な体
制の整備による雇用創出数

3人
（H25年度）

135人
（H27年度）

単年度目標設定
なし

3人 B

市民参画と
協働のため
の仕組みづ
くり

市民との協
働を推進で
きる市役所
づくり

B
市民文化ス
ポーツ局

B契約室

企業の地域
活動への参
画促進
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　昨年度より参加者数が減少したものの、市民の関心の高いテーマについて
開催しており、順調と考えています。
　タウンミーティング（対話集会）は、市民のまちづくりへの参画や市民と
の協働を進めるために必要な事業であり、政策決定における情報公開や率直
なご意見を伺うことができる貴重な機会です。
　今後も政策課題について市民との意見交換を行うことにより、協働による
まちづくりに取り組みたいと考えています。

タウンミーティング開催事業 順調 順調 広報室  1

　「北九州市自治基本条例」に対する理解を深めるため、中学生向け副読本
の配布や市の新規採用職員向けの研修など計画実施しており、市民が主役の
自治の確立に向けての取組みが進んでいると考えられますので、評価は順調
と判断します。

北九州市自治基本条例推進事業 順調 順調 総務企画局  13

　施策の成果指標については、研修への参加者数が、目標を上回るととも
に、実際に、研修に参加した団体同士のネットワーク化が図られ、協働につ
ながった例もあり、順調です。
　また、施策を構成する事業の活動・成果も順調で、NPO、地域、市職員等
様々な主体が参加する研修等の開催により、協働推進に必要な人材育成に努
めています。
　今後も、より良い協働事業の実現のため、各団体のネットワーク構築や
コーディネート力を発揮するための研修などを通して、協働によるまちづく
りのための相互理解を深めていく必要があります。その上で、まちづくりの
重要な担い手であるＮＰＯとのパートナーシップを積極的に推進し、地域課
題の解決に取り組んでいきます。

「ＮＰＯとの協働によるまちづくり」人材育成事
業

順調 順調 市民文化スポーツ局  40

ＮＰＯ・ボランティア活動促進事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  41

「ＮＰＯとの協働によるまちづくり」人材育成事
業

順調 順調 市民文化スポーツ局  42

　本施策では、企業の地域活動への参画を促進するため、従業員の地域・ボ
ランティア活動への参画促進にもつながるワーク・ライフ・バランス（仕事
と生活の調和）に優れた実績を持つ企業を表彰・ＰＲしています。
　「北九州市ワーク・ライフ・バランス推進協議会」を中心に企業向け講演
会の開催やアドバイザーの派遣、11月の推進キャンペーンを中心に、市民や
企業等へワーク・ライフ・バランスの取組みを働きかけた結果、北九州市
ワーク・ライフ・バランス表彰受賞者数や推進アドバイザー派遣回数が増加
したことから、順調としました。

ワーク・ライフ・バランス推進事業 順調 順調 子ども家庭局  36

　本施策では、地域経済や雇用を支える地域企業が本市で元気に産業活動を
続けられる状態を目指して、日常的に地域企業との情報交換を密にするとと
もに、市役所組織横断的な体制を構築し、環境整備を進めています。
　平成25年4月に「地元企業支援本部」を設置、平成25年度は6回開催し、
「地元製品まちかどショールーム事業」や、地元製品の利活用に関して、関
係局で協議を行っています。また、市内企業との交流会、立地企業との情報
交換会や、市内企業への訪問を定期的に行い、企業ニーズの把握に努めてい
ます。これらのことから、順調であると考えています。

　施策の成果指標のうち「新規設立NPO法人数」は、目標値を上回り、新たに
13団体が設立されました。「市民活動サポートセンター利用者数」と「協働
研修への参加者数」についても、目標を上回る達成状況です。例年実施して
いるセミナーに加えて、法人運営に関する基礎知識習得のための説明会を開
催したことにより、既存法人の組織や活動の強化に繋がっていると考えま
す。
　施策を構成する事業の活動・成果状況は、市民から要望があった対象を絞
り込んだ講座を追加開催する等、講座やセミナーの充実に努め、NPO、地域、
市職員等様々な主体が研修に参加することで、協働への関心の度合いが高ま
りつつあると考えます。
　多様化・複雑化する市民ニーズに対応しながら、地域の課題解決に取り組
んでいくためには、市とＮＰＯ・ボランティア等とのパートナーシップを積
極的に推進していくことが重要です。
　今後も、各主体が参加する合同セミナーの開催や、ネットワーク構築や
コーディネート力を発揮するための研修などを通して、協働によるまちづく
りを進めるための環境づくりに努めていきます。

　現時点では、子育て支援・男女共同参画、障害者雇用、環境配慮、防災活
動の分野で社会的責任や社会貢献度の評価対象となった企業は、全体の割合
から見れば、延べ４，９９１社に対し、１，３２６社で２７％です。平成２
４年度（２６％）より１％増です。
　物品等供給業者の評価対象企業の割合は平成２４年度（２３％）より１％
減の２２％でしたが、建設工事業者の評価対象企業の割合は３４％と平成２
４年度（３０％）より４％増です。
　企業の地域活動への参画促進を図るため、今後においても、この制度を継
続して行います。
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商談成約に至った企業割合の向上
67％

（H22年度）
60％

（毎年）
60% 44.4%

製品化・実用化の割合
67％

（H18年度助成
実施分）

65％以上
（5年後）

－
45％

H20年度助成
分・5年経過後

利用者アンケートによる満足度（窓口相談）
81％

（H22年度）
90％

（毎年）
90% 95%

利用者アンケートによる満足度(専門家派遣）
96％

（H25年度）
90％

（毎年）
90% 96%

市内インキュベーション施設の卒業企業数（件数は
累計）

62社
（H20年度）

92社
（H25年度）

92社 90社

売上高1億円企業の輩出数
1社

（H25年度）

1社
（H25年度まで

毎年）
1社 1社

環境局 エコプレミアム選定件数（単年度）
累計178件

（H16～23年
度）

累計200件
（H27年度）

10件
（単年度）

10件
（単年度）

B

産業経済局 支援対象となる地元企業製品の認知度向上

基礎となるアン
ケート調査を実

施
（H25年度）

市民認知度が
20％以上

（H27年度）

基礎となるアン
ケート調査を実

施
目標どおり実施 B

中小企業からの助成金申請件数
11件

（H25年度）
15件

（単年度）
15件 11件

製品化・実用化成功テーマ数（累計）
40件

（H25年度）
46件

（H27年度）
40件 40件

「先導的低炭素化技術研究戦略指針」に基づく重点
プロジェクト実施件数

5件
（H25年度）

10件（累積）
（H27年度）

2件 5件

医療・介護分野の助成金申請件数
10件

（H25年度）
10件

（単年度）
10件 10件

新たに研究開発に取組む企業を支援した数
74件

（H23年度）

93社（累積）
（H23年度～H25

年度）
31社 65社

（２） 高付加価値ものづくりクラスターの形成

産業経済局 パーツネット北九州会員数
57社

（H21年度）
91社

（H28年度）
70社 86社 A

臨海部産業用地への企業立地件数
5件

（H21年度）
累計34件

（H25年度）
6件

3件
（累計23件）

企業訪問件数
360件

（H23年度）
－ 400件 515件

我が国を
リードする
ロボット産
業拠点の形
成

産業経済局 ロボット導入企業件数
3件

（H25年度）

18件
（H25～H27年

度）
3件 3件 A

地元製品・
サービスの
利活用の推
進

地元企業の
高度化・新
製品開発支
援

A産業経済局

次世代自動
車産業拠点
の形成

C港湾空港局

中小企業の
競争力向上

B産業経済局

ベンチャー
企業の創
出・育成

A産業経済局
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PDCA

チェックシート
番号

ビジネスチャンス拡大支援事業 順調 順調 産業経済局  12

中小企業技術開発振興助成金 やや遅れ 順調 産業経済局  13

中小企業支援センター特定支援事業 大変順調 順調 産業経済局  14

ベンチャー総合支援事業 順調 大変順調 産業経済局  15

　本施策では、市内で生産されている環境配慮型製品や環境負荷低減に寄与
するサービスを「北九州エコプレミアム」として選定し、広くPRを行うこと
により、販売促進を支援しています。
　エコプレミアム選定件数は、年度目標の10件に達しており、平成25年度ま
でにエコプロダクツ146件、エコサービス35件、合計181件選定など、最終目
標である200件に向けて順調に推移しています。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

新規環境産業創出事業（北九州エコプレミア
ム産業創造事業）

順調 順調 環境局  8

　本施策では、地元製品の認知度を向上することで、販路拡大を実現し、事
業継続性や競争力の強化が図られることを目指して、身近な場所での展示会
や、案内板の設置など、地元製品をターゲットに、認知度や売上げの向上を
図るPR活動を進めています。
「地元製品街かどショールーム」等を活用した支援を行った結果、出展7社
中、3社の企業から効果があったとの反応があっています。また、今度、市民
の認知度向上を図る基礎となるアンケート調査も実施したところです。これ
らのことから、順調であると考えています。

地元製品街かどショールーム事業 順調 順調 産業経済局  16

産学官連携研究開発推進事業 順調 順調 産業経済局  17

新成長戦略推進のための研究開発プロジェ
クト事業

順調 順調 産業経済局  18

新産業創出研究開発強化事業 大変順調 順調 産業経済局  19

　本施策では、地元企業の自動車産業への新規参入や取引拡大を図ることに
より、地域経済の活性化及び市民所得の向上を目指して、自動車メーカーや
部品サプライヤーのニーズや取り組みを捉え、地元企業の技術力等の積極的
な情報発信を行いながら、ビジネスマッチングの機会拡大を進めています。
　円安傾向の継続に伴う部品の国内回帰の機運が高まったことを好機に、自
動車メーカーでの展示商談会、大手部品メーカーとのマッチングなどに積極
的に取り組んだことが評価され、パーツネット北九州の会員数も大幅増と
なっていることから、大変順調であると考えています。

自動車産業新規参入・取引拡大支援事業 大変順調 順調 産業経済局  20

企業誘致活動事業 やや遅れ 順調 港湾空港局  5

　本施策は、ロボット導入により生産性の向上を実現し、地元企業のものづ
くり力（競争力）が強化されることを目指して、産業用ロボットメーカーの
協力を得ながら、導入支援補助金の交付や、補助金の交付を受けた企業が生
産性向上を達成できるよう、きめ細かな支援を進めています。
　市内企業に対して、メールやチラシ、ホームページの活用、訪問により、
産業用ロボット導入支援補助金や産業用ロボット導入支援センターのＰＲを
行い、ロボット導入のメリットを普及しました。また、産業用ロボット導入
支援センターにおける研修講座の開催などを進めた結果、産業用ロボットを
導入し生産性向上を実現した企業が目標に達したことから、大変順調である
と考えています。

ロボットテクノロジーを活用したものづくり力
強化事業

大変順調 順調 産業経済局  21

　本施策では、市内の新産業の創出・育成とアジアの研究開発拠点の形成を
目指して、企業と大学の産学交流の促進や産学連携による研究開発を進めて
います。
　(公財)北九州産業学術推進機構による、産学交流の促進、研究会の運営、
プロジェクトの創出といった一貫した支援により、新たに研究開発に取り組
む企業の支援数は目標を大幅に上回り、「先導的低炭素化技術研究戦略指
針」に基づく重点プロジェクト実施件数等は目標を達成しています。これら
のことから、大変順調であると考えます。

　企業訪問件数については、港湾インフラを活用する企業等へ積極的に訪問
し、訪問件数は515件と目標を達成しましたが、臨海部産業用地への企業立地
件数については、単年度の達成率は50%であったものの、H25年度までに34件
という最終目標に対し、23件（約70%）の立地件数でした。
　企業の為替リスク耐性強化の流れが継続していることから、製造業の海外
進出が進み、日本国内での立地が困難であることが理由として考えられま
す。
　以上のことから、やや遅れとしました。

　本施策では、市内中小企業の自立的な発展と競争力向上を目指して、中小
企業支援センターにおける専門的かつ総合的な支援や、技術開発力の向上支
援による製品化・実用化、受注拡大のための販路開拓支援などを進めていま
す。
　中小企業支援センターにおける窓口相談、専門家派遣はほぼ目標どおりの
利用があり、利用者の満足度も高くなっています。技術開発支援による製品
化・実用化の割合は50％近い数字を維持しています。また、大規模展示会等
の出展支援を行い、出展9社中7社で成約が見込まれています。これらのこと
から、順調であると考えています。

　本施策では、急成長する可能性のある創業間もないベンチャー企業の創
出・育成を目指して、インキュベーションマネージャー（IM)による経営支
援、事業拡大のための助成やマーケティング調査などを進めています。
　IMは、15社の担当企業に対して、481回の訪問を行い、財務、販路開拓等、
積極的な支援業務を行いました。その結果、卒業企業数（累計）は概ね目標
を達成できており、売上高1億円企業も1社輩出できていることから、大変順
調であると考えています。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

素材・部材
産業

産業経済局 新たな雇用創出数（素材・部材）
210人

（H25年度）

855人
（H25～H27年

度）
285人 210人 B

航空機産業
の振興

産業経済局 航空機産業の生産拠点等の誘致
0件

（H25年度）

航空機産業の生
産拠点を誘致す

ること
（H27年度）

単年度目標設定
なし

－ B

シンポジウムの参加人数(単年度）
165人

（H24年度）

300人
（H26．H27年度

累計）
150人 171人

市内中小企業のデザイン賞受賞数
3件

（H23年度）
延べ15件

（H27年度）
3件 2件

（３） 戦略的な企業誘致による新たな成長産業の集積

産業経済局 新たな雇用創出数
535人

（H21年度）

2,100人
（H25～H27年

度）
700人 738人 A

臨海部産業用地への企業立地件数
5件

（H21年度）
累計34件

（H25年度）
6件

3件
（累計23件）

企業訪問件数
360件

（H23年度）
－ 400件 515件

効果的な優
遇制度、産
業基盤など
の充実

産業経済局 分譲率
67％

（H25年度）

分譲率
100％

（H30年度）
67% 67% A

人材供給、
住環境整備
などの立地
支援

産業経済局 インターンシップ参加者の地元就職率
累計32.1％
（H24年度）

累計25％
（H24～H28年度

の5年間）
累計25％ 累計22.2％ B

２ 商業・サービス産業・農林水産業の振興
（１） 地域の個性を活かした商業の振興

小倉地区商店街エリアの空き店舗率
8.3％

（H25年度）
7.0％

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

8.3%

黒崎地区商店街エリアの空き店舗率
20.9％

（H25年度）
18.0％

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

20.9%

小倉地区商店街エリアの歩行者通行量
143,239人

（H25年度）
149,855人

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

143,239人

黒崎地区商店街エリアの歩行者通行量
16,204人

（H25年度）
17,108人

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

16,204人

中心市街地
の商業振興

B産業経済局

知識サービ
ス産業の振
興

B産業経済局

成長性、経
済波及効果
の高い産業
の重点的誘
致

C港湾空港局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　本施策では、重点誘致産業である素材・部材の対象企業の本市への立地
（拡張・増設を含む）を促進することで、雇用の創出拡大を目指して、市外
企業の新規立地に向けた誘致活動及び市内企業の増設や事業拡張に向けた支
援を積極的に進めています。
　大型の立地案件が減少していますが、首都圏本部や名古屋大阪事務所との
連携を図り、誘致企業の新規開拓や市内外の企業訪問により、本市の優位性
や優遇制度を積極的にPRすることで、市外企業の新規立地及び市内企業の増
設や事業拡張につながったことから、順調であると考えています。

企業立地促進事業（素材・部材） 順調 大変順調 産業経済局  22

　本施策では、今後成長が期待される航空機産業の誘致促進と、裾野の広い
航空機産業への市内企業の参入を目指して、航空機製造メーカー等へのアプ
ローチや原料供給における環境整備、地元企業の参入支援等を進めていま
す。
　生産拠点の意思決定には長期間を要しますが、三菱重工業㈱から、MRJのフ
ライト関連のサブ拠点として北九州空港の活用を検討するとの発表があり、
誘致に向けた第一歩を踏み出すことができたことから、順調であると考えて
います。

航空機産業誘致促進事業 順調 順調 産業経済局  23

サービス産業振興事業 順調 順調 産業経済局  24

　本施策では、情報通信産業など、重点誘致産業の本市への立地（拡張・増
設を含む）を促進することで、雇用の創出拡大を目指して、市外企業の新規
立地に向けた誘致活動及び市内企業の増設や事業拡張に向けた支援を積極的
に進めています。
　大型の立地案件が減少していますが、首都圏本部や名古屋大阪事務所との
連携を図り、誘致企業の新規開拓や市内外の企業訪問により、本市の優位性
や優遇制度を積極的にPRすることで、市外企業の新規立地及び市内企業の増
設や事業拡張につながったことから、順調であると考えています。

企業立地促進事業 大変順調 大変順調 産業経済局  25

企業誘致活動事業 やや遅れ 順調 港湾空港局  6

　本施策では、企業誘致を促進し、産業振興と雇用の確保を目指して、産業
基盤の整備を進めています。
　造成工事の発生土を建設局が整備する緑地及び道路工事へ流用する計画に
なっているため、工事の時期等について、建設局と十分な協議を行いながら
整備を進めており、分譲率も目標を達成していることから、大変順調である
と考えています。

北九州空港跡地産業団地整備事業 順調 順調 産業経済局  26

　本施策では、地域の理工系学生の地元定着や、地域企業の技術系人材の確
保・育成と技術力・経営力の向上を目指して、産学官で構成する「北九州地
域産業人材育成フォーラム」に参画し、地域連携型インターンシップ等の事
業を進めています。
　インターンシップの実施企業数、参加人数ともに前年度実績を上回ってお
り、インターンシップ実施生の地元定着率は、地域理工系学生全体（例年
10％前後）と比較すると、数倍よい結果となっており、順調であると考えて
います。

地域産業人材育成事業 順調 順調 産業経済局  27

　本施策では、小倉地区及び黒崎地区の集客・交流拠点としての商業活性化
を目指して、「北九州市中心市街地活性化基本計画」に位置付ける商業活性
化に資する事業経費への一部補助や、官民一体の推進組織である「北九州市
中心市街地活性化協議会」の運営支援、事業効果を計るためのフォローアッ
プ調査などを進めています。
　平成25年度は、空き店舗率は後退しましたが、歩行者通行量が概ね前年並
みであったため、順調であると考えます。

　本施策は、市内サービス産業の競争力強化や、関係企業の売り上げ向上を
目指して、シンポジウムの開催や、勉強会の開催を通じて、生産性向上やデ
ザインに関する普及・啓発を行っています。
　シンポジウムは、171人が参加し生産性向上の考え方の啓発や、参加者によ
る情報交換の場の提供を行いました。このシンポジウムへの参加をきっかけ
として、実際に異なる分野の企業間に新しいビジネスが生まれ、売上げの増
加や雇用の創出につながりました。
　デザインの振興については、10社がデザイン勉強会に参加するなど、デザ
インに意欲的に取り組む企業が増加しています。これらのことから、順調で
あると考えています。

　企業訪問件数については、港湾インフラを活用する企業等へ積極的に訪問
し、訪問件数は515件と目標を達成しましたが、臨海部産業用地への企業立地
件数については、単年度の達成率は50%であったものの、H25年度までに34件
という最終目標に対し、23件（約70%）の立地件数でした。
　企業の為替リスク耐性強化の流れが継続していることから、製造業の海外
進出が進み、日本国内での立地が困難であることが理由として考えられま
す。
　以上のことから、やや遅れとしました。
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主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

商店街・市場を週１回以上利用すると答えた人の割
合

24.5％
（H22年度）

30％
（H27年度）

単年度目標設定
なし

H27年度
調査予定

次代を担う
新しい商業
者の創出・
育成

産業経済局
商店街・市場を週１回以上利用すると答えた人の割
合

24.5％
（H22年度）

30％
（H27年度）

単年度目標設定
なし

H27年度
調査予定

B

（２） 国内潜在需要に対応したサービス産業の振興

健康・生活産業での新たなサービス事業の事業化に
よる雇用創出数

7人
（H23年度）

累計10人
（H27年度）

5人 11人

健康・生活産業の創出に向けた取組み実績（イベン
ト・セミナー等への来場者数）

1,080人
（H23年度）

3,000人
（H27年度）

3,000人 2,353人

健康・生活産業での新たなサービス事業の事業化に
よる雇用創出数

7人
（H23年度）

累計10人
（H27年度）

5人 11人

健康・生活産業の創出に向けた取組み実績（イベン
ト・セミナー等への来場者数）

1,080人
（H23年度）

3,000人
（H27年度）

3,000人 2,353人

e-PORT関連（データセンター、情報倉庫など）の売
上高

21億円
（H23年度）

25億円
（H27年3月）

24億円 87.26億円

高度ＩＣＴ人材育成事業で育成する人材数
85人

（H23年度）
500人（累計）
（H27年3月）

100人 101人

シンポジウムの参加人数(単年度）
165人

（H24年度）

300人
（H26．H27年度

累計）
150人 171人

市内中小企業のデザイン賞受賞数
3件

（H23年度）
延べ15件

（H27年度）
3件 2件

サービス産業専門家育成道場の受講者人数(単年
度）

27人
（H25年度）

延べ70人
（H27年度）

20人 27人

（３） 農林水産業の振興

６次産業化の取組による雇用増
0人

（H25年度）
3人

（H27年度）
0人 0人

展示商談会出展における商談成立件数
1件

（H25年度）
5件

（H27年度）
1件 1件

直売所等の販売額
14億円

（H23年度）
15億円

（H27年度）
15億円 14.7億円

整備後に新たに行う野菜の作付け面積累計 -
4.8ha

（H31年度）
- -

市内で新規に就農した者
4件

（H21年度）
20件

（H27年度）
12件 12件

所得目標を達成した認定農業者の割合
5.8％

（H23年度）
20％

（H27年度）
14% 5.4%

地元産品の
６次産業化
などビジネ
ス化の推進

A産業経済局

農林水産業
の生産基盤
の整備や担
い手の育成

B産業経済局

サービス産
業の高付加
価値の推進
及び情報通
信産業の集
積

A産業経済局

サービス産
業への支援
の充実

B産業経済局

高齢者を中
心とした健
康・生活支
援ビジネス
の推進

A産業経済局

ソーシャル
ビジネス創
出の支援

A産業経済局

がんばる商
店街への支
援

B産業経済局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

商店街活性化計画づくり支援事業 やや遅れ やや遅れ 産業経済局  28

商店街賑わいづくりスタート支援事業 順調 順調 産業経済局  29

　本施策では、商業者、商店街組合等の経営力の向上を目指して、販促ノウ
ハウなどの商業セミナー等の実施を進めています。
　実践あきない塾では、多くの小売・サービス業の事業者から現在の経営課
題の解決方法を学ぶことができたと高い評価をいただいており、積極的な姿
勢で経営に取り組む企業の増加に寄与できたと考えています。また、経営者
等交流促進では、研修や講演会、視察等を通じ、交流の輪がさらに拡大しま
した。これらのことから順調であると考えています。

商業人材育成事業 順調 順調 産業経済局  30

いきいき健康生活応援！新サービス創出事
業

大変順調 大変順調 産業経済局  31

いきいき健康生活応援！新サービス創出事
業

大変順調 大変順調 産業経済局  32

情報産業振興事業 順調 順調 産業経済局  33

サービス産業専門家育成事業 順調 順調 産業経済局  34

サービス産業振興事業 順調 順調 産業経済局  35

６次産業化推進事業 順調 順調 産業経済局  36

地産地消・学校給食推進事業　（地産地消の
推進）

順調 順調 産業経済局  37

高野地区ほ場整備事業 - 順調 産業経済局  38

人づくり担い手育成対策事業 順調 順調 産業経済局  39

　本施策では、農林水産業の6次産業化や、市内農林水産物の消費拡大によ
り、農林漁業者の経営安定化や雇用の増加を図るため、シンポジウム等の開
催による6次産業化の機運醸成、新商品開発・販路開拓支援、さらには市内産
農林水産物や直売所、地産地消サポーターのPRなどを進めています。
　6次産業化の推進については、展示商談会の出展支援により、商談継続中の
案件が複数出てきており、今後の販路拡大が見込まれます。また、地産地消
の推進については、直売所等の販売額はおおむね目標額の水準で推移してい
ます。これらのことから、大変順調であると考えます。

　本施策では、本市の農業生産額の増加や、農業従事者の高齢化や後継者不
足が進む現状の緩和を目指して、農業の生産基盤としてのほ場整備や営農組
織や認定農業者への活動支援などを行い、農業分野における担い手の育成・
確保を進めています。
　ほ場整備については、小倉南区高野地区において25年度（第1期）分工事が
竣工しています。また、担い手の育成・確保については、市内で新規就農し
た者については目標を達成していますが、所得目標を達成した認定農業者の
割合については近年の燃油価格高騰や資材費の上昇により、農家全体の状況
が厳しい中、横ばいを維持しています。これらのことから、順調であると考
えています。

　本施策では、市内の情報産業の振興による地域経済の活性化や、情報通信
技術を活用した市民・企業の利便性向上を目指して、北九州e-ＰＯＲＴ構想
を紹介するための展示会出展や、ＩＣＴを利活用したサービスの検討、高度
なＩＣＴ人材の育成などを進めています。
　e-PORT関連の売上高は、平成24年度より、未把握のデータセンター分も加
算され、大幅に増加しました。また、人材育成事業も順調に実績を上げてい
ることから、大変順調であると考えています。

　本施策は、市内サービス産業の競争力強化や、関係企業の売り上げ向上を
目指して、シンポジウムの開催や、勉強会の開催を通じて、生産性向上やデ
ザインに関する普及・啓発やサービス業を支援する専門家の育成を行ってい
ます。
　シンポジウムについては、171人が参加し生産性向上の考え方の啓発や参加
者による情報交換の場の提供を行いました。デザインの振興については、10
社がデザイン勉強会に参加するなど、デザインに意欲的に取り組む企業が増
加しています。また、サービス産業の現場で、業務の改善や接客の向上な
ど、生産性向上の取り組みなどを指導できる人材を育成しました。これらの
ことから、順調であると考えています。

　本施策では、「生活支援関連サービス産業」を育成することで、新たなビ
ジネスを創出し、新たな雇用や市民所得の向上を図るため、事業化に必要な
費用の一部助成や、イベント・セミナー等を行っています。
　助成事業では、3件に助成を行った結果、予定を上回る雇用の創出など、具
体的な成果が現れました。この他、国事業の活用により30名の雇用も創出で
きました。また、セミナーは、2,000人を超える参加者があり、多くの企業の
皆様に、情報交換やビジネスマッチングの場を提供することができました。
　これらのことから、大変順調であると考えています。

　本施策では、「生活支援関連サービス産業」を育成することで、新たなビ
ジネスを創出し、新たな雇用や市民所得の向上を図るため、事業化に必要な
費用の一部助成や、イベント・セミナー等を行っています。
　助成事業では、3件に助成を行った結果、予定を上回る雇用の創出など、具
体的な成果が現れました。この他、国事業の活用により30名の雇用も創出で
きました。また、セミナーは、2,000人を超える参加者があり、多くの企業の
皆様に、情報交換やビジネスマッチングの場を提供することができました。
　これらのことから、大変順調であると考えています。

　本施策では、商店街の活性化や地域コミュニティにおけるにぎわいとふれ
あいの創出を目指して、商店街が行う勉強会や活性化計画の策定、イベント
や情報発信等、活性化の取り組みに対する支援を進めています。
　商店街活性化計画については、3件の商店街活性化事業の取り組みが行われ
ました。また、商店街の賑わいについては、イベント事業4件、プレミアム付
商品券発行支援事業2件の事業が行われました。いずれの事業も、国や県等の
補助制度を活用し、効率的に事業を進めています。これらのことから、順調
であると考えています。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

竹林の伐採面積
3.57ha

（～H23年度）
103ha

（H27年度）
26ha 23ha

市内水産物の年間漁獲量（集計は1～12月で行って
います）

4,252t
（H22年)

4,800t
（H25年）

4,800t

H26年11月公表
予定

（H24年実績
3,841ｔ）

農林水産業
と市民との
交流

産業経済局 総合農事センター入場者数
311千人

（H17～H21年度
平均）

340千人
（H26年度）

335千人 305千人 B

市内水産物の年間漁獲量（集計は1～12月で行って
います）

4,252t
（H22年)

4,800t
（H25年）

4,800t

H26年11月公表
予定

（H24年実績
3,841ｔ）

農産物の安全安心確保（農業者による農薬使用状況
の記帳割合）

20%
（H21年度）

100％
（H26年度）

100% 75%

３ 多様なニーズに対応した人材育成と就業支援の推進
（１） 多様な人材の育成と確保

キタキュー就職ナビの掲載企業数
112社

（H23年度）
150社

（H27年度）
100社 130社

企業見学バスツアー参加校数
3校

（H23年度）
11校

（H27年度）
5校 5校

Ｕ・Iターン就職者数
104人

（H21年度）
110人

（H27年度）
110人 145人

Ｕ・Iターン就職者数
104人

（H21年度）
110人

（H27年度）
110人 145人

各講座を修了した人数 －
講座定員の8割
の就業者数
（H27年度）

132人 132人

就職に結びついた人数 －
修了者のうち4
割の就職者数
（H27年度）

53人 57人

就職決定者数
1,049人

（H23年度）
1,200人

（H27年度）
1,200人 1,185人

潜在的有資格者就労支援事業及び介護人材就労サ
ポート事業参加者の就職率

37％
（H23年度）

30％
（H26年度）

30% 40%

介護サービス従事者研修受講者数
3,643人

（H21年度）
4,000人

（H26年度）
4,000人 2,895人

（２） 若者・女性・中高年齢者・障害のある人などの就業支援

就職決定者数
1,049人

（H23年度）
1,200人

（H27年度）
1,200人 1,185人

各講座を修了した人数 －
講座定員の8割
の就業者数
（H27年度）

132人 132人

就職に結びついた人数 －
修了者のうち4
割の就職者数
（H27年度）

53人 57人

福祉などの
分野におけ
る人材育成
の支援

B保健福祉局

若年者の就
業意識の啓
発や能力開
発・就職活
動への支援

A産業経済局

中小企業の
人材不足へ
の対応

A産業経済局

地域企業の
ニーズに
沿った人材
育成・確保
の促進

A産業経済局

環境に配慮
した農林水
産業の推進

B産業経済局

農林水産業
の危機管理
体制の確
立、防災機
能の強化

C産業経済局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

放置竹林対策事業 順調 順調 産業経済局  40

里海づくり推進事業 やや遅れ 順調 産業経済局  41

　本施策では、一般市民の市内農業の理解を深めるとともに、農業者の営農
上の課題解決を目指して、試験研究や展示栽培、園内の植栽の充実、園芸
等、各種講座の開催を進めています。
　春の天候不順などの影響もあり、入場者数は目標に達していませんが、中
学、高校生の職場体験の受入、園芸講座の開催、園内の植栽や情報発信の取
組みなどにより、30万人以上の入場者を維持していることから、順調と考え
ています。

総合農事センター管理運営事務 順調 順調 産業経済局  42

水産物供給基盤整備事業 やや遅れ やや遅れ 産業経済局  43

地産地消・学校給食推進事業　（農作物の安
全、安心の取組み）

やや遅れ 順調 産業経済局  44

集まれ若者！キタキュー就職促進事業 大変順調 大変順調 産業経済局  45

Ｕ･Ｉターン促進事業 大変順調 順調 産業経済局  46

Ｕ･Ｉターン促進事業 大変順調 順調 産業経済局  47

求職者を対象としたスキルアップ事業 順調 順調 産業経済局  48

若者ワークプラザ北九州運営事業 順調 順調 産業経済局  49

介護保険適正化事業（介護人材の育成及び
確保）

順調 やや遅れ 保健福祉局  54

若者ワークプラザ北九州運営事業 順調 順調 産業経済局  50

求職者を対象としたスキルアップ事業 順調 順調 産業経済局  51

　介護人材の就労支援における就職率については、ハローワークにおける一
般職業紹介の就職率を上回ることができました。一方で介護従事者に対する
研修では、業務の都合による当日キャンセルなどにより申込者に対する受講
率が減少しているため、受講率の改善に向けて、事業主や管理者に対し、介
護従事者の研修への積極的な参加について働きかけしていきます。

　本施策では、若年求職者、再就職を希望する求職者の就職促進を目指し
て、カウンセリング、講座の開催などの取組みを進めています。
　求職者の就職決定数も概ね目標を達成できており、大変順調であると考え
ています。

　本施策では、市内外の学生の地元企業への就職促進や、市内企業における
即戦力となる人材の確保を目指して、市内外の学生に対する地元企業情報の
提供やマッチングの機会の創出、Ｕ・Iターン就職の支援などの取組みを進め
ています。
　PR活動や就職者が多い高校へのアンケート調査などで、会員企業数、掲載
企業数、バスツアーへの参加校も目標数値を達成できています。また、専門
性の高いＵ・Iターン就職の希望者と企業のマッチングが困難な中、年間の
U・Iターン就職者数の目標数値を達成できています。これらのことから、大
変順調であると考えています。

　本施策では、市内企業における即戦力となる人材の確保や、若年求職者、
再就職を希望する求職者の就職促進を目指して、Ｕ・Iターン就職の支援や、
カウンセリング、講座の開催などの取組みを進めています。
　専門性の高いＵ・Iターンの就職希望者と企業のマッチングが困難な中、年
間のU・Iターン就職者数の目標数値を達成できています。また、求職者の就
職決定数も概ね目標を達成できています。これらのことから、大変順調であ
ると考えています。

　本施策では、森林景観の悪化や保水力低下の原因となっている放置竹林の
減少や、豊かな水産資源と生物多様性を持つ「里海づくり」を目指して、放
置竹林解消に向けた広報活動や竹林整備活動を行うボランティア等に対する
講習会、藻場の造成や種苗の放流などを進めています。
　「竹林の伐採面積」は県のモデル事業が採算に合わない等の事情で目標に
は達していないものの、これまでの年度と比較して整備面積は増加していま
す。また、　「年間漁獲量」についてはやや遅れが生じていますが、沿岸漁
業の年間漁獲量については全国的に減少している状況です。これらのことか
ら、順調であると考えています。

　本施策では、安全、安心な水産物の安定的供給や、安全な農産物の生産を
目指して、漁港の防波堤整備や市内農産物直売所での生産履歴（農薬使用履
歴）の提出状況調査、指導を進めています。
　成果目標の「年間漁獲量」についてはやや遅れが生じていますが、沿岸漁
業の年間漁獲量については全国的に減少している状況です。
　また、農薬の適正使用に関する活動は順調であり、農業者の意識も向上し
ていますが、成果目標である「農業者による農薬使用状況の記帳割合」は目
標を達成できていません。これらのことから、やや遅れであると考えていま
す。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

男女共同参画社会という言葉の認知度
68.9%

（H23年度）
80%

（H30年度）

H23年度
(68.9％)の水準

より増加

(H28年度調査予
定)

性別による固定的役割分担意識に肯定的な人の割合
38.7%

（H23年度）

H23年度
（38.7%）の水
準より減少
（H30年度）

H23年度
(38.7％)の水準

より減少

(H28年度調査予
定)

保健福祉局 障害者しごとサポートセンター利用者の就職件数
81件

（H22年度）
90件

（H29年度）
H24年度(88件)
の水準より増加

90件 B

産業経済局 高年齢者就業支援センターにおける延利用者数
9,907人

（H21年度）
10,000人

（H27年度）
10,000人 21,212人 A

４ にぎわいづくりの推進
（１） 北九州ブランドの創造

本市への愛着があると答えた市民の割合
49.5%

（H23年度）
75%以上

（H28年度）
59.7％ 47.4％

本市への誇りや自信があると答えた市民の割合
14.5%

（H23年度）
50%以上

（H28年度）
28.7％ 24.9％

本市が好きだと答えた市民の割合
43%

（H23年度）
75%以上

（H28年度）
55.8％ 40.3％

文学館企画展の入館者数
10,741人

（H23年度）
13,000人

（H25年度）
13,000人 13,211人

松本清張記念館企画展入場者の満足度
85％

（H22年度）
90％

（H25年度）
90% 85%

松本清張記念館の入館者数
58,187人

（H22年度）
60,000人

（H25年度）
60,000人 49,575人

（２） シティプロモーションの展開

本市への愛着があると答えた市民の割合
49.5%

（H23年度）
75%以上

（H28年度）
59.7％ 47.4％

本市への誇りや自信があると答えた市民の割合
14.5%

（H23年度）
50%以上

（H28年度）
28.7％ 24.9％

本市が好きだと答えた市民の割合
43%

（H23年度）
75%以上

（H28年度）
55.8％ 40.3％

本市が好きだと答えた市民の割合
43%

（H23年度）
75%以上

（H28年度）
55.8％ 40.3％

本市の魅力を思いつかない、無回答と答えた市民の
割合

16.8%
（H23年度）

5%以下
（H28年度）

12.0％ －

北九州市の認知度 －
都市イメージの

向上
単年度目標設定

なし
－

パブリシティ効果 －
パブリシティ効

果
単年度目標設定

なし
26.0億円

北九州フィルム・コミッションの市民への認知度 －

北九州フィル
ム・コミッショ
ンの市民への認

知度

60% 59.8%

地域経済への貢献（直接経済効果） －
地域経済への貢
献（直接経済効

果）
100,000千円 310,887千円

北九州を応
援する人の
ネットワー
クによる情
報発信

C総務企画局

都市イメー
ジの向上

B広報室

偉人・先人
の顕彰

B
市民文化ス
ポーツ局

戦略的なシ
ティプロ
モーション
の展開

C総務企画局

女性が活躍
する産業都
市づくりの
推進

B
子ども家庭
局

能力や意欲
を活かした
中高年齢者
や障害のあ
る人の就業
促進

北九州の魅
力づくり

C総務企画局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

男女共同参画センター及び勤労婦人セン
ター管理運営事業【女性活躍推進事業】

順調 順調 子ども家庭局  37

特別保育事業補助 順調 順調 子ども家庭局  38

　障害者しごとサポートセンター利用者の就職件数や福祉施設から一般就労
への移行件数については、職場開拓・職場定着に重点を置いた結果、前年度
を上回る実績をあげることができました。
　これらの取組みにより、障害のある方の雇用環境づくりは着実に進んでい
ると考えています。
　今後もさらに、精神障害や発達障害のある就職困難者への対応の強化など
に取り組んでいきます。

障害者就労支援事業 大変順調 順調 保健福祉局  55

　本施策では、就業を希望する高年齢者に対して、ワンストップできめ細か
な就業支援を実施することを目指して、高年齢者就業支援センターを拠点と
した総合的な就業支援を進めています。
　高齢化が進み、年金支給要件の変更などにより、就労ニーズが増加する
中、高年齢者就業支援センターとハローワークの窓口との間で、求職者の相
互誘導が拡充されるなど、国との連携がさらに強化され、高年齢者に対する
総合的な就業支援がより充実したものになり、実績が目標を大きく上回るな
どの成果が上がっており、大変順調であると考えています。

高年齢者雇用環境づくり事業 大変順調 大変順調 産業経済局  52

ブランド創造・シティプロモーション事業 やや遅れ やや遅れ 総務企画局  14

北九州市ミュージアム構想推進事業 やや遅れ 順調 総務企画局  15

文学館普及研究費 順調 順調 市民文化スポーツ局  43

松本清張記念館研究センター・普及事業 順調 順調 市民文化スポーツ局  44

ブランド創造・シティプロモーション事業 やや遅れ やや遅れ 総務企画局  16

北九州市ミュージアム構想推進事業 やや遅れ 順調 総務企画局  17

ブランド創造・シティプロモーション事業 やや遅れ やや遅れ 総務企画局  18

情報発信・取材協力事業 順調 順調 広報室  2

映像製作誘致強化事業 順調 順調 広報室  3

　アンケート調査において「本市が好きだ」と答えた方の割合が目標値まで
達しておらず、評価はやや遅れと判断しました。

　本施策は、本市の魅力や主要施策を広く紹介するとともに、メディアへの
露出を通じて、本市の認知度向上を図っていくうえで有効な事業であり、一
定の成果を挙げていることから順調と考えます。
　また、映画・TVドラマ等のロケ誘致は、ロケ隊の滞在を通じた地域経済へ
の貢献や市民参加を通じた「街のにぎわいの創出」、「郷土愛の醸成」にも
つながっています。
　今後も、様々なメディアを通じて積極的に事業に取り組んでいきます。

　施策の成果指標のうち、「文学館の入館者数」は、目標値を上回り順調で
す。「松本清張記念館」は、目標値を下回ってはいますが、前年度並みの入
館者数を維持しており、８５％の入場者が「（非常に）良い」と評価するな
ど満足度が高く推移しており、概ね順調です。
　また、施策を構成する各事業の活動状況も良好であり、企画展、講演会、
研究誌発行等の活動や効果的な広報活動を行って、質の高い文化に接する機
会の提供に努めています。
　今後も、魅力ある企画展・特別展等の開催を目指して、本市の文芸の振興
に功績のあった文学者を市内外に発信し、新たな研究・企画に取り組みま
す。

　アンケート調査において「本市への愛着がある」「本市への誇りや自信が
ある」「本市が好きだ」と答えた方の割合が目標値を下回っているため、評
価はやや遅れと判断しました。

　本施策では、就業支援講座の開催等により就職や再就職を目指すあらゆる
世代の女性のキャリアアップ、キャリア形成を支援しています。また、国の
助成制度を活用した企業託児への支援など、多様なニーズに対応した保育
サービスを提供し、子育てをする人が働きやすい環境づくりも進めていま
す。
　平成25年度には、新たに共働きをしながら子育てをする夫婦を支援する講
座を開催するとともに、男女共同参画に関する講座等を実施し、多くの方に
参加いただきました。また、講座内容を、女性の就業・キャリアアップ支援
に重点を置いたものとするなど、より効果的に実施することができました。
　延長保育や一時保育では、実施施設をともに4所増設したことに伴い、延長
保育では述べ17,925人が、一時保育では述べ23,908人が利用するなど、多様
化する就労形態や育児リフレッシュ等の対応として着実に事業を進め、女性
が働きやすい環境づくりを進めました。
　以上のことから、総合的に判断し、順調としました。

　アンケート調査において「本市への愛着がある」「本市への誇りや自信が
ある」「本市が好きだ」と答えた方の割合が目標値を下回っているため、評
価はやや遅れと判断しました。
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取組
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方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（３） 集客交流産業の振興

大規模MICE開催件数（九州規模以上）
183件

（H20年度）
180件

（H25年度）
180件 228件

大規模MICE参加者数（九州規模以上）
9.7万人

（H20年度）
16万人

（H25年度）
16万人 19万人

安定した旅行商品造成
151商品

（H25年度）
毎年度150商品

を造成
100商品 151商品

港湾空港局 クルーズ客船寄港回数
2回

（H23年度）
6回

（H32年度）
3回 5回 B

産業観光客数
263,178人

（H24年度）
50万人

（H27年度）
300,000人 259,457人

リノベーションスクールや各種講座の受講者数
160人

（H23年度）
累計800人

（H27年度）
160人 286人

リノベーションまちづくり事業を通じての新規創業
者・新規雇用者数

60人
（H23年度）

累計300人
（H27年度）

60人 64人

安全・安心なイベントの実施 － －
事故等のないイ

ベント運営
達成

北九州港内で開催されるイベントの来場者数
76万人

（H25年度）
82万人

（Ｈ32年度）
78万人 76万人

ホスピタリ
ティの向上

産業経済局 観光客に対する「おもてなし」の充実・向上
おもてなしの充

実・向上
おもてなしの充

実・向上
－ B

Ⅴ 街を支える
１ 都市の発展を支える拠点地区の整備

（１） 生活支援拠点の充実

住宅市街地総合整備事業における住宅供給支援戸数
（累計）

-
2,271戸

（H34年度）
1,760戸 1,760戸

学園都市にふさわしい地域拠点の形成 -
事業完了

（H37年度）
事業進捗率

34％
事業進捗率

31％

まちづくり
と連携した
商業機能の
活性化

建築都市局 市内の公共交通人口カバー率
80%

（H17年度）
80%

（H30年度）
H17年度調査結
果の80％を維持

80% B

（２） 都心・副都心の活性化

小倉地区商店街エリアの空き店舗率
8.3％

（H25年度）
7.0％

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

8.3%

小倉地区商店街エリアの歩行者通行量
143,239人

（H25年度）
149,855人

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

143,239人

建設局 小倉駅南北通路リニューアルの事業進捗率（小倉） －
100%

（H28年度）
5% 5% B

主な賑わいづくりイベント等の年間来場者数 -
年間延べ
150万人

150万人 166万人

保留床として売却する住宅戸数 -
100戸

（H29年度）
単年度目標設定

なし
-

保留床として売却する業務床面積 -
3,000㎡

（H29年度）
単年度目標設定

なし
-

B建築都市局

港湾空港局

生活支援施
設の立地誘
導や「街な
か」居住の
促進

B建築都市局

B産業経済局

都心のにぎ
わいづくり

A産業経済局

国内外から
の観光の推
進

A産業経済局

にぎわいづ
くりによる
集客交流産
業の拡充

B
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

コンベンション等ＭＩＣＥ事業の振興 大変順調 大変順調 産業経済局  53

観光プロモーション推進事業 順調 順調 産業経済局  54

　営業活動の結果、クルーズ船寄港地としての北九州港の認知度が、邦船社
には定着してきました。また、各船社との人脈も広く深く、順調に構築され
ています。
　H２５年度は、これまでの営業の成果が寄港数として出たため、順調としま
した。

クルーズ客船の誘致 順調 順調 港湾空港局  7

「知的好奇心の旅」誘致促進事業～北九州
の産業観光強化事業～

順調 順調 産業経済局  55

リノベーションまちづくり推進事業 大変順調 順調 産業経済局  56

北九州港市民ＰＲ事業 順調 順調 港湾空港局  8

　本施策では、観光客に対する「おもてなし」の充実を図ることにより、観
光地としての「おもてなし度」を高めることを目指して、観光案内所の運営
や観光ボランティアの育成などを進めています。
　北九州市を訪れる観光客へのおもてなしサービス提供という観点から必要
不可欠なものあり、観光パンフレットの発行、観光案内所や観光案内ボラン
ティア制度の運営は、本市を訪れた観光客の利便性向上に対し、一定以上の
効果があったものと考えられることから、順調であると考えています。

観光振興対策推進事業 順調 順調 産業経済局  57

住宅市街地総合整備事業 順調 やや遅れ 建築都市局  11

折尾地区総合整備事業 - 順調 建築都市局  12

　代表的な評価指標である市内の公共交通サービスがカバーされている圏域
に居住する人の割合は、戦略策定時の80％を維持しているので、順調と考え
ています。

環境首都総合交通戦略の推進 順調 順調 建築都市局  13

　小倉都心部の駅前において、魅力的な都市環境の創造に繋がる道路環境整
備を行い、まちのにぎわいを推進します。
　本年度より、小倉駅南北通路のリニューアルを実施しており、予定どおり
進捗していることから順調と判断しました。

小倉駅・黒崎駅前の賑わいづくりの推進 - 順調 建設局  12

小倉都心賑わいづくり推進事業 順調 順調 建築都市局  14

小倉駅南口東地区市街地再開発事業 - 順調 建築都市局  15

　住宅市街地整備事業においては、予定通り成果があがっています。
　折尾地区総合整備事業においては、一部の工事や用地買収において遅延が
生じ、目標の進捗率に達しなかったものの、折尾駅周辺の本格的な鉄道高架
工事に着手する等、成果の達成に向け、着実に事業が進捗しているので、順
調と考えています。

　本施策では、小倉地区の集客・交流拠点としての商業活性化を目指して、
「北九州市中心市街地活性化基本計画」に位置付ける商業活性化に資する事
業経費への一部補助や、官民一体の推進組織である「北九州市中心市街地活
性化協議会」の運営支援、事業効果を計るためのフォローアップ調査などを
進めています。
　平成25年度は、空き店舗率が後退したものの、歩行者通行量が概ね前年並
みであったため、順調であると考えます。

　地元が主体となった持続的な賑わいづくり活動やまちのプロモーションな
どの観点も重視しながら、魅力ある賑わいづくりイベントを実施しました。
また、効果を面的に広げるとともに（南北連携）回遊性の向上、滞在時間の
増加などに繋げるため、様々な団体等と連携・協力しながら実施できる体制
や仕組みづくりを進めました。その結果、目標人数を上回る来場者数となり
ました。
　小倉駅南口東地区市街地再開発事業においては、再開発ビル基本設計を取
りまとめ、地権者の合意形成を図り、平成26年3月、市街地再開発組合設立認
可を受けました。現在、組合では、事業計画認可に向けて準備を進めてお
り、平成26年度内に、事業計画認可、権利変換計画認可申請を行う予定とし
ているので、順調と考えています。

　本施策では、学会・大会等の誘致・開催や旅行会社へのセールスなどを進
めていくことにより、本市を訪れる観光客等を増やし、地域経済の活性化や
にぎわいづくりを推進することを目的としています。
　会議・学会・大会等のMICE開催件数・参加者数は年々増加するとともに、
目標数値も大幅に上回っています。特に平成24・25年度は市制50周年事業に
関するイベントの開催に合わせ、積極的な営業を行なった結果、大幅な伸び
に繋がりました。
また、直接的に宿泊等に導く事の出来る「旅行商品」の中に本市を取り上げ
てもらう旅行商品の造成数も前年並みを維持しています。
　これらのことから、大変順調であると考えています。

　本施策では、産業観光や関連産業の振興による地域経済の活性化と、都心
部の遊休不動産を再生し、多くの起業家や雇用者を創出することを目指し
て、産業観光のパッケージ化や受入態勢の整備、リノベーションスクール
や、不動産オーナー等に対するセミナーを開催しています。
　産業観光の受入については、受入企業の工事といった外的要因があったも
のの、前年度並の実績を残しており、2回のリノベーションスクールの受講者
は109名で、リノベーションスクールの提案が不動産オーナーに受け入れら
れ、1物件のリノベーションが実現しています。
　これらのことから、大変順調であると考えています。

　事故等のないイベントを実施し、来場者等の安全を確保することができま
した。
　また、天候や船舶の運航状況等の影響を受けるイベントの来場者数につい
てもほぼ目標値を達成し、北九州港の賑わいを創出できました。
　以上のことから、順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

黒崎地区商店街エリアの空き店舗率
20.9％

（H25年度）
18.0％

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

20.9%

黒崎地区商店街エリアの歩行者通行量
16,204人

（H25年度）
17,108人

（H27年度）
H25年度は単年
度目標設定なし

16,204人

公共交通結節機能の強化 －
H24年度より
2,000人増

（H30年度）
－ －

事業進捗率（黒崎） －
100%

（H30年度）
7% 7%

建築都市局 黒崎副都心における主なイベント等の年間観客者数 -
年間延べ　　37

万人
37万人 41.3万人 B

リノベーションスクールや各種講座の受講者数
160人

（H23年度）
累計800人

（H27年度）
160人 286人

リノベーションまちづくり事業を通じての新規創業
者・新規雇用者数

60人
（H23年度）

累計300人
（H27年度）

60人 64人

建築都市局 遊休不動産の利活用に関する提案件数 - - 5件 8件 B

（３） 戦略的拠点の機能強化

研究・開発
拠点の整備

建築都市局 北九州学術・研究都市北部地区における地区内人口 -
5,000人

（H32年度）
事業進捗率

90％
事業進捗率

87.9%
B

産業経済局 分譲率
67％

（H25年度）

分譲率
100％

（H30年度）
67% 67% A

響灘東埋立地道路の整備延長４００ｍ －
総延長
400m

（H26年度）
20m 20m

響灘西埋立地道路敷整備延長２２８ｍ －
総延長
228m

（H25年度）
228m 228m

航空貨物取扱量
7,028t

（H21年度）
30,000t

（H30年度）
16,000t 15,060t

北九州港海上出入貨物取扱量
9,998万t

（H23年1～12月
実績）

10,900万ｔ
（H27年1～12月

実績）

H24年（9,884万
t）より増加

10,053万t
（H25年1～12月

実績）

大里防波堤　整備延長 －
総延長
30m

（H26年度）
8m 8m

松ヶ島物揚場　改良延長 －
総延長
173m

（H27年度）
20m 20m

広域観光拠
点の整備

産業経済局 有料観光施設の利用者数
639,504人

（H25年度）
670,000人

（H29年度）
670,000人 639,504人 B

物流拠点の
整備

B港湾空港局

文化・交
流、居住機
能を重視し
た副都心づ
くり

A産業経済局

未利用地等
の活用

産業拠点の
整備

B港湾空港局

C産業経済局

B建設局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

小倉駅・黒崎駅前の賑わいづくりの推進 - 順調 建設局  13

　「賑わいづくり」については、イベント効果を面的に広げ回遊性につなげ
るため、地域と連携・協力しながら実施し、来場者数が目標を上回りまし
た。「ひとづくり」については、若い世代がまちづくりに主体的に取組める
ようコミュニケーションの場を設けることを支援し、地域の自主的な活動に
つながっているので、順調と考えています。

黒崎副都心ひとづくり・賑わいづくり推進事業 順調 順調 建築都市局  16

リノベーションまちづくり推進事業 大変順調 順調 産業経済局  58

　遊休不動産の有効活用に関する情報提供及び事業提案等を通じて、目標件
数を上回る具体的な取組につながる検討・支援を行うことができたので、順
調と考えています。

都心・副都心まちづくり総合事業 順調 順調 建築都市局  17

　本事業は、北九州学術研究都市を知的基盤の中核として、周辺の自然環境
を活かしながら、複合的なまちづくりを進めていくための基盤整備事業で
す。
　事業全体の進捗率は順調に進捗しているので、順調と考えています。

北九州学術・研究都市北部土地区画整理事
業

- 順調 建築都市局  18

　本施策では、企業誘致を促進し、産業振興と雇用の確保を目指して、産業
基盤の整備を進めています。
　造成工事の発生土を建設局が整備する緑地及び道路工事へ流用する計画に
なっているため、工事の時期等について、建設局と十分な協議を行いながら
整備を進めています。分譲率は目標を達成していることから、大変順調であ
ると考えています。

北九州空港跡地産業団地整備事業 順調 順調 産業経済局  59

響灘及び新門司埋立地整備等事業 順調 順調 港湾空港局  9

北九州空港航空貨物拠点化事業 やや遅れ 順調 港湾空港局  10

物流拠点都市づくり推進事業 順調 やや遅れ 港湾空港局  11

港湾施設整備事業（岸壁、物揚場、道路、橋
梁等整備）

- 順調 港湾空港局  12

　本施策では、門司港駅の保存修理工事に伴う観光客の減少に歯止めをかけ
ることを目指して、門司港駅保存修理工事デッキの整備や、鉄道記念館の展
示、イベントのリニューアルを進めています。
　門司港レトロ地区の有料観光施設の利用者数は目標を達成していません
が、民間事業者である観光列車の減便の影響によるところが大きく、市の指
定管理施設の入場者数は前年より増加していることから、順調であると考え
ています。

門司港レトロリニューアル事業 順調 順調 産業経済局  60

　航空貨物取扱量については、目標が達成できず、達成率が９４．１％でし
たが、北九州港海上出入貨物取扱量については、前年より取扱量が増加しま
した。
　また、港湾施設の整備については、Ｈ２４年度から行っている大里地区の
防波堤整備、Ｈ２３年度から行っている松ヶ島地区等の物揚場改良事業が計
画どおり進みました。
　以上のことから、順調としました。

　本施策では、都心部の遊休不動産を再生した物件で多くの起業家や雇用者
を創出することを目指して、事業化の提案を行うリノベーションスクール
や、不動産オーナーやビジネスオーナーに対するセミナーを開催していま
す。
　2回のリノベーションスクールの受講者は109名で、不動産オーナーに対し
てリノベーションプランを提案し、プロジェクト化へのきっかけづくりを行
いました。リノベーションスクールの提案が不動産オーナーに受け入れら
れ、1物件のリノベーションが実現しており、今後のさらなる事業拡大が期待
できます。
　これらのことから、大変順調であると考えています。

　H２５年度から、響灘東及び西埋立地において企業立地に合わせて道路等の
インフラ整備を開始しました。
　H２５年度は、目標の測量設計を実施し、計画どおり進捗しているため、順
調としました。

　本施策では、黒崎地区の集客・交流拠点としての商業活性化を目指して、
「北九州市中心市街地活性化基本計画」に位置付ける商業活性化に資する事
業経費への一部補助や、官民一体の推進組織である「北九州市中心市街地活
性化協議会」の運営支援、事業効果を計るためのフォローアップ調査などを
進めています。
　平成25年度は空き店舗率が後退し、歩行者通行量も全体的には概ね前年並
みであったものの、商店街エリアの通行量が減少したため、やや遅れである
と考えます。

　黒崎副都心部の駅前において、魅力的な都市環境の創造に繋がる道路環境
整備を行い、まちのにぎわいを推進します。
　本年度より、黒崎駅南北自由通路及びペデストリアンデッキルーフの整備
を実施しており、予定どおり進捗していることから順調と判断しました。
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H25年度
実績

局施策
評価

（４） 地域エネルギー拠点の形成

地域社会が参加するエネルギーコミュニティの実現 －
50%CO2削減

（H17年度比）
（H26年度）

単年度目標設定
なし

地域節電所を中
心に各エネル

ギーマネジメン
トシステムを連
携して、地区に
おけるエネル

ギーマネジメン
トを実施

地域経済の浮揚 －

関連製品市内企
業売上約70億円
及び雇用70人の

創出
（H27年度）

単年度目標設定
なし

各企業が製品開
発へ向けて実証

を行った。

純増住宅戸数 -
550戸

（H33年度）
単年度目標設定

なし
-

長期優良住宅等の認定件数の割合 -
100％

（H27年度以
降）

単年度目標設定
なし

-

環境局 家庭での地球温暖化防止のための市民意識向上 － － －
H26年度にアン
ケート実施予定

B

上下水道局 新たな小水力発電設備数 －
2箇所

（H27年度）
1箇所 1箇所 B

地域エネルギー会社の設立 －
設立

（H27年度）

会議体の意見も
参考にしながら

更なる検討

会議体の意見も
参考に更なる検

討実施

火力発電・洋上風力発電の立地 －
火力発電・風力
発電立地（H28
年度から随時）

会議体の意見も
参考にしながら

更なる検討

会議体の意見も
参考に更なる検

討実施

２ 交通・物流基盤の機能強化とネットワーク化
（１） 交通・物流機能の強化

航空貨物取扱量
7,028t

（H21年度）
30,000t

（H30年度）
16,000t 15,060t

国際定期路線を維持・拡大
1路線

（H25年度）
2路線

（H29年度）
1路線 1路線

国内定期路線を維持・拡大
1路線

（H25年度）
2路線

（H29年度）
1路線 1路線

北九州港海上出入貨物取扱量
9,998万t

（H23年1～12月
実績）

10,900万ｔ
（H27年1～12月

実績）

H24年（9,884万
t）より増加

10,053万t
（H25年1～12月

実績）

コンテナヤード舗装補修面積（特に損傷の著しい箇
所）

－
総面積

32,088m2
（H25年度）

12,570㎡ 12,570㎡

環境配慮型
物流の推進

港湾空港局 北九州港海上出入貨物取扱量
9,998万t

（H23年1～12月
実績）

10,900万ｔ
（H27年1～12月

実績）

H24年（9,884万
t）より増加

10,053万t
（H25年1～12月

実績）
B

北九州空港
の機能拡充

C港湾空港局

港湾の国際
競争力の強
化

B港湾空港局

建築都市局

再生可能エ
ネルギー・
基幹エネル
ギーの創出
拠点の形成

安定・安価
で賢いエネ
ルギー網の
構築

B環境局

B環境局

省エネル
ギー（ネガ
ワット）の
推進

B
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

北九州スマートコミュニティ創造事業 順調 順調 環境局  9

城野ゼロ・カーボン先進街区形成事業 - 順調 建築都市局  19

　本施策では、再生可能エネルギーの市内への最大限の導入や基幹エネル
ギーの立地促進などを目的としています。その一環として、家庭部門での地
球温暖化対策を推進するため、「家庭用燃料電池（エネファーム）」を設置
する市民に対し、市が設備費用の一部を補助することで、当該設備の導入を
促進するとともに、地域産業振興を推進しています。　平成24年度の補助事
業開始後、本市での導入台数は、年々増加しており、補助金が普及支援につ
ながっていることが考えられます。さらに、市が補助を行った導入件数も年
度ごとに増加していることから、自立的な普及につながり始めていると考え
られます。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

新エネルギー等設備導入支援事業 大変順調 大変順調 環境局  10

　新たな小水力発電設備については計画どおりに進んでいますので、順調と
しました。

小水力発電設備設置事業 順調 順調 上下水道局  8

地域エネルギー政策推進事業 順調 順調 環境局  11

北九州空港航空貨物拠点化事業 やや遅れ 順調 港湾空港局  13

北九州空港新規路線就航促進事業 遅れ 順調 港湾空港局  14

北九州港集貨航路誘致事業 順調 順調 港湾空港局  15

太刀浦埠頭用地整備事業 - 順調 港湾空港局  16

　北九州港海上出入貨物取扱量が前年より増加しているため、順調としまし
た。

北九州港集貨航路誘致事業 順調 順調 港湾空港局  17

　航空貨物取扱量については、目標が達成できず、達成率が９４．１％であ
り、航空路線の維持・拡大については、釜山便は、集客・ＰＲ活動の結果、
年間利用者数は13万9千人で、九州の各空港の中では福岡空港に次ぐ国際線利
用者数でしたが、航空会社の経営状況の悪化にともない、平成26年3月30日よ
り運休となりました。
　以上のことから、やや遅れとしました。

　北九州港海上出入貨物取扱量については、前年より取扱量が増加し、Ｈ２
３年度から整備を行っている太刀浦埠頭のコンテナヤード舗装補修について
は、計画どおりＨ２５年度に完了しました。
　以上のことから、順調としました。

　本施策では、東日本大震災を契機とした電力不足・電気料金値上げの問題
を受け、市民生活・産業活動といった地域を支える観点から、低炭素・安
定・安価なエネルギーを地域に供給することを目指し、「北九州市地域エネ
ルギー拠点化推進事業」に取り組んでいます。
　平成２５年度は、地域エネルギー会社の設立、火力発電・洋上風力発電の
立地に関して、市内事業者との協議、会議体での議論を通じてニーズを把握
でき、具体化に向けて進捗しています。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

「北九州スマートコミュニティ創造事業」では、地域エネルギーマネジメン
トシステムと各需要家のエネルギーマネジメントシステムを連携させた実証
を進め、平成24年度からは、電力の需給状況に応じて電気料金を変動させる
ダイナミックプライシングの社会実証を予定どおり行っています。
　以上のように、省エネ及びＣＯ2削減に向けた取組が進んでいることから、
順調としました。

　平成２３年度に都市計画決定、平成２４年度に土地区画整理事業に着手、
平成２５年度に工事に着手し順調に進捗しているので、順調と考えていま
す。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（２） 市民生活や産業活動を支える道路・交通ネットワークの整備

戸畑枝光線の整備による広域物流ネットワークの強
化

朝ピーク時の響
灘地区～東田地
区間の所要時間

43分
（H21年度）

朝ピーク時の響
灘地区～東田地
区間の所要時間

13分
（H39年度）

－ －

恒見朽網線の整備による広域物流ネットワークの強
化

新門司地区～北
九州空港間の所

要時間
36分

（H21年度）

新門司地区～北
九州空港間の所

要時間
28分

（H37年度）

－ －

戸畑枝光線の事業進捗率 －
100%

（H39年度）
5% 5%

主要な街路・道路の単年度完成延長（暫定での供用
を含む）

－ － 2.5km 2.5km

戸畑枝光線の整備による広域物流ネットワークの強
化

朝ピーク時の響
灘地区～東田地
区間の所要時間

43分
（H21年度）

朝ピーク時の響
灘地区～東田地
区間の所要時間

13分
（H39年度）

－ －

恒見朽網線の整備による広域物流ネットワークの強
化

新門司地区～北
九州空港間の所

要時間
36分

（H21年度）

新門司地区～北
九州空港間の所

要時間
28分

（H37年度）

－ －

戸畑枝光線の事業進捗率 －
100%

（H39年度）
5% 5%

主要な街路・道路の単年度完成延長（暫定での供用
を含む）

－ － 2.5km 2.5km

（３） 利便性の高い交通ネットワークづくり

公共交通の
利便性の向
上

建築都市局 市内の公共交通人口カバー率
80%

（H17年度）
80%

（H30年度）
H17年度調査結
果の80％を維持

80% B

お出かけし
やすい移動
手段の確保

建築都市局 既運行地区におけるおでかけ交通の維持 - -

既運行地区にお
けるおでかけ交
通の維持を図り

ます。

維持8ヶ所 B

３ 都市基盤・施設の効率的な活用・整備
（１） 都市基盤・施設の整備と維持管理

都市基盤・
施設の適正
な整備

技術監理室 総合コスト改善率
12％

（H24年度）
15％

（H25年度）
15% 集計中 B

技術監理室 総合コスト改善率
12％

（H24年度）
15％

（H25年度）
15% 集計中 B

健全度ランクⅢ以上の橋梁 －
全主要橋梁
（H31年度）

－ －

リニューアル対象橋梁の完成数 － － 24橋梁 24橋梁

健全度ランクⅢ以上のトンネル －
全トンネル
（H33年度）

－ －

リニューアル対象トンネルの完成数 － － 5トンネル 5トンネル

建築都市局
モノレールのインフラ構造物（軌道桁・支柱）にお
ける長寿命化対策の実施による安全確保

- （H33年度）
単年度目標設定

なし
- B

B建設局

都市基盤・
施設の適正
な維持管理

広域物流
ネットワー
クの強化

B建設局

市民の交通
利便性の向
上と産業活
動の支援

B建設局

64



各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

自動車専用道路ネットワークの整備 - 順調 建設局  14

主要な道路の整備（恒見朽網線など） - 順調 建設局  15

自動車専用道路ネットワークの整備 - 順調 建設局  16

主要な道路の整備（恒見朽網線など） - 順調 建設局  17

　代表的な評価指標である市内の公共交通サービスがカバーされている圏域
に居住する人の割合は、戦略策定時の80％を維持しているので、順調と考え
ています。

環境首都総合交通戦略の推進 順調 順調 建築都市局  20

　おでかけ交通の運行費助成制度に該当する地区（本運行5地区、試験運行1
地区）に対して助成を行い、新たに本運行を開始した地区に対しても車両購
入助成を実施しました。また、運営委員会と一緒にチラシによるＰＲ活動や
回数券販売促進キャンペーン等を実施し、更なる利用促進を図るなど、おで
かけ交通を維持しているので、順調と考えています。

環境首都総合交通戦略の推進（おでかけ交
通事業）

順調 順調 建築都市局  21

　「公共事業コスト構造改善」は、平成21年度から「第四次行動計画」に基
づき、公共事業について「コスト縮減」のみを重視した取り組みから、「コ
スト」と「品質」の両面を重視する取り組みである「コスト改善」へと転換
を図っています。
　厳しい財政状況の中、継続して全庁的に公共事業のコスト構造改善に取り
組むことは重要であり、平成24年度の改善率は12％で、概ね順調であると考
えています。（平成25年度の改善率は集計中）

　「公共事業コスト構造改善」は、平成21年度から「第四次行動計画」に基
づき、公共事業について「コスト縮減」のみを重視した取り組みから、「コ
スト」と「品質」の両面を重視する取り組みである「コスト改善」へと転換
を図っています。
　厳しい財政状況の中、継続して全庁的に公共事業のコスト構造改善に取り
組むことは重要であり、平成24年度の改善率は12％で、概ね順調であると考
えています。（平成25年度の改善率は集計中）

橋梁・トンネルの長寿命化への計画的な取り
組み

- 順調 建設局  18

　長寿命化対策として、劣化対策や耐震対策に取り組んでいます。対策も順
調に進んでいますので、順調と考えています。

都市モノレール長寿命化事業（道路・街路） - 順調 建築都市局  22

　橋梁・トンネルの長寿命化に取り組みます。
　本年度は老朽化が進んでいる橋梁・トンネルのうち、２４橋梁、５トンネ
ルの整備を実施しており、事業進捗は予定どおりであるため順調と判断しま
した。

　産業・物流拠点へのアクセス・利便性の向上を目指します。
　本年度は戸畑枝光線、恒見朽網線等の整備を実施しており、事業進捗は予
定どおりであるため、広域物流ネットワークの強化に向けて順調と判断しま
した。

　主要な産業拠点や地域間のアクセス向上を目指します。
　本年度は戸畑枝光線、恒見朽網線等の整備を実施しており、事業進捗は予
定どおりであるため、広域物流ネットワークの強化に向けて順調と判断しま
した。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（２） 既存ストックの活用

市営住宅のバリアフリー化工事（すこやか改善事
業）の実積（累計）

-
約4,050戸

（H27年度）
3,573戸 3,437戸

市営住宅の耐震改修工事の実施戸数（累計） -
約7,500戸

（H27年度）
5,897戸 4,416戸

北九州港海上出入貨物取扱量
9,998万t

（H23年1～12月
実績）

10,900万ｔ
（H27年1～12月

実績）

H24年（9,884万
t）より増加

10,053万t
（H25年1～12月

実績）

航空貨物取扱量
7,028t

（H21年度）
30,000t

（H30年度）
16,000t 15,060t

北九州港内航フェリー利用者数
89万人

（H25年1～12月
実績）

－
H24年（87万
人）より増加

89万人
（H25年1～12月

実績）

国際定期路線の利用者拡大
14万人

（H25年度）
－

H24年度
（9万人）より

増加

14万人
（H25年度）

国内定期路線の利用者拡大
123万人

（H25年度）
－

H24年度（117万
人）より増加

123万人
（H25年度）

総務企画局 B

財政局 B

近代化遺産
などの文化
財の活用

総務企画局 世界遺産への登録 －
世界遺産への登

録
（H27年度）

単年度目標設定
なし

－ B

Ⅵ 環境を未来に引き継ぐ
１ 世界に広がる市民環境力の発揮

（１） 環境活動と地域コミュニティ活性化の好循環

市民文化ス
ポーツ局

市民活動団体等に対する補助金交付事業の件数（累
計）

6件
（H24年度）

23件
（H28年度）

10件 11件 B

エコライフステージ参加者数（単年度）
142.4万人

（H24年度）
74万人以上
（H28年度）

74万人以上 166.2万人

市民・企業・行政等の交流によるネットワーク構築
と拡大

－

市民・企業・行
政等の交流によ
るネットワーク

構築と拡大

市民・企業・行
政等の交流によ
るネットワーク

構築と拡大

－

カンパスシール等によるレジ袋お断り率（単年度）
23.9%

（H24年度）
27%

（H26年度）
27% 29.3%

行動変革を実行する市民環境の醸成・向上（アン
ケート調査における毎日の暮らしの中で環境活動実
行の割合（主要な９つの取組の平均値））

73.1%
（H24年度）

80%
（H26年度）

70% 70.9%

港湾空港局

公共施設の
転活用など
の検討

市民の力で
環境力を高
める仕組み
づくり

A環境局

C建築都市局

都市基盤・
施設の有効
活用

B
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

市営住宅既存ストック整備事業 やや遅れ 遅れ 建築都市局  23

北九州空港新規路線就航促進事業 遅れ 順調 港湾空港局  18

北九州港集貨航路誘致事業 順調 順調 港湾空港局  19

　北九州市行財政改革調査会からの答申を踏まえ、「公共施設マネジメン
ト」を柱の１つとする「北九州市行財政改革大綱」および「平成２６年度北
九州市行財政改革推進計画」を策定しました。大綱には、今後の本市の公共
施設マネジメント方針として、「資産の有効活用」などの考え方が盛り込ま
れており、順調と考えています。

　未利用の公共施設について、各局へ情報提供を行うことで活用の検討を促
すとともに、市有財産利用調整協議会において、活用方法の調整を行いまし
た。
　平成25年度は
　・旧戸畑区役所庁舎を改修し、戸畑図書館として活用
　・旧八幡西生涯学習センター跡地を八幡西消防署の移転用地として活用す
    ることを決定
　・旧中原職員住宅を民間事業者に売却
  の転活用を行いました。

　平成２７年の世界遺産登録に向けて平成２５年４月に国へ推薦書案を提出
し、９月に国内推薦候補に決定しました。その後、推薦書や管理保全計画の
修正・調整を経て２６年１月に日本国政府からユネスコへ推薦書が提出され
ました。
　また、世界遺産に関する広報・啓発活動として、広報物の作成・配布や本
庁舎への世界遺産PRコーナー設置、勝山公園懸垂幕設置、市民講座や出前講
演の実施等に取り組みました。
　これらのことから、最短で平成２７年の登録に向けて順調に進んでいると
考えます。

世界遺産登録推進経費 順調 順調 総務企画局  19

　施策の成果指標については、年度目標を達成し、ＮＰＯの専門性や新たな
発想を生かした協働による取り組みの推進を図ることができました。
　事業の活動・成果状況についても、説明会や幅広い広報・周知活動を通し
て、市民活動団体等と市の協働への理解が順調に浸透してきていると考えま
す。
　今後も、先進的で専門性を生かした提案を行う市民活動団体等と市が協働
して取り組む事業を支援していくことで、環境未来都市計画に掲げる目標の
達成に努めることが必要だと考えます。

市民活動団体等による環境未来都市推進支
援事業

順調 順調 市民文化スポーツ局  45

市民環境力支援事業 大変順調 大変順調 環境局  12

北九州市民環境パスポート事業 大変順調 順調 環境局  13

  本施策では、環境問題の解決には市民一人ひとりの行動変革が必要である
ことから、日常生活や事業活動の中で気軽に、楽しく環境活動に参加する仕
組みを通じて、市民環境力の強化を図っています。
　市民環境力の源である市民、ＮＰＯ、企業等の情報発信・交流の場である
エコライフステージには、過去最高の約166万人が参加し、市民の環境意識の
向上や環境活動の輪が広がっているといえます。アンケート調査の結果にお
いても、毎日の暮らしの中で環境活動を実行する割合が、目標の７０%を超え
ており、市民に環境活動が定着しているといえます。
　カンパスシール等によるレジ袋お断り率は、レジ袋削減に向けた独自の対
策（レジ袋有料化やポイント制）に移行してきた事業者が増え、市民におい
てもマイバッグ持参が定着したきたため、目標値を超え、昨年度より増加し
てます。
　以上のように、総合的に判断し、大変順調としました。

　既存住宅のバリアフリー化において、住みながらの改善については入居者
からの希望が予想を下回ったことにより、H25年度の実績は目標を下回りまし
たが、平成25年度までの累計目標は概ね達成できました。
　耐震補強工事については、入札不調により工事契約ができなかった等によ
り、目標を下回ったので、やや遅れと考えます。

　航空路線の利用者拡大については、国際定期路線の釜山便は、集客・ＰＲ
活動の結果、年間利用者数は13万9千人で、九州の各空港の中では福岡空港に
次ぐ国際線利用者数でしたが、航空会社の経営状況の悪化にともない、H26年
3月30日より運休となりました。国内定期路線では123万1千人が利用し、前年
度より増加しました。また、内航フェリーの利用者数についても、前年より
増加しました。
　航空貨物取扱量については、目標が達成できず、達成率が９４．１％でし
たが、北九州港海上出入貨物取扱量については、前年より取扱量が増加しま
した。
　以上のことから、順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

古紙の年間回収量の増加（単年度）
30,519ｔ

（H21年度）

１人あたり
10％回収量の増

加
（H32年度）

30,500ｔ 27,784ｔ

古紙回収に取り組むまちづくり協議会数
128団体

（H24年度）
全136団体 136団体 130団体

剪定枝、廃食用油の回収及びリサイクル（単年度）
剪定枝163.04t
廃食用油6,152ℓ
（H24年度）

家庭ごみ量の7%
削減（H21年度
比）及びリサイ
クル率35％以上
（H32年度）

単年度目標設定
なし

剪定枝174.74t
　廃食用油

6,497ℓ

３Rの意識の醸成 － 3Rの意識醸成 3Rの意識醸成 －

アンケート調査におけるごみの減量やリサイクルな
ど３Ｒ活動実行の割合

89.4%
（H24年度）

増加
増加

（前年度以上）
88.7%

（２） 環境情報の共有と発信

エコライフステージ参加者数（単年度）
142.4万人

（H24年度）
74万人以上
（H28年度）

74万人以上 166.2万人

市民・企業・行政等の交流によるネットワーク構築
と拡大

－

市民・企業・行
政等の交流によ
るネットワーク

構築と拡大

市民・企業・行
政等の交流によ
るネットワーク

構築と拡大

－

環境ミュージアム利用者数（単年度）
128,464人

（H24年度）
130,000人

（H26年度）
130,000人 131,851人

市民のESD活動の認識の向上と活動の普及 －
認識の向上と活

動の普及
認識の向上と活

動の普及
－

アンケート調査におけるＥＳＤ認知度
4.5%

（H24年度）
20.0%

（H26年度）
10.0% 5.1%

北九州市環境首都検定の受検者数（単年度）
2,024人

（H24年度）
5,500人

（H28年度）
3,000人 2,141人

行動変革を実行する市民環境の醸成・向上（アン
ケート調査における毎日の暮らしの中で環境活動実
行の割合（主要な９つの取組の平均値））

73.1%
（H24年度）

増加
（前年度以上）

単年度目標設定
なし

70.9%

建設局 市民参加による農業体験教室の参加者数 －
2,000人

（毎年度）
2,000人 2,243人 A

環境情報の
収集・整
備・提供

環境局 アンケート調査における環境未来都市選定の認知度
74.1%

（H24年度）
80%以上

（H28年度）
単年度目標設定

なし
70.9% B

交流の場づ
くりと連携
の強化

A環境局

B環境局

あらゆる主
体による環
境政策への
参加の推進

地域コミュ
ニティ活動
の支援

A環境局

地域の環境
特性を活か
した取組の
推進

B環境局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

古紙リサイクル推進事業 大変順調 大変順調 環境局  14

地域特性型（メニュー選択方式）市民環境活
動推進事業

順調 順調 環境局  15

市民環境力支援事業 大変順調 大変順調 環境局  16

環境ミュージアム及び北九州エコハウス維持
管理業務

大変順調 大変順調 環境局  17

ＥＳＤ活動支援事業 順調 順調 環境局  18

環境人財育成事業 やや遅れ 順調 環境局  19

　市民の環境政策への参加を進めるため、農作業を通して自然環境について
体験学習する「農業体験教室」を実施します。
　指標である農業体験教室の参加者数が目標を大幅に超えて達成しているこ
とから、大変順調と判断しました。

長野緑地を利用した農業体験教室 大変順調 大変順調 建設局  19

　本施策では、市民の自発的な環境活動を促進するため、信頼性のある環境
情報の収集及び提供に取り組むとともにマスコットキャラクターを活用しな
がら「環境未来都市北九州」の認知度向上を図っています。
　選定当時に比べ平成25年度は、大規模なメディア露出が落着いたこともあ
り、認知度は70．9％と前年度より減少しましたが、これまでの若年層をター
ゲットにしたＰＲ活動により、学生の認知度が63.6％から81.8％と18.2ポイ
ントアップしたことから、着実に効果が出てきています。
　また、マスコットキャラクター「ていたん」は、市の代表的なマスコット
キャラクターとして定着し、イベント参加数は大幅に目標を達成するととも
に、使用申請数も目標どおりでした。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

環境未来都市広報事業 順調 順調 環境局  20

　本施策では、環境保全活動に対する多様な主体の参加を促進するため、交
流の場づくりとネットワークの形成に取り組んでいます。
　市民環境力の源である市民、ＮＰＯ、企業等の情報発信・交流の場である
エコライフステージには、過去最高の約166万人（目標値に対して224％）が
参加し、市民の環境意識の向上や環境活動の輪が広がっているといえます。
　本市の環境学習・交流の拠点である環境ミュージアムについては、平成24
年度に「北九州 地球の道」の体験学習プログラムなど新しいプログラムが導
入されるとともに、ＡＲ（拡張現実）を活用した、展示内容と連動した環境
に関するコンテンツなど様々な情報を発信する仕組みを構築するなど、学習
の幅の広がりを見せています。さらに、新たな企画イベントやアクティビ
ティの充実等により、成果指標である利用者数が13万人を超えました。
　以上の点を総合的に判断し、大変順調としました。

　環境問題の解決には一人ひとりが環境活動を実践することが大切であるこ
とから、本施策では、あらゆる主体の環境政策への参加を推進しています。
　ESDの認知度については、アジア太平洋RCE地域会議の開催を通じ、本市の
取り組みを世界に発信するとともに、国内外のRCEとの交流・パートナーシッ
プの強化をはじめ、これらの取り組みが市民におけるESD活動の活発化への大
きな後押しとなりました。さらに、「まなびとESDステーション」における地
域と協働の学生の取組みや、「ESDコーディネーター」の育成等を通じ、これ
までESDを認知していなかった市民が新たに認識し、活動に参加しやすい基盤
が整えられました。成果指標であるESDの認知度についても、目標には届きま
せんでしたが、昨年度より増加しています。
　北九州市環境首都検定の受験者数も、目標には届きませんでしたが、学校
関係を中心に啓発やＰＲ活動を行い、小学校受検が増え、総受検者数も前年
に比べ増加しました。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

　本施策では、地域に根ざした環境活動が自発的に行われるように、地域で
取り組んでいる環境活動を支援しています。
　古紙流通量の減少やスーパーでの店頭回収などの古紙回収機会の多様化等
により、集団資源回収による古紙回収量は微減となっていますが、古紙回収
に取り組むまちづくり協議会や回収団体は年々増加しており、家庭ごみの減
量化に大きく貢献しているといえます。また、昨年度は「市民いっせい雑が
み回収グランプリ」において、１ヶ月で100トンの雑がみを回収するなど、古
紙リサイクルに向けた新たな取り組みも行いました。
　以上の点を総合的に判断し、大変順調としました。

　本施策では、地域団体等の自主的な活動により回収される家庭から排出さ
れた剪定枝及び廃食用油について、収集運搬作業及びリサイクル処理を側面
的に支援することにより、循環型社会に向けたリサイクルの推進、ならびに
地域団体等による自主的な環境活動の拡大及び地域コミュニティの活性化を
図ります。
　出前講演やちらしの配布等による広報活動を積極的に行い、剪定枝の回収
団体が、前年度より２団体増加するとともに、剪定枝及び廃食用油ともに回
収量が前年度より増加しました。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

69

http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan14.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan15.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan15.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan16.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan17.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan17.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan18.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan19.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kens19.pdf
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/kan20.pdf


柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

２ 地域からの低炭素社会への取組み
（１） 低炭素社会を実現するストック型社会への転換

　建築物総合環境性能評価制度（ＣＡＳＢＥＥ北九
州）の届出件数

- - 15件 21件

純増住宅戸数 -
550戸

（H33年度）
単年度目標設定

なし
-

長期優良住宅等の認定件数の割合 -
100％

（H27年度以
降）

単年度目標設定
なし

-

技術監理室 総合コスト改善率
12％

（H24年度）
15％

（H25年度）
15% 集計中 B

建築都市局 市内の公共交通人口カバー率
80%

（H17年度）
80%

（H30年度）
H17年度調査結
果の80％を維持

80% B

産業経済局
荒廃が進んでいる私有林のスギ林やヒノキ林の整備
面積

271ha
（～H23年度）

1,123ｈａ
（H20年度～H29

年度）
530 ha 530 ha A

公共花壇及び市民花壇の面積
44,587㎡

（H21年度）
46,587㎡

（H27年度）
45,987㎡ 44,693㎡

特別緑地保全地区の買収面積 － － 2,400㎡ 2,572㎡

（２） 低炭素社会づくりを通じた豊かな生活の創造

中小企業省エネ設備導入促進事業における省エネル
ギー効果

１95,912kWh
（H23年度）

－ 600,000kWh
集計中

（H27年9月見込
み）

市有施設のエネルギー消費原単位の改善
10%

（H24年度）

5％減(H22年度
比）

（H27年度）

前年度比
1%減

4%

アンケート調査における節電、省エネへの取り組み
実行割合

93.8%
（H24年度）

増加
増加

（前年度以上）
94.6%

環境局
本助成事業で助成した研究開発の事業化数（累計：
事業化チャレンジ枠分を除く）

20件
（H24年度）

　28件
（H32年度末）

21件
集計中

（H26年9月末見
込み）

B

産業経済局
「先導的低炭素化技術研究戦略指針」に基づく重点
プロジェクト実施件数

5件
（H25年度）

10件（累積）
（H27年度）

2件 5件 A

市民・企業
などによる
CO2削減

A環境局

低炭素社会
に貢献する
技術開発、
製品・サー
ビス提供拠
点の形成

環境に配慮
した良質な
住宅・建築
ストックの
形成

B建築都市局

環境に配慮
した都市基
盤・施設の
整備・維持
管理

総合的な緑
化・森林整
備の実施

B建設局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

民間建築物指導業務（ＣＡＳＢＥＥ北九州の
普及）

順調 順調 建築都市局  24

城野ゼロ・カーボン先進街区形成事業 - 順調 建築都市局  25

　「公共事業コスト構造改善」は、平成21年度から「第四次行動計画」に基
づき、公共事業について「コスト縮減」のみを重視した取り組みから、「コ
スト」と「品質」の両面を重視する取り組みである「コスト改善」へと転換
を図っています。
　厳しい財政状況の中、継続して全庁的に公共事業のコスト構造改善に取り
組むことは重要であり、平成24年度の改善率は12％で、概ね順調であると考
えています。（平成25年度の改善率は集計中）

　代表的な評価指標である市内の公共交通サービスがカバーされている圏域
に居住する人の割合は、戦略策定時の80％を維持しているので、順調と考え
ています。

環境首都総合交通戦略の推進 順調 順調 建築都市局  26

　本施策では、荒廃が進んでいる私有林のスギ林やヒノキ林を、木材の経済
的な価値向上と森林が持つ公益的機能が図られた状態とすることを目指し
て、森林所有者への理解と協力を促すための広報活動を進めています。
　広報活動は、目標とする回数をほぼ達成しており、この活動を通じて、荒
廃している私有林の整備面積も順調に増加していることから、大変順調であ
ると考えています。

荒廃森林再生事業 順調 順調 産業経済局  61

「花やみどり」による彩りと潤いのあるまちづ
くり

順調 順調 建設局  20

中小企業省エネ設備導入促進事業 大変順調 大変順調 環境局  21

北九州市役所環境・エネルギープロジェクト
推進事業

順調 順調 環境局  22

　本施策では、グリーン成長の基盤となる環境関連技術開発を進めるため、
新規性、独自性に優れ、かつ実現性の高い環境技術の実証研究等に対して、
研究開発費の支援を行っています。
　平成25年度の事業化数の実績については集計中ですが、これまで目標を上
回る成果を上げてきています。また、これまで年間の目標どおりに助成事業
を採択しており、市内中小企業等に対する技術開発機会の提供や、地域産業
の活性化につながっています。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

環境未来技術開発助成事業 順調 順調 環境局  23

　本施策では、「豊富な実績等を活かした環境産業拠点の形成」等を目指し
て、平成22年度に策定した「先導的低炭素化技術研究戦略指針」に基づく重
点プロジェクトを進めています。
　(公財)北九州産業学術推進機構による、研究会の新設や、重点プロジェク
トの実施件数等は目標を達成しており、大変順調であると考えます。

新成長戦略推進のための研究開発プロジェ
クト事業

順調 順調 産業経済局  62

 　本施策では、低炭素社会を実現するため、市民、企業、行政などのあらゆ
る主体が協働しながらＣＯ2削減に向けた取り組みを進めています。
　中小企業省エネ設備導入促進事業では、予算額150,000千円に対し、予算を
上回る182,534千円の応募があり、活動は予定どおり目標を達成しました。成
果については、補助事業者の平成24年度と平成26年度の使用電力量から省エ
ネ効果を算出することとしており、一定の省エネ効果が見込まれます。
　市役所の省エネ・節電を推進する北九州市役所環境・エネルギープロジェ
クト推進事業では、本庁舎では▲18.2%、区役所では▲16.4%の節電効果につ
ながっています。また、省エネ王コンテストの参加人数も昨年に引き続き増
加しています。
　アンケート調査の結果においても、節電・省エネに取り組む割合は、前年
から増加し、広く市民に浸透しているといえます。
　以上の点を総合的に判断し、大変順調としました。

　平成２５年度の評価結果の内訳を見ると、S（素晴しい）が２件、A（大変
良い）が１０件、Ｂ＋（良い）が７件あり、届出のあった２１件中１９件が
Ｂ＋以上の評価となっています。制度の普及に向けた取組みが建築主等の環
境意識の向上を促した結果と思われ、かつ積極的な届出に繋がったものと考
えているので、順調と考えます。

　総合的な緑化の一環として、公園の整備を行います。
　指標である花壇面積は、団体の解散等により減少したため目標値に達して
いませんが、市民花壇の箇所数は増加しており、街なかで花を楽しめる箇所
は増えているため、順調と判断しました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

３ 循環型の生活様式・産業構造への転換
（１） 総合的・先導的な廃棄物対策の推進

古紙の年間回収量の増加（単年度）
30,519t

（H21年度）

1人あたり10%回
収量の増加
（H32年度）

30,500t 27,784t

古紙回収に取り組むまちづくり協議会数
128団体

（H24年度）
全136団体 136団体 130団体

剪定枝、廃食用油の回収及びリサイクル（単年度）
剪定枝163.04t
廃食用油6,152ℓ
（H24年度）

家庭ごみ量の7%
削減（H21年度
比）及びリサイ
クル率35％以上

に寄与
(H32年度)

単年度目標設定
なし

剪定枝174.74t
廃食用油6,497ℓ

３Rの意識の醸成 － 3Rの意識醸成 3Rの意識醸成 －

生ごみの減量化
86,044t

（H21年度）

8％削減（対H21
年度比）

（H32年度）
単年度目標設定

なし

計画の中間目標
年度（H27年）
に、達成率の精

査する予定

アンケート調査におけるごみの減量やリサイクルな
ど３Ｒの進行の実行割合

89.40%
（H24年度）

増加
増加

（前年度以上）
88.70%

市民１人一日あたりの家庭ごみ量
506g

（H21年度）
470ｇ以下(H32

年度)
単年度目標設定

なし

集計中
（H26.9頃見込

み）

一般廃棄物のリサイクル率
30.4%

（H21年度）
35%以上

(H32年度)
単年度目標設定

なし

集計中
（H26.9頃見込

み）

廃棄物処分場の確保 －
廃棄物の受入開

始
（H34年度）

準備書、埋立計
画、土地利用計

画の作成
実施

土砂処分場の確保 －
浚渫土砂の受入

開始
（H35年度）

準備書、埋立計
画、土地利用計

画の作成
実施

産業廃棄物の処理業者や排出事業者を対象とした講
習会への参加人数（単年度）

582人
（H23年度）

800人
（毎年度）

800人 407人

優良産廃処理業者件数(単年度)
7件

（H24年度）
3件

（毎年度）
3件 5件

（２） 豊富な実績等を活かした環境産業拠点の形成

エコタウン事業による投資額（単年度）
17億円

（H24年度）
5億円

（毎年度）
5億円 9億円

北九州エコタウンへの視察者数（単年度）
103,867人

（H24年度）
100,000人
（毎年度）

100,000人 100,643人

本助成事業で助成した研究開発の事業化数（累計事
業化チャレンジ枠分）

－
2件

（H32年度末）
1件

（H27年度末）

H25年度が事業
初年度のため、

実績なし

環境分野に
おける技術
開発の促進

環境局
本助成事業で助成した研究開発の事業化数（累計：
事業化チャレンジ枠分を除く）

20件
（H24年度）

　28件
（H32年度末）

21件
集計中（H26年9
月末見込み）

B

産業廃棄物
排出量の減
量化

B環境局

次世代資源
循環型産業
拠点の形成

B環境局

B環境局

適正な廃棄
物の処理

B港湾空港局

市民環境力
による３Ｒ
活動の推進

B環境局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

古紙リサイクル推進事業 大変順調 大変順調 環境局  24

地域特性型（メニュー選択方式）市民環境活
動推進事業

順調 順調 環境局  25

循環型社会を形成するための環づくり支援事
業

順調 順調 環境局  26

「北九州市循環型社会形成推進基本計画」
推進事業

順調 順調 環境局  27

響灘東地区処分場整備事業 - 順調 港湾空港局  20

産業廃棄物資源化・減量化技術等支援事業 順調 順調 環境局  28

北九州エコタウン事業 大変順調 順調 環境局  29

次世代資源循環型産業拠点形成推進事業 順調 順調 環境局  30

　本施策では、グリーン成長の基盤となる環境関連技術開発を進めるため、
新規性、独自性に優れ、かつ実現性の高い環境技術の実証研究等に対して、
研究開発費の支援を行い、廃棄物処理やリサイクル、次世代エネルギー等に
関する技術開発に取り組んでいます。
　平成25年度の事業化数の実績については集計中ですが、これまで目標を上
回る成果を上げてきています。また、これまで年間の目標どおりに助成事業
を採択しており、市内中小企業等に対する技術開発機会の提供や、地域産業
の活性化につながっています。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

環境未来技術開発助成事業 順調 順調 環境局  31

　本施策では、産業廃棄物の処理業者や排出業者に対する減量化・適正処理
の指導教育を通じて、廃棄物の排出抑制と適正処理に関する意識向上に取り
組んでいます。
　計画どおりに市内の排出業者及び処理業者約2,000社に対して講習会案内文
を送付しましたが、参加者は目標に達しませんでした。しかしながら、優良
産廃処理業者の25年度認定件数は目標を達成しており、廃棄物の減量化・適
正処理に対する意識啓発という目的は、十分に行うことができたと考えま
す。以上の点を総合的に判断し、順調としました。

　本施策では、事業化目前の研究開発により手厚い支援を行うことにより、
本市環境産業の新たな展開を図り、本市の新成長戦略にも位置付けられる次
世代資源循環型産業拠点の形成を推進します。また、エコタウンを基盤とし
て、本市環境産業の新たな展開を図り、アジアの次世代資源循環型拠点を目
指します。
　平成25年度が事業初年度のため、現時点では事業化数の評価はできません
が、初年度から多くの申請があり、近年中の事業化が見込まれる有望な研究
開発支援に結びついています。また、エコタウンへの視察者数や施設への投
資額も順調に伸びています。さらに、北九州市環境産業推進会議の新ｴｺﾀｳﾝ部
会においてｴｺﾀｳﾝ事業の高度化・高付加価値化に向けた会合を重ねると共に、
新ｴｺﾀｳﾝ部会の下にｴｺﾀｳﾝ高度化連携研究会やﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙ研究会
などを設置し社会ｼｽﾃﾑ構築に向けた研究や実証研究等を継続的に実施してい
ます。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

　本施策では、平成23年8月に策定した「北九州市循環型社会形成推進基本計
画」に基づき、各事業と連携をしながら、廃棄物の減量化・資源化の取組み
を進めています。
　平成25年度の成果指標は集計中ですが、家庭ごみのなかには、古紙と生ご
みが大きな割合を占めているため、市民いっせい雑がみ回収グランプリな
ど、重点的な取組、啓発活動を平成25年度に実施しました。
　これらの取組により、家庭系ごみの収集量は減少傾向にあり、順調としま
した。

　Ｈ２４年度から、整備に係る環境アセスメント現況調査、方法書の作成等
を始め、Ｈ２５年度は、環境影響評価法に基づく準備書の作成及び埋立計
画・土地利用計画の作成を目標どおり完了し、事業がスケジュール通り進ん
でいるため、順調としました。

　本施策では、持続可能な循環型社会づくりを進めるため、地域社会と連携
を図りながら、市民環境力による３Ｒ活動に取り組んでいます。
　古紙リサイクル事業では、スーパーでの店頭回収など古紙回収機会の多様
化等により、集団資源回収による古紙回収量は減少しましたが、古紙回収に
取り組むまちづくり協議会や回収団体は増加しています。
　地域特性型（メニュー選択方式）市民環境活動推進事業では、出前講演や
ちらしの配布等による広報活動を積極的に行い、剪定枝の回収団体が、前年
度より２団体増加するとともに、剪定枝及び廃食用油ともに回収量が前年度
より増加しました。
  循環型社会を形成するための環づくり支援事業では、通年の生ごみコンポ
スト化容器活用講座等の開催及び生ごみの３切り運動啓発実施を行い市民の
環境意識の醸成に繋がっています。
　また、アンケート結果による３Ｒの推進の実行割合についても、約９割の
市民が活動に取り組むなど、３Ｒの推進が市民に広く定着しているといえま
す。
　以上を総合的に判断して、順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

「先導的低炭素化技術研究戦略指針」に基づく重点
プロジェクト実施件数

5件
（H25年度）

10件（累積）
（H27年度）

2件 5件

研究開発拠点化の推進、研究開発機能の強化、地域
産業の高付加価値化

協力研究員2名
任用

（H25年度）
－

研究開発拠点
化、研究開発機
能の強化、地域
産業の高付加価

値化の推進

研究の進捗によ
り、産総研・九
工大・ICSEADの
三者共同研究室
を拡充しまし

た。ICSEADに協
力研究員2名を
任用しました。

企業誘致数
0社

（H25年度）

累計4社
（H23～H26年

度）
1社 0社

（３） 社会経済活動における資源の循環利用

環境に配慮
した農林水
産業の推進

産業経済局 環境に配慮した農業に取り組んだ面積
49ha

（H23年度）
80ha

（H27年度）
65ha 70ha A

建設リサイ
クルの推進

技術監理室 建設廃棄物の再資源化率
95％

（H25年度）
95％

（継続）
95% 100% A

カンパスシール等によるレジ袋お断り率（単年度）
23.9%

（H24年度）
27%

（H26年度）
27% 29.3%

事業所から排出される一般廃棄物の資源化率の向上 －

事業系ごみの8%
削減及び資源化
物20%増（H21年

度比）
（H32年度）

単年度目標設定
なし

計画の中間目標
年度（H27）

に、達成率等を
精査

ごみの減量やリサイクルなどの３Ｒ活動の推進 － 3R意識の醸成 3R意識の醸成 －

（アンケート調査）環境にやさしいエコ商品等の購
入・利用実行の割合

78.4%
（H24年度）

80.0%
（H26年度）

増加
（前年度以上）

68.1%

（アンケート調査）マイバッグの持参実行の割合
76.8%

（H24年度）
80.0%

（H26年度）
増加

（前年度以上）
78.7%

下水汚泥の再資源化率
95％

（H21年度）
98％

（H28年度）
95% 92.2%

下水処理水有効利用率
6.7％

（H21年度）
10％

（H32年度）
7.1% 5.3%

４ 豊かな自然環境と快適な生活環境の確保
（１） 都市と自然が共生するまちづくり

自然環境保全活動参加者数（イベント等の延べ参加
者数）

約2,000人
約2,000人
（毎年）

約2,000人 約2,000人

環境首都100万本植樹プロジェクト推進
418,640本

（H24年度）
100万本

（H35年度）
402,000本 497,694本

下水汚泥な
どの循環利
用

B上下水道局

多様な自然
環境・生物
多様性の保
全

B環境局

環境配慮型
製品・環境
関連サービ
スの集積

A産業経済局

環境に配慮
する消費者
(グリーン
コンシュー
マー)活動
の推進

B環境局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

新成長戦略推進のための研究開発プロジェ
クト事業

順調 順調 産業経済局  63

環境エレクトロニクス拠点化推進事業 順調 大変順調 産業経済局  64

　本施策では、農業者が行う農業活動を、環境保全に効果の高いものへ少し
づつ移行することを目指して、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高
い営農活動について、農家への周知を進めています。
　環境に配慮した農業に取り組んだ面積は順調に増加しており、年度目標は
達成されていることから、大変順調であると考えています。

生産環境保全対策事業 順調 順調 産業経済局  65

　 H25年度の建設廃棄物の再資源化率は目標値を達成しており、大変順調で
す。
   建設リサイクルの推進は、継続的に再資源化を図る取り組みを進めてお
り、今後も、循環型社会を構築する上でも、必要であると考えています。

北九州市民環境パスポート事業 大変順調 順調 環境局  32

３Ｒ活動推進事業 順調 順調 環境局  33

下水道資源の有効利用 順調 順調 上下水道局  9

生物多様性戦略推進事業 順調 順調 環境局  34

　下水汚泥の再資源化率はほぼ目標に近い数値を達成しています。一方、下
水処理水有効利用率は目標に比べ低い数値になったものの、下水道資源を有
効利用していますので順調としました。

　本施策では、多様な自然環境を保全するため、市民・市民団体との協働に
よる「北九州市自然環境保全ネットワークの会」の活動を促進し、自然ネッ
トだより等の活用により、会員相互の情報の共有を行うことで、様々な保全
活動の推進に取り組んでいます。
　また、様々な地域、分野で自然環境保全活動を実施している団体に、助成
することで、多様な自然環境保全活動を実施でき、市民に対しての啓発活動
に繋がりました。
　以上のように市民・市民団体と協働した自然環境保全活動に着実に取り組
んでおり、順調としました。

　本施策では、「豊富な実績等を活かした環境産業拠点の形成」や、電力の
有効利用をはじめ、各種省エネルギー化に貢献する基盤技術として期待され
る「パワーデバイス」の研究拠点化等を目指して、平成22年度に策定した
「先導的低炭素化技術研究戦略指針」に基づく重点プロジェクトや、パワー
デバイスの研究開発、関連企業の誘致などを進めています。
　(公財)北九州産業学術推進機構による、研究会の新設や、重点プロジェク
トの実施件数等は目標を達成しています。また、新たに協力研究員を2名雇用
するなど、パワーデバイスの研究体制を強化し、研究開発を推進していま
す。これらのことから大変順調であると考えます。

　本施策では、市民一人ひとりが実践する身近な環境活動を推進するため、
環境に優しいライフスタイルを実践する消費者（グリーンコンシューマー）
の育成に取り組んでいます。
 　市内の一般廃棄物大量排出事業者や大規模事業所等の所有者等に対する資
源化・減量化計画書の提出による一般廃棄物の減量化・資源化、適正処理の
推進や、個人、市民団体、事業者が行う３Ｒ活動を奨励する３Ｒ活動推進表
彰など、廃棄物の発生抑制（Reduce）・再利用（Reuse）・再生使用
(Recycle）の３Ｒ（スリーアール）活動を推進などの取り組みの普及を図っ
ています。
　これらの取り組みの効果もあり、カンパスシール等によるレジ袋お断り率
は前年度より増加し、アンケート調査の結果では、環境に優しいエコ商品等
の購入している人の割合は減少したものの、マイバッグを持参する人の割合
が前年度より増加しており、環境活動が市民に広く浸透しているといえるこ
とから、順調としました。
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柱
大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

自然環境保全活動参加者数（イベント等の延べ参加
者数）

約2,000人
約2,000人
（毎年）

約2,000人 約2,000人

環境首都100万本植樹プロジェクト推進
418,640本

（H24年度）
100万本

（H35年度）
402,000本 497,694本

建設局 環境に配慮した護岸整備延長
30,600m

（H21年度）
32,900m

（H25年度）
32,900m 34,700m A

港湾空港局
市民が、北九州市の海辺や港について満足している
割合

35.6%
（H23年度）

75%
（H32年度）

H24年度
（37.5%）より

増加
33.6% C

生物多様性に富む「都市と自然の共生するまち」の
実現

－

生物多様性に富
む「都市と自然
の共生するま
ち」の実現

単年度目標設定
なし

－

（アンケート調査）自然を大切にする取り組み実行
の割合

58.6%
（H24年度）

増加
増加

（前年度以上）
56.2%

公共花壇及び市民花壇の面積
44587㎡

（H21年度）
46587㎡

（H27年度）
45,987㎡ 44,693㎡

特別緑地保全地区の買収面積 － － 2,400㎡ 2,572㎡

市民参加による農業体験教室の参加者数 －
2,000人

（毎年度）
2,000人 2,243人

港湾空港局
市民が、北九州市の海辺や港について満足している
割合

35.6%
（H23年度）

75%
（H32年度）

H24年度
（37.5%）より

増加
33.6% C

（２） 安心して暮らせる快適なまちづくり

廃棄物の不法投棄量（単年度）
96t

（H24年度）
160t以下

（H25年度）
160t以下 90t

大気環境の現状把握 －
大気環境の現状

把握
大気環境の現状

把握
大気環境の現状

把握

現状の環境を保全 －
現状の環境を保

全
現状の環境を保

全
現状の環境を保

全

ノーマイカーデー参加者数
75社

（H24年度）
－ 75社 78社

ノーマイカーデー実施によるＣＯ２削減量（単年
度）

120ｔ
（H24年）

－ 120t 179t

エコドラ北九州プロジェクト参加事業者のＣＯ２削
減量（単年度）

216t
（H24年度）

－ 216t 240ｔ

市内における電気自動車等の普及台数（累計）
324台

（H24年度）
6,000台

（H28年度）
700台 730台

電気自動車等へ転換した場合のCO2削減量（累計）
599t

（H24年度）
11,100ｔ

（H28年度）
1,295t 1,350t

（アンケート調査）環境にやさしい交通利用（エコ
ﾄﾞﾗｲﾌﾞの実施、ノーマイカーデー運動の参加など）
実行の割合

58.4%
（H24年度）

増加
増加

（前年度以上）
56.6%

事業者の公
害防止に対
する環境管
理の強化

環境局
大気、水質、悪臭、騒音等公害に関する市民からの
苦情･要望件数

266件
（H24年度）

－ 380件以下 273件 A

自動車環境
対策の推進

B環境局

B建設局

市民と自然
とのふれあ
いの推進

生活環境保
全対策の推
進

B環境局

B環境局

身近に自然
を感じる都
市づくり

B環境局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

生物多様性戦略推進事業 順調 順調 環境局  35

　市民が自然環境とふれ合える親水空間づくりとして、水際の植生や自然な
流れの復元などにより、生物の生息・生育環境に配慮した河川整備を進めま
す。
　指標である環境に配慮した護岸整備延長は目標以上に進捗しているため、
大変順調と判断しました。

身近に自然を感じる河川整備事業 順調 大変順調 建設局  21

　市民が、北九州市の海辺や港について満足している割合については、モニ
タリング結果によると、海辺や港について満足と答えた割合（33.6%）が前年
度の割合（37.5%）より減少したため、やや遅れとしました。

新・海辺のマスタープラン推進事業 やや遅れ 順調 港湾空港局  21

響灘ビオトープ運営等事業 順調 大変順調 環境局  36

「花やみどり」による彩りと潤いのあるまちづ
くり

順調 順調 建設局  22

長野緑地を利用した農業体験教室 大変順調 大変順調 建設局  23

　市民が、北九州市の海辺や港について満足している割合については、モニ
タリング結果によると、海辺や港について満足と答えた割合（33.6%）が前年
度の割合（37.5%）より減少したため、やや遅れとしました。

新・海辺のマスタープラン推進事業 やや遅れ 順調 港湾空港局  22

不法投棄防止事業 大変順調 順調 環境局  37

大気汚染常時監視システム整備事業 順調 順調 環境局  38

環境対策事業 順調 順調 環境局  39

ノーマイカー普及戦略事業 順調 順調 環境局  40

エコドライブ推進事業 順調 順調 環境局  41

電気自動車等導入助成事業 順調 順調 環境局  42

　本施策では、工場・事業場などへの監視・指導の強化を通じ、環境保全に
対する意識啓発や環境部門の組織強化、さらには企業の社会的責任への取り
組みを推進します。
　工場･事業場に関する公害苦情は、昨年度に比べると若干増加しましたが目
標は達成しており、近年は減少傾向にあります。また、工場･事業場に対して
継続的な立入検査や排ガス・排水等の測定を実施しており、実施件数は目標
に達し、事業場の環境保全に関する意識向上に役立ったと考えます。今後
も、現在の取り組みを継続して強化する方針です。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

工場・事業場監視事業 大変順調 大変順調 環境局  43

　本施策では、自動車から排出されるＣＯ2削減を図るため、環境性能に優れ
る次世代自動車（電気自動車、プラグインハイブリッド車）の普及促進を図
るとともに、ノーマイカーデーなど市民、事業者が誰でも簡単に実践できる
取り組みを進めています。
　ノーマイカーデー及びエコﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進は、積極的なＰＲ活動の効果もあ
り、参加事業者の増加やＣＯ2削減量も目標を超えるなど、その取り組みは市
民・事業者へ広がっています。
　電気自動車等の助成については、普及台数及びＣＯ2削減量などの目標は達
成しており、次世代自動車の普及に貢献しているといえます。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

　公共花壇や市民花壇の整備や農業体験教室などにより、市民が自然とふれ
合う場や機会を確保します。
　花壇面積は、団体の解散等により減少したため目標値に達していません
が、市民花壇の箇所数は増加しており、街なかで花を楽しめる箇所は増えて
います。また、農業体験教室の参加者数は目標を大幅に超えて達成すること
ができました。
　以上のことから、順調と判断しました。

　大気汚染や水質汚濁の防止、騒音・振動対策、不法投棄防止対策などは、
快適な生活環境確保を行う上での基本であり、本施策を通じてきめ細かな対
応を着実に進めています。
　不法投棄の未然防止及び早期発見のため、夜間、土日及び早朝･深夜に、不
法投棄されやすい箇所を中心に市内全域のパトロールを実施しており、その
効果もあって不法投棄量は年々減少しています。
　また、大気汚染、水質汚濁、騒音振動等の環境モニタリング等を計画的に
実施するとともに、大気汚染状況の測定環境を整備し、環境の保全に努めて
います。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

　本施策では、将来にわたって生物多様性の恵みを享受していくため、植樹
活動の実施などを行い、自然の恵みとうるおいを感じることができる都市空
間づくりを進めています。
　環境首都100万本プロジェクトでは、記念樹の配布や市民参加の植樹会の開
催により、緑化（環境）に対する市民意識の向上につながりました。
　以上のように身近に感じる自然づくりが着実に取り組んでおり、順調とし
ました。

　本施策では、緑の拠点としての響灘ビオトープを自然環境教育の場として
提供し、エコツアーガイド運営やイベント企画等を通して、生物多様性に富
む「都市と自然の共生するまち」を実現します。
　響灘ビオトープがオープンし、ガイドツアーの参加人数は当初の目標を上
回る参加があり、環境学習に関する様々なイベントも開催されました。緑の
拠点としての響灘ビオトープが自然環境教育の場として活用され、市民の自
然環境に対する意識向上に貢献しています。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。
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主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

越境大気汚
染対策の推
進

環境局 大気環境の現状把握 －
大気環境の現状

把握
大気環境の現状

把握
大気環境の現状

把握
B

Ⅶ アジアの中で成長する
１ アジアを中心とした国際戦略の推進

（１） 国際都市間ネットワークの拡充

「東アジア
経済交流推
進機構」事
業の推進

総務企画局
会員都市間ネットワークの活用による共同プロジェ
クトの件数

－
4件

（H28年度）
4件 4件 B

姉妹・友好都市を中心とした海外諸都市との交流事
業参加者延べ人数

－
330人

（H28年度）
330人 376人

アセアン諸国などアジアの新興国との交流事業参加
者延べ人数

－
120人

（H28年度）
100人 104人

（２） 学術、文化・スポーツ交流の拡大

学術交流の
推進

産業経済局 共同研究件数（累計）
115件

（H25年度）
－ 120件 115件 B

文化・ス
ポーツ交流
の拡大

総務企画局 文化や芸術、スポーツを通じた国際交流の推進 － － － － B

（３） アジアの発展に貢献する国際協力の推進

戦略的環境国際協力事業の件数（単年度）
4件

（H24年度）
6件

（H28年度）
4件 5件

アジアの環境人材育成のための研修員等の受講者数
（単年度）

900人
（H24年度）

　累計2,200人
（H24～H28年

度）

430人 993人

消防局 アジア地域からの研修員受け入れ継続
6人

（H21年度）

アジア地域から
の研修員受け入

れ

アジア地域から
の研修員受け入

れ
1人 B

海外水道技術研修員の受入数（単年度）
66人

（H19年度）
80人

（毎年度）
80人 75人

海外下水道技術研修員の受入数（単年度）
512人

（H21年度）
200人

（毎年度）
200人 277人

水道分野における海外水ビジネスの受注 － －
単年度目標設定

なし
19,464千円

下水道分野における海外水ビジネスの受注 － －
単年度目標設定

なし
909千円

社会制度や
社会問題な
どに関する
国際協力の
推進

子ども家庭
局

男女共同参画社会という言葉の認知度
68.9%

（H23年度）
80%

（H30年度）

H23年度
(68.9％)の水準

より増加

(H28年度調査予
定)

B

環境国際協
力の推進

A環境局

上下水道、
消防、交通
などの分野
における国
際協力の推
進

A上下水道局

都市間交
流・連携の
推進

B総務企画局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

　本施策では、環境大気汚染状況の常時監視を行い、調査結果を本市の環境
保全の推進に役立てるとともに、大気環境の現状把握に努めています。
　大気汚染常時監視システムについては、更新計画に基づき、効率的に測定
環境を整備し、環境モニタリング等、正確な測定を継続実施を行いながら環
境の保全に努めています。
　以上の点を総合的に判断し、順調としました。

大気汚染常時監視システム整備事業 順調 順調 環境局  44

　東アジア経済交流推進機構における共同プロジェクト数は目標値に達して
おり、会員都市間ネットワークの活用によるビジネス交流環境の向上は図ら
れていると判断し、評価は順調としました。

東アジア経済交流推進機構推進事業 順調 順調 総務企画局  20

国際交流事業 順調 順調 総務企画局  21

アジアゲートウェイ推進事業 順調 順調 総務企画局  22

　本施策では、北九州学術研究都市への海外の優秀な頭脳の集積を図ること
による、アジアの中核的な学術研究拠点の形成を目指して、海外の大学・研
究機関等と、学術研究都市進出大学等との連携プロジェクト等に対する支援
を進めています。
　より有望な研究内容への支援を手厚いものとするため、「短期助成」を廃
止したことにより、共同研究件数の累計の伸びは鈍化していますが、内容の
優れた研究に対する支援が行われたことから、順調であると考えています。

海外連携プロジェクト助成事業 順調 順調 産業経済局  66

　ベトナム・ハイフォン市最大のイベント「ホン河祭り」への若松五平太ば
やし愛好会「響」の参加や、青島市五楽坊の黒崎宿・国際交流文化祭での演
奏、仁川市役所マラソン同好会の北九州マラソン参加などの実績から、ス
ポーツ・文化両面で国際交流が進んでいると思われることから順調と判断し
ました。

環境国際協力推進事業 大変順調 大変順調 環境局  45

アジアの環境人材育成拠点形成事業 大変順調 大変順調 環境局  46

　H25年度は、ＪＩＣＡ研修生を8名受け入れました。そのうち、1人がアジア
地域からの研修員でした。
　本研修「消火技術」は、ＪＩＣＡから世界各国に参加を呼びかけているも
ので、毎年７～８名の研修生受け入れを継続しており、目標基準としている
「アジア地域からの受け入れ」も達成できています。
　施策の実現に向け、引き続き、継続的な研修員の受け入れができるよう、
今後ともアジア地域への研修参加の呼びかけ等、積極的にＪＩＣＡへ求めて
いく必要があるといえます。

上下水道技術の国際協力 大変順調 大変順調 上下水道局  10

海外水ビジネスの推進 大変順調 大変順調 上下水道局  11

　本施策では、日本及びアジア諸国の男女共同参画に関する調査・研究、国
際交流・研修、情報収集・発信等を行う（公財）法人アジア女性交流・研究
フォーラムの活動を通じて、本市における男女共同参画社会の形成を推進し
ています。
　男女共同参画などの視点に立って本市とアジアを結ぶ交流等の場である
「アジア女性会議」と、市のワーク・ライフ・バランス表彰式との共同開催
や、仁川広域市と北九州市各々の女性団体との意見交換会、また、女子学生
のためのキャリア形成プログラムの作成と実施、市民参加の海外スタディツ
アーの開催など、市民にわかりやすく参加しやすい事業を展開し成果を得た
ことで、順調としました。

（公財）アジア女性交流・研究フォーラム事業 順調 順調 子ども家庭局  39

　本施策では、本市の公害克服の経験を活かした環境国際協力を通じて、ア
ジア諸都市の発展に寄与するものです。
　環境国際協力の推進及びアジア地域からの研修員受け入れは、いずれも目
標を達成しており、現地での廃棄物管理の技術指導や環境改善のキーパーソ
ンとなる人材育成は順調に進んでいます。
　特に研修員受入数は目標である430名を大きく超えており、環境未来都市、
グリーンアジア国際戦略総合特区やOECDグリーンシティ・プログラムのグ
リーン成長都市への選定などにより、本市の環境に対する取組が国内外から
注目を集めたことや、誘致活動を積極的に実施した結果と考えます。
　以上の点を総合的に判断し、大変順調としました。

　アジアを中心とする各国からの技術研修員の受け入れを継続して実施して
おり、平成25年度も上下水道合わせて352人を受け入れました。また、水ビジ
ネスにおいても、上下水道で案件受注ができたので大変順調としました。

　国際情勢の変化が各都市との交流事業に影響している面もありますが、姉
妹・友好都市を中心とした海外諸都市やアセアン諸国などアジアの新興国と
の交流事業参加者延べ人数は目標値を達成しているため、評価は順調と判断
しました。
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大項
目

取組
みの
方針

主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

２ 物流基盤を活かした国際ビジネスの振興
（１） グローバル需要を取り込む海外ビジネス拠点の形成

アジア地域でのCO2排出量を削減 －
150%削減

（2050年）
単年度目標設定

なし
－

海外での実証事業等の進出数（単年度）
4件

(H24年度)
10件

(H27年度まで)
2件 2件

水道分野における海外水ビジネスの受注 － －
単年度目標設定

なし
19,464千円

下水道分野における海外水ビジネスの受注 － －
単年度目標設定

なし
909千円

雇用創出数 －
30人

（H27年度）
単年度目標設定

なし

ニーズ調査・
シーズ調査を実

施

海外からの受注件数 －
3件

（H27年度）
単年度目標設定

なし

ニーズ調査・
シーズ調査を実

施

外国企業との商談件数
単年度1500件
（H23年度）

単年度1500件
（H26年度）

1,500件 1,883件

外国企業との成約件数
単年度20件
（H23年度）

単年度20件
（H26年度）

20件 26件

（２） アジアのゲートウェイ機能を活かした国際ビジネスの促進

北九州港海上出入貨物取扱量
9,998万t

（H23年1～12月
実績）

10,900万ｔ
（H27年1～12月

実績）

H24年（9,884万
t）より増加

10,053万t
（H25年1～12月

実績）

航空貨物取扱量
7,028t

（H21年度）
30,000t

（H30年度）
16,000t 15,060t

海外の経済
事務所の活
用

総務企画局 海外事務所を利用した企業数
270社

（H24年度）
300社

（H26年度）
300社 386社 B

（３） 成長著しいアジアの企業・人材の集積促進

北九州ブランド（モジデコ）の海外企業との商談件
数

単年度6件
（H23年度）

124件
（H26年度）

40件 91件

視察企業受入企業数
単年度70件
（H23年度）

単年度70件
（H26年度）

70件 133件

市民の「多文化共生」という言葉の認知度
26％

（H22年度）
50％

（H27年度）
40% 43%

３ アジアの巨大都市と連携・競争できる広域連携の推進
（１） 都市圏の発展に向けた連携の強化

県内周辺市
町村との広
域連携推進

総務企画局 近隣自治体との新規連携事業
5事業

（H23年度）
5事業

（H25年度）
5事業 5事業 B

近隣主要都
市との都市
間連携

総務企画局 近隣自治体との新規連携事業
5事業

（H23年度）
5事業

（H25年度）
5事業 5事業 B

国際都市に
ふさわしい
まちづくり

B総務企画局

充実した物
流基盤を活
用した物流
振興

B港湾空港局

アジアから
本市への投
資の呼び込
み

A産業経済局

海外工場の
サポート拠
点の形成

B産業経済局

北九州発ブ
ランドの海
外ビジネス
支援

A産業経済局

A環境局
アジア低炭
素化セン
ターを核と
した都市イ
ンフラビジ
ネスの推進

A上下水道局
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各事業のＰＤＣＡチェックシートは、市のホームページに組織別に掲載

局施策評価の主な理由
(施策の指標及び構成事業の状況を踏まえ記載)

施策を構成する主な事業 成果の状況 活動の状況
PDCA

チェックシート
番号

アジア低炭素化センター推進事業 順調 順調 環境局  47

中小企業アジア環境ビジネス展開支援事業 大変順調 順調 環境局  48

海外水ビジネスの推進 大変順調 大変順調 上下水道局  12

アジアものづくりサポート推進事業 順調 順調 産業経済局  67

国際競争力強化事業 大変順調 大変順調 産業経済局  68

北九州港集貨航路誘致事業 順調 順調 港湾空港局  23

　国際ビジネスに関するセミナーや個別の相談対応などを通じて、大連・上
海現地事務所の活用策を地元企業に積極的にＰＲし、海外事務所を利用する
企業数が昨年度より増加し、市内企業の中国進出などを通じた経済交流促進
による本市地域経済の活性化が図れているため、評価は順調としました。

中国ビジネスサポート拠点整備事業 順調 順調 総務企画局  23

内外投資促進事業 大変順調 大変順調 産業経済局  69

（公財）北九州国際交流協会補助金 順調 大変順調 総務企画局  24

多文化共生推進事業 順調 順調 総務企画局  25

　近隣自治体との新規連携事業数は目標値に達しており、連携会議の開催数
も目標値を上回っています。こういった取り組みの成果からみて、評価は順
調と判断しました。

広域行政推進事業 順調 順調 総務企画局  26

　近隣自治体との新規連携事業数は目標値に達しており、連携会議の開催数
も目標値を上回っています。こういった取り組みの成果からみて、評価は順
調と判断しました。

広域行政推進事業 順調 順調 総務企画局  27

　市民の「多文化共生」という言葉の認知度は単年度目標を上回っていま
す。また、多文化共生の啓発事業の実施回数や国際交流員の派遣回数も単年
度目標を上回っているため、評価は順調と判断しました。

　航空貨物取扱量については、目標が達成できず、達成率が９４．１％でし
たが、北九州港海上出入貨物取扱量が前年より増加しているため、順調とし
ました。

　本施策では、市内企業の海外投資や海外企業の本市への投資が増加するこ
とを目指して、海外販路拡大のための商品開発や、ブランド力向上のための
展示会出展を進めており、海外見本市に参加して、海外企業との商談件数を
着実に伸ばしています。また、海外向けホームページの定期的見直し等効果
的な情報発信に努めた結果、海外からの視察企業件数も目標を上回っていま
す。これらのことから、大変順調であると考えています。

　本施策では、本市企業がアジアにおいて工場・製造設備、ユーティリティ
等の運用・保守管理などを受託できる状態を目指して、海外の日系企業の工
場・設備を対象にした保守管理サービスのビジネスモデルの開発などを進め
ます。
　現在、ニーズ･シーズ調査等を踏まえ海外対象国や分野の絞込みなどを展開
しているため、成果指標である雇用創出数や海外からの受注件数等の成果は
現れていませんが、市内企業へのアンケート調査、国内調査、海外調査等の
実施から対象国や対象分野など方向性を絞り込むことができたことから、順
調であると考えています。

　本施策では、国内市場が縮小する中、市内中小企業が海外市場に着目し
て、企業活動を行うことを目指して、海外ミッションの派遣や海外からの視
察受入、国際ビジネスに関する相談対応を行っています。企業の海外志向の
高まりも見られる中、韓国などの東アジアに加え、経済成長が見込まれる新
興国（ベトナム、タイ等）を対象に、海外ミッション派遣や受入を実施した
結果、活動指標及び代表的な成果指標はいずれも目標を上回ったことから、
大変順調と考えています。

　本施策では、環境モデル都市に掲げた温室効果ガス削減目標を達成するた
め、アジア低炭素化センターの事業を推進し、環境に資する多様な技術等を
海外に移転することで、地域経済の活性化を推進し、アジア地域の低炭素化
社会の実現を目指すものです。
　現時点において海外でのCO2削減量を数値で表すことは困難ですが、アジア
低炭素化センターを中心にアジア地域の環境保全と低炭素化に貢献するとと
もに、市内事業者の環境技術の輸出を支援しています。具体的には、①エコ
テクノや海外での商談会を通じたビジネスマッチングの実施、②低炭素技術
の輸出を目指す市内事業者が行う現地での実証実験や実現可能性調査（F/S）
に要する費用の一部助成、③本市が有する技術・ノウハウを体系的に整理し
た「北九州モデル」を支援ツールとして活用しながら、アジア諸都市や企業
の多様なニーズに対応した都市環境インフラのパッケージ輸出などの取り組
みを着実に進めています。
　活動指標であるプロジェクト推進数は毎年度増加し、成果指標である海外
での実証事業等の進出数についても、目標値を達成しています。
　以上の点を総合的に判断し、大変順調としました。

　水ビジネスにおいて、上下水道ともに案件受注ができたので大変順調とし
ました。
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主要施策 担当局
施策の「成果の検証」や「進捗の管理」

を行うための指標名等
現状値

(基準値)
最終目標

H25年度
目標

H25年度
実績

局施策
評価

（２） 都市のにぎわいにつながる広域的な連携の推進

東九州地域
との連携

建設局 A

九州各地域
などとの連
携

総務企画局 九州地域などにおける交流・連携都市数
3都市

（H23年度）
5都市

（H25年度）
5都市 5都市 B

九州地域の
空港の連携

港湾空港局 C

広域連携に
資する社会
基盤の整備
に向けた取
組の推進

建築都市局 B
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PDCA

チェックシート
番号

　東九州自動車道建設促進協議会の要望活動
　東九州自動車道沿線の福岡・大分・宮崎・鹿児島県と協力、連携しなが
ら、整備促進の活動に取り組んでいます。平成25年度は、夏に行っている東
九州自動車道建設促進地方大会を北九州市で開催し、約1100人が参加して、
大会が盛大に行われました。
　また、地域の声を伝えるために、秋に東京で東九州自動車道建設促進中央
大会を行うとともに、国やNEXCO、地元国会議員などへの要望活動を行いまし
た。

　鹿児島県南九州市との交流事業、鹿児島市・熊本市・福岡市との「四都市
交流連携協定」を基にした西九州軸の連携事業、また、東九州自動車道全線
開通を見据えた、東九州市町村連絡会の開催などにより、都市間連携ネット
ワークの構築や、連携強化・事業実施が行われていることから、評価は順調
と判断しました。

広域連携基盤整備事業 順調 順調 総務企画局  28

　空港アクセス鉄道については、現在の旅客需要では事業採算性の確保が難
しいことから、調査はH22年度で一旦休止しました。
　今後も、旅客数拡大に向け、県や周辺市町村と協力しながら広域圏からの
集客対策に取り組んでいきます。

　地域連携に資する社会基盤の整備に向けた取組みの推進の一環として、下
関北九州道路や北九州福岡道路構想について、国や関係機関に対して要望・
提案活動を実施しました(※構成事業等なし)。
　下関北九州道路の意義は、① 関門地域の連携、さらに広域的な連携の促進
に重要、② 広域道路ネットワークにおける代替性(リダンダンシー）確保の
役割を果たす、③事故、老朽化に伴う維持補修等による関門トンネルの通行
止め等に伴うトンネル周辺の慢性的な渋滞の解消と考えています。
　また、福岡都市圏との新たな広域道路ネットワーク機能を確保し、連携を
強化することも重要です。今後も引き続き、下関北九州道路及び北九州福岡
道路構想の早期の実現へ向け、要望活動、調査研究活動を行っていきます。
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http://www.city.kitakyushu.lg.jp/page/shyoka/26fy/sou28.pdf
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